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はじめに
本稿では，北海道の有力卸企業であったダイカ株式会社が東北地方および関東地方へ事業を
拡げてゆく過程を，経営史的アプローチから検討することにしたい。
一般に，経営史的視点では，企業の経営展開を促したり抑制したりする客体的条件として，
社会経済状況や市場の需給両面の動向のほか 法制度や規制などの非市場的条件も考慮しなけ
ればならない。流通業に関しては，物流や情報のシステムとその基盤を成す運輸・通信システ
ムなども重要な検討対象となろう。また，経営展開を可能とした主体的条件として，経営者に
よる経営理念と戦略，それを実現するための組織や管理システム，組織を構成し経営目標を達
成するうえで不可欠の人的資源と資金の確保の面 といった諸側面を重視する。また経営実績
の内容を吟味する際にも，こうした主・客両条件との関わりに注意することになろう。
ここで，事例研究の対象とするダイカは.1990年に八戸のネタツ興商を合併したのを契機に，
青森，八戸，山形，福島，仙台.盛岡などの東北地域に営業拠点を拡げていった。 1998年には，
秋田の富士商会と埼玉のタナカと合併して，関東地域にも商圏を拡大した。この間，一時期は
業界首位の座に上るが，その後，競争会社の攻勢に圧されることになる。そして.2002年の
名古屋の伊藤伊，九州のサンピックとの共同持株会社設立を経て.2004年には持株会社設立
後にその子会社に加わった四国の徳倉を含めた4社合併により 全国的卸企業の株式会社あら
たへと蝉脱を遂げた。
本稿では，その直前の共同持株会社あらた設立による全悶統合の準{ili1段階までの時期を対象
として，可能な限り実証的に検討を進めることにしたい。
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1.経営環境の変化
(1)バブル崩壊と規制緩和
日本経済全般をみると.1989年からの公定歩合引上げや土地取引の総量規制によって，
1990年代以降，株価が急落し，翌91年後半には地価の低落も顕著となった。この 1991年末
のいわゆるバブル崩壊以降，景気が大きく後退することとなった (1)0 1995年から翌年にかけ
て景気回復の局面があったものの.97年以降には再び景気が後退した。 1997年の北海道拓殖
銀行，山一証券，三洋証券などの破綻は，さまざまな方面へ暗い影を落とした。その後いわゆ
るITバブルによる短い景気浮揚感もあったが 2001年以降，累積した不良債権の問題もあっ
て景気は減速した。その後.2003年初期には不良債権処理の進展と民需回復と企業による革
新の期待感もあって景気回復の兆しをみせた。とはいえ，ダイカの扱う日用雑貨の販売業務は，
こうした日本経済の景気の浮沈にさほど影響されない。それは，取り扱い商品が日用必需品で
あるという商品特性にもよる。ただし，後に経営実績の部分でみるように，景気の影響を実感
せざるを得ない局面もあった。
一方，この時期，流通に関わる規制にも変化がみられた。 1997年4月には消費税が5%にアッ
プされ.販売業界にはその影響による売上低迷の影響があった。また.1989年9月にスター
トした日米構造協議の議論を受けて，大規模小売庖舗法 (1973年10月l日法律第109号:大
庖法)の運用が緩和され， さらに 2000 年 6 月には同法が廃止された。これにイ~~わって，大規
模小売庖舗立地法(1998年6月3日法律第91号)が施行されて，大型小売庖の出庖や営業が
自由化された (2)。
企業システムに関わる規制緩和措置としては. 1997年に純粋持株会社が半世紀ぶりに解禁
された1:3)0 1999年の商法改正により株式交換制度が導入され.2000年4月には会社分割法も
施行された。これによって，各業界で持株会社方式による企業統合が進展することとなった。
2000年-2001年にかけて，流通関連企業では 白沢ドラッグ，ヤモモト薬品および東洋薬局
によるジップ・ホールデイングス (2000年2月).中京コカコーラと富士コカコーラボトリン
グによるコカ・コーラセントラルジャパン (2001年6月).サークルケイ・ジャパンとサンクス・
アンド・アソシエイツによるシー・アンド・エス (2001年7月)など，持株会社方式を選択
する事例がみられた。この持株会社方式の導人主体にとっては 摩擦を緩和しながら統合を進
める利点がある。とくに持株会社の経営者は 事業会社との適度な距離を保ちながら全体的な
観点で展望しながら経営構想を練り上げることが可能となるので，合併への移行準備には適し
た形態といえよう(4)。
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資本調達面では， 1997年にストックオプションの採用が可能となり.経営者と従業員の株
式取得が促されるとなった。また2002年には新株予約権の無償発行が可能となった。企業の
ガパナンス面では， 1999年度に連結会計制度が導入され， 2∞2年度には外部取締役を中心と
する委員会等設置会社を選択する道も拓かれた。
こうして，企業システムのいわば「国際スタンダード」への移行も進展した。
(2)小売業の競争激化と再編
ところで，大型店舗の出庖・営業の規制撤廃は，大手小売業にとっては，庖舗展開が促進さ
れる要因ともなり，小売業の競争を激化させることになった。また.小売業での競争は，新-
旧業態間と同一業態聞の双方で、激しさを増した。
業態間での競争をみると， 1994年2月期には，セブンイレブンが経常利益で同系列のイトー
ヨーカ堂を凌駕し，コンビニ勢力の優勢を実績で示すこととなった。そのコンビニやスーパー
の経営展開と低価格戦略に圧されて，長く日本の代表的小売業態であった百貨庖の売上凋落も
顕著となった。 2000年7月には，そごうが民事再生法の適用を申請した。 2003年2月に私的
整理を成立させた西武百貨庖は，同年6月，持株会社ミレニアムリテイリングのもとで.そご
うとの経営統合を果たした。百貨庖の経営統合は，その後も進展した (5)。
この間，スーパーでは， 1997年9月にヤオハンジャパンが会社更生法の適用を申請し翌
98年2月期には， ダイエーが株式上場 (1971年3月)以来の経常赤字となり， 2000年2月期
には長崎屋も会社更生法を申請している。銀行借入による土地取得で庖舗展開を遂げたダイ
エーは，いわばパフゃル崩壊の象徴的ケースとも評された。 2000年10月の中内会長の辞任後，
会社の自力再編の道が模索されたが， 2004年12月にはその傘下各社とともに産業再生機構に
よる再建がはかられることになる。
一方，イオンなどは，資本・業務提携などによって拡大を遂げた。 2000年3月にヤオハンジャ
パンから社名変更したヤオハンを， 2002年3月にはマックスバリュー東海として傘下に収め，
2003年1月には，マイカルグループを完全子会社化しその後も勢力を拡大していった(時)。
また，前述のセブンイレブンは，取引関係のあった卸会社18杜の出資を得て， 1997年10
月に専用却会社SVD(フルネーム不明)を設立した。翌1998年3月に業務を始動させたSVDは，
コンビニ勢力による川下からの垂直的統合戦略として，流通業界に大きな波紋を投じた (7)。
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(3)花王広域販社体制と外資企業の圧力
小売業の盛衰と統合が進む一方.花王製品の専門卸企業である花王販社も.1970年代から
80年代にかけて各地域の販杜の統合を進展させた。 1992年10月には北関東，長野，新潟の各
版社が東京花王に統合され.1993年4月の広島県の3販杜の中国花王への統合をもって，広
域販社の体制をひとまず完成させる (81。花王販社は，これに沖縄花王 (1974年4月設立)を
加えた広域9販社体制となった (91。この時点では.r 9つまで集約すれば十分だろう」という
のが花王経営陣の見方であった (101。しかし 1999年4月には東京花王を存続会社として，北
海道，東北，中部，近畿，中国，四国および九州の7販社が合併して花王販売株式会社と社名
変更し同年10月には沖縄販社の営業権も譲渡され全国販社となった (1)。
また外資系メーカーの動きとしては P&Gファーイーストでは.1999年10月から 1987
年以降の中核代理屈制度をやめて，最低発注単位を引上げると同時に却業でも小売業で、も同ー
の取引基準を適用すると発表した。これによって P&G側は 自社の設定する取引基準に合
致さえすれば，従来よりも広い範囲を販売先として確保することになったが，卸企業としては
納入先の小売庖も仕入競争の対象となったのである(12)。
また.1990年代後半には，外資小売大手企業の日本進出もはかられるようになったので，
既存の在日外資を含めた外資企業の動きも卸企業にとっては，危機感を増幅させる大きな要因
となった。
(4)地域却企業の広域化
同業の卸企業の広域統合も進展した。北陸地域では.1980年代にトウデイツク北陸 (13) と北
日本新和の2社が競合していた。 1992年9月には 北日本新和が北陸の2文字を外して新和
と社名を変更した(J.1)。その前年10月に石)1.富山，福井の北陸3県を越えて，名古屋に支庖
を開設しており，広域化を目指してのことであった。新和は.1995年4月には，岐阜県に本
社を置く敷島物産(岐南町).栗本物産(岐阜市).丹羽久(恵那市)の3社を合併した。いず
れも.中京地区最大の卸企業伊藤伊の2次却会社であり，その地盤を揺るがす南下戦略と捉え
られた(ISl。
1990年2月には，九州で10杜の合併による株式会社サンピックが誕生した (161。新潟では，
1991年10月に.4社対等合併によるエヌ・フォーが設立された 17)。東北では.1991年7月に，
8 社による東北広域物流共同組合が設立され (1~) 1995年6月には同組合員会社4社によって
東流社が設立された(19)。
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すでに 1970年代から広域の提携を進展させていたパルタックも 関西のほか中国・四国・
九州などの卸企業との提携・統合をさらに進展させて.1990年代になると，東北地域にも北
上してきた。 1993年5月10月には，福島県の安斎との提携による商号変更で安斎パルタック
を誕生させ，同年 11月には，青森県弘前市の卸企業の株式会社三喜屋ライフ仰との共同出
資による青森パルタックを設立した(211。これらにより東北地域は 広域化を目指す卸企業の
主戦場となった感もあった。
(5)情報システムの高度化と眉頭管理技術競争
メーカーの却会社たる販杜や総合卸企業の広域連携・統合とならぶ重要な管理技術上の変化
は，情報システムの進化である。受発注や在庫管理のシステムは高度化され，さらに庖頭管理，
メーカーや却企業の小売庖頭への提言的マネジメントも高度化された。これによって，メー
カー，卸企業および大手小売庖との垂直的連携や垂直的競争も進むこととなったのである。
受発注システムについてみると，花王販社では.ECRのシステムとして.1992年10月にジャ
スコとの共同開発で.EDI (電子データ交換)による情報共有化のシステムを導入した。これ
によって，発注から入荷まで，仕入れから支払いまでのそれぞれの事務を効率化した制。ま
た1993年7月に販杜のSA(Store Adviser)にベン入力式の携帯用 PCrSAノートJをもた
せることを試験的に始め，翌年からこれを本格的に導入した。これにより，従来帰宅後に行わ
れていた商談やアドバイスのための資料作成などが大幅に省力化された (231。
小売庖と流通の川上との関係で， さらに重要なことは， リテイル・サポートすなわち小売庖
の庖頭管理支援に関するノウハウの高度化であった (211。花王販社では，すでに 1980年代から
各地の広域販杜で流通情報サービス会社を設けて，小売庖の支援活動を行っていた。前述の
SAは，そもそもはこの支援活動専門会社で庖頭活動に携わっていたスタッフの呼称であり，
それが販社での商流活動を担う人にとってかわったものである。この流通情報サービスの活動
は限界があったものの (251 花王にとってはインストア・マーチャンダイジングに関する情報
とノウハウの蓄積基盤となった。
それと同時に，小売屈の定番の棚割に関しては，花王では同じ 1980年代から，スキマティッ
ク活性化モデルという棚割管理システムを開発しその後，このシステムを進化させた。さらに，
花王では，庖頭技術課(後に流通開発部， さらに流通企聞開発部と名称変更)を中心に，脂頭
活性化のためのノウハウを開発していつたのでで、ある1;!(jヘi
も庖頭技術研究所を設けて'こうしたインストア・マーチャンダイジング機能を充実させてお
り1271 1990年代には，こうした庖頭活性化の機能やシステムのi1日立化も，流通企業の競争力
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を決定づける大きな要素となった。以上のような広域統合と情報システムの高度化にともない.
連動する物流システムの再構築とその高度化b 流通企業の死活を左右する垂直的・水平的競
争の重要な領域となったのである。
2. 20周年の経営方針と東北進出戦略
日本企業および卸業界を取り巻く経営環境が速度を増して変化するなかで，ダイカ経営陣が
1990年代を迎えるにあたって示した経営方針と この時期の東北地域での拡充戦略について.
まずみておくことにしたい。
(1)大公一郎社長と振吉巳歳男副社長の経営方針
①20年の総括と 1990年代の経営目標
ダイカでは， 1989年8月に，北海道内の7杜の合併によって誕生して(掛から 20周年を迎
えた。
大公一郎社長は，その20年間について，まず最初の 10年間は各社の「社風を lつにまと
め，経営理念の確立と浸透に全力を投入した，苦闘の十年間であ」ったとする。さらにその後
の10年間は， I橋本前社長の強力なリーダーシップの下に築いてきたダイカの企業文化を継承
し，そのよさを失わないことを第一に心掛けた『守成の十年JであったJとしている。ただ，
その「守成の十年」の聞は， Ir少量多頻度多品種』といったお仕入先やお得意先の高度な要求
にお応えする体制づくりに力をそそいでJきたという。 Ir物流設備とコンビューター情報の融
合』を目指した当社でいうところの rc& L戦略』も一応の完成を見るところまできたJのも，
その体制づくりを重要課題として取り組んできたからで、あったし.1一貫して進めてJきた「人
材養成」は「最重要点として継続してゆかなければならないJとしている制。
大社長は， 1990 年代を間近にした第 21 期 (1989 年 8 月 l 日~ 1990年7月31日)の経営目
標を「新たなる出発一創業の火あかあかと新流通時代に貢献しよう -Jとした側。ここにい
う「創業の火Jとは「お得意先.お仕入先ひいては消費者に貢献できる存在である」ことであ
り(31¥ 「あかあか」とは「いつまでも社会の役に立つ存在でありつづけるためには，絶えざる
自己革新が必要である」という進化的持続性のこと (32)であろう。また「新流通時代」とは，Iメー
カーおよび小売業からの問屋集約化の要請Jが「全国的に合併や統合の大きな流れとな」って，
「垂直的な機能コスト競争」が激化するような時代としている (33)。そして， I当社もこの時代
を何とか乗りきって21世紀に通用する卸売業となるべく努力を傾注してゆきたいJ(34)と述べ
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ている。そして，具体的目標として，それまでの売上高約383億円から rso億円企業への脱皮」
を目指すことを示した倒。
②ローコスト・オベレーションの表明
ふのよLみさお
振吉巳歳男副社長兼営業本部長は.r 1市場の変化に対応して(①セールス力を育成し，商
品選択と売り方提案につとめる。②居技研〔庖頭技術研究所一引用者〕の効果的活用ι更に
強化する。③商品選択を徹底し，商品育成力をたかめる。)n業務改革を推進して(①単品在
庫管理の完成に向けてスタートする。②パフォーマンス・データに基づき作業効率を向上する。
③発注システムのオンライン化を更に増進する。)m働きがいを求めて(①小集団サークルの
継続で，組織活性化をめざす。②時間の有効な管理で，週休2日制に挑戦する。③教育・司Ifi東
への積極的な参加で自己啓発にはげむ。)Jという第21期の営業本部長方針を示した。これに
よってコンビニに代表される利便性とデイスカウントストアの低価格性の双方と，多品種少量
多頻度配送が要求される商品と必ずしもそうでない商品の双方とに対応できるローコストオペ
レーションを確立するとしている。そのためには，発注方式のシステム化，返品の減少，支払
の自動化などの面で得意先販売店の協力を得るとともに，良い人材を確保して改革を推進する
ことが必要であるとしている倒。なお，このなかで示されている「返品の減少」は.その後「無
返品制度Jという， より徹底した業務改革へと展開する。
大社長の経営方針，振吉副社長の営業本部長方針のいずれも.前述の卸業界の動向を先見し
た展望をもって，みずから競争上の革新者たらんとの表明で、あったといえる。
(2)ネタツ興商との合併
ところで，大公一郎社長は，競争上の優位を確保するには.r規模を大きくして間接経費を
下げ」て「投資効率を高める」ことが「重要な競争要件」と明言している (37)。
この競争優位をはかる経営構想を実現するためにとられた 1990年代の最初の戦略は. 1990 
(平成2)年6月1日のネタツ興商との対等合併で、あった。青森県八戸市に本社を置き，八戸，
盛岡，秋田，山形，仙台に営業拠点をもっネタツとの合併は 合併後のダイカにとって福島県
を除く東北5県への広域展開を意味した。
ネタツの取扱品目は， トイレタリー3分の2.家庭用品3分の lであり，化粧品を欠いてい
たので，ネタツ側にとっても，ダイカとの合併により非食品の主力商品が揃うこととなった(:姐)。
またネタツの工藤欣一社長は「今後.物流と情報の大型投資が必然的になることを予想した時，
ネタツ輿商単体をもっては，広域にそれを実現することは力の限界を超えるJと感じており.r早
くから現在の情勢にいたることを洞察」して「卸機能を実現」してきたダイカとの合併が有望
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と恩われた (39)という。
ネタツ興商(資本金3，000万円) (10)の工藤欣一社長とダイカの大公一郎社長は， r業界7人
のメンバーによる MSS研究会J(11)を通じて「十五年にわたる家族ぐるみのおつきあいJをし
ていた間柄でもあり (12) 信頼の素地ができていたのである。
この合併では，ダイカが北海道の取引価格(全国の平均的価格)を青森県に持ち込んだこと
により，岡県でのプライス・リーダーとなっていたホームセンターなどによる乱売を鎮静化さ
せるという思わぬ効果もみられた。と同時に，この地域での地元却や前述のように北上するパ
ルタックとの競争が見込まれた (13)。すなわち，小売側による仕入単価の極端なヲ|き下げとい
う垂直的競争には一時的に対抗し得たが，同業卸企業との水平的競争が熱気を帯び、ることが予
想されたのである。
(3)営業拠点の拡充と情報・物流システムの進化
大脂法緩和によって庖舗展開が可能となった大手小売との垂直的競争や，同業卸企業との水
平的競争が見込まれるなかで 大社長らは「北海道・東北の消費者に期待される卸流通機能を
一層充実させるため，積極的な投資を行Jうとした。その手始めとして，青森支庖の新築移転
(1991年9月竣工 (44) 石狩支庖の増改築 (1991年12月)および八戸支庖の土地取得・新社
屋建設(1992年4月着工)の計画を示し，このうち青森支庖の新築移転のための土地取得費
と建設工事費として， 7億 2，900万円を投じたは5)。
後述するように， 1992年はダイカ経営史のなかで，画期的な2つのことがあった。そのひ
とつは.同年4月l日から仕入先へ返品しないことを宣言したことであり，いまひとつは同年
7月23日に庖頭登録銘柄として株式を公開したことである (46)。八戸支庖は，この年の 10月
に竣工し， 11月9日から業務を開始した。また同年 11月には仙台支庖の新社屋も落成し， 11
月16日から業務を開始している (4i)0 1993年8月には帯広支屈の増改築を完了し，翌1994年
11月には新設された山形支庖の社屋を完成させた。山形支屈のスタートに際しては，新潟に
本社を置く三協商事が山形営業所を閉鎖するのにともない，同社同営業所から 13名がダイカ
に入社した(内5名は嘱託社員){制。また仙台支庖が業務拡大で狭陸になったことと，福島
県の得意先へのサービス向上をはかるため， 1995年4月に福島支庖を開設して業務を開始し
た {.I!Jl。福島県は，前述のように2年前の 1993年にパルタックが初めて東北に進出した土地で
あり，競争上，体制強化が必要な地域であった。この福島支庖の設置により，ダイカの東北エ
リアは，八戸，青森，仙台，山形，福島の5支庖体制となった。
仙台支庖は，さらに手狭になったため，仙台市北部中核団地(宮城県黒川郡大衡村桔梗平5
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-2)に移転することとし. 1996年7月より着工し.11月25日より新社屋での業務を開始し
た。同支庖には，ダイカとしては初めての自動倉庫が設置され，従来の2.5倍の物流量を処理
することが可能となった倒。また同年 12月には旭川支屈の増改築も完了した (51)。
この営業拠点の拡充は，情報・物流システムの充実もともなった。ダイカ成立から 25周年
を迎えた 1994年8月，大公一郎社長は第26期の経営目標として「継続しつつ進化→正下価格
時代に対処する一」を示し，コスト計算による各種作業の見直しを行い，業務の効率化を推進
することとした (52)。
情報システムの進化の面では，従来の ADONiSによる集中管理型から各支屈の分散型の新
システム DARWIN(旦豆ikaRefined W orki旦gSystem)を開発し.1994年1月に導入した(問。
また物流面では，翌 1995年l月には システム開発のベンチャー企業のソルベックス社と
共同開発した新しいピッキング・システムの DREAM(.J2aika Refined .Assemble担achine)
を完成させ，山形支庖をはじめ岩見沢支庖.C&Lセンターおよび各支庖へ導入した(問。
1996年 10月には，従来2人l組で読み合わせをしていた出荷検品を l人で実施できる検品機
アッテル(社内募集で「合っている」に由来)を導入した問。
(4)富士商会とタナカとの合併
北奥羽3県では. 1997年5月には盛岡営業所(盛岡市市門2-1)を開設した制。翌 1998
年4月にダイカは，秋田県秋田市の富士商会と合併し，北奥羽での基盤を強化した。これと同
時に，埼玉県八潮市のタナカと合併して関東地域への進出を果たした (57)。
富士商会は. 1947 (昭和22)年5月に蝋燭や化粧品の製造を始め，その後，歯磨きや固形
石鹸の卸問屋に転じた。その頃，戦後の石鹸配給規則による配給統制下で，県下233軒の小売
庖と 9万3.600人の消費者の配給経路を確保し流通の基盤を確保した。その後，石献のほか，
化粧品や日用品までメーカーの特約庖・代理庖として成長した。合併直前の時点では，ライオン，
資生堂ファイントイレタリーなどが主要仕入先であった。主要販売先はジャスコ，北日本ウェ
ルマートなどで，秋田県内一円と山形県庄内地方の大型庖や小売応に販売していた制。ダイ
カとの関係では，表-1に示されるように，富士商会の鈴木茂夫社長が1994年8月l日に始
まる第60期からすでにダイカの監査役に就いていた。また.72に!二開会で、は，前述のDARWINも，
ダイカとの業務提携によって 1995年9月から導入していた。いずれも来るべき協業・合併を
前提としてのことであったという(刷。合併直前で，富士if'司会の年ifOは約60億円，純資産6億
6.729万円(簿価).従業員約60名であった(刷。
一方，タナカは.1926(大正 15) 年 2 月に.紙問屋でソj、ぅEd も行う合資会社11111~米二im)~3 として，
表一 1 各期末の取締役・監査役
聞〈 イカ) " 22 2J " 2s 2. 27 28 期〈ダイ力] 29 調 JI 32 33 J.I (盃+全盆) 55 田 57 50 59 回 .， .2 期(怠+圭堂) 63 . 65 
•• 
.7 制
期間 1989年8月1日 E恒拘量'8月，日 1991奪S月1日 '992年8月t目 t田3年8月1日 "94年8月1日 ，，<5年8月1日 '99'年皐月1日 期間 ~19978写gE87RRE3目1目 "98年S周1日 M 同Eu9mo2a同事7月Rt3日1 回 京X由隼8周'8 割問"牢8月1日 -22曲曲23年隼43R貝，3臼'8 -，""年7月JI目 -"剖年7月JI日 -，凶2量.，月JI日~時也専1"'31日 -，...年7月318~叩.. 年7月JI自 -'99晶年7月JI自 -，拘F年?月JI自 -1999fJ7月31日 -2∞t年7月31日-2002年3月31日
現在匁月日 t凱初年7月31日 1拍 t量l.7Jt31日 t悼 24-71131目 1993年7.1'31日 "94年7.A318 1開5年7月31日 1996年7月31日 1997年7月31日 現在年月 1998年7月31日 '999隼7 引日 創X凶年7月31日 割削t年7月31日 苫由主年-31'131目 京泊3年3J:131目
代表取樋IS!会長 I'ik-(4J ".叙{ネ} 肱ー〈ネ) 工薗放 [ネ〉 エ轟献 (ネ} エ語放 tネ} エ轟肱 {ネ} Z語放 {ネ} 代表取睡俊会長 /B<Pf1~(:タノ 田中作"'(ヲ】 図ゆ作"'(タ〉 田中作"'(ヲ} 因。作次(9' 園ゆ作次(9'
代表取踊世社長 大公一郎〈大}大公-811(大} 大公-I!II(;I<:， 大公I!II(;I<:， ;1<:公一郎{大} 大公一郎〈大} 大公一郎〈大} 大公-I!II(大} 代表取輔世社長 大公-111¥(大) 大公一郎〈大] 大公一郎〈大} 大公-I!II(大) 大公-I!II(文} 大公-I!II(大)
...岨量副担畢【重量本陣轟}録音E.l男{ダ)11吉巳怠到(ダ)1Il!iE.l閤{ダ}量百E.l男(ダ]軍吉E.1il国〈ダ)軍吉E.l男{ダ)蟻盲E.l男(ダ}11吉E.1l買(ダ}崎..帽R風呂畳，.. 克也量;11'次N:美(1f) 鈴木車夫(富} 鈴木茂夫〈冨} 鈴木11!夫〈冨} 鈴木茸尖〈置) 鈴木車夫{富)
専務取輔役 右倉寛徳(禽〉 石倉克鎗(禽) 石倉克鎗(倉) 石禽克鎗(倉] 右倉克街(倉} 代表取輔世副社長 .8JP •• II(NM' 
専務取碕役 I'/fltil件J 工婦彊祐(ネ} 工摘要鎗(ネ〉 工臓要循{ネ} 工蔵璽鎗{ネ} 工蕗曹鎗(ネ) ヱ満里銘〈ネ) 工蕗亜祐(ネ) 刊冒.岨置劃桂".量車盤畏1撞吉E.1l!J!(ダ) 担宮E.l田{ダ) 櫨i!iE.ll!(ダ} 恒吉E.l男(ダ) 置吉E.l揖〈ダ] 置吉巴量買(タ)
卑璃岡崎位{嘗謀本陣星} 禍本旭町(ダ) 橋本舗問〈ダ) 橋本$司(ダ} 代置町帽畳』同社量:臨調寛也畢1 高1111一(N高} 直視費-(Na， 高禍'一(N高}
寝食桟取鎗役(1偉業Sjl，I6:1:JlIJ]f:列 稲本$司《ダ} 嶋本舗司{ダ) 橋本鍾司{ダ) 線本$司{ダ〉 耳陣取蹄往t国軍支祉畏1JifI1Jf.次世J 問S勇次〈タ) 問視11次【タ) 同SII'"【タ) 岡修勇"'(判 同1I!1I"'(タ}
世思取樋憧{寓8..陪軍畳〉 出口寵ー〈ダ) 出口随一{ダ} 出口細ー〈ダ) 出口組 (ダ〉 出口飽ー{ダ} 専務取碕位{営軍部長】 11'惇盟問{ダ〉 嶋本旭町{ダ〉 橋本$司(ダ) 綱本$司(ダ〉 綱本銀司(ダ} 格志鍾司tダ〉
調~8取脇役(11<8."" 太図敏$(丸〉 :i:図敏怨{丸〉 京図敏箪(丸} 文図敏鍾{丸〉 :i:図儀鐙{丸) 卑棒E踊12'舵積率留墨1工高要翁{ネ〉 工11畏縮(ネ〉 工扇I!鎗{ネ) 工踊ヨ聖徳(ネ〉 エ扇重鎗(ネ〉 工畠裏鎗{ネ〉
lItOl取崎!It(研修宣長)経下五郎〈ダ} 岨下lil!ll(ダ} 唖下五郎〈ダ) 臣下五I!II(ダ} 塩下五節(ダ) 援下五郎〈ダ] 経下五郎〈ダ) 甑下lil!il(ダ) ーー田.菅直且...量T8.": 後麗厳明{丸} 住a・2明〈丸}
軍属取揖置(札慎重富轟)泡図砲(大} 池図I!(大} ，芭図I!(;I<:， 迫園陸〈大) 連図主主(文) 泡図I!(大} 迫図I!(大} 通園I!(犬〉 耳扇陸揖宮(属現支社長1 1f/llJlJ-(N1f，ノ
常B"植位CJ\~盟主広墨F HJ!作'Jg(，恭J "ll竹男(ネ〉 野里竹男〈ネ} 野里竹男〈ネ) 野里竹男〈ネ〕 野里令守男{ネ} 野里竹男(本} 常語町碕位(研修室畏)緩下室館(ダ)
電ーーーー:....5.111.・畠 佐藤敏明(丸} 信厳敏明{丸) 自主扇敏明{丸) 後属敏明{丸) 宮島E揖侵{礼噴支直長}池図邑(大}
取揖世{財拷叡甚) 童話発願ニ(大} E話発願ニ 宜圃睡E霊園且..量I"SB"佐直値明(丸} 住轟敏明{丸)
町踊&，随奮闘究室長}佐蔵敏明{丸〉 健扇蛾明{丸〉 住属値明{丸j 佐碕敏明(丸} 官官極量蹄H:aa副本包轟7<PI!lU I/!J(:酎 中川彫之助(タ〉
-皿.冒・・・・......・・宜量 2宣銅信.(大) Z東宮事情.(大} lIOI偲.(大} 還賓錫f冨ヨ彦〈ヨミ} 選定銀信宰{大} lIOI僧$(文} き量1"1・(大} II舗信.(大} 軍司町四世130副車圃轟j 'I'/B{'T-/l6丘町 事図書-I!II(タ}
取舗俊〈鯉川主唐長)町屋繍衡〈丸} 町置繍続{丸) 町1111衡〈丸} 町E繍術{丸} 町1111'厳〈丸) 町厘繍衡〈丸} 町皿綱相崎〈丸} 町厘繍衡(丸} 軍曹司碕置(IUI冨霊園長? 1fllil美仰'1f) 高得量E夫(N高) 高11温三食(N)臨} 斎橋通条例高}
取措置【鋼諸王底畏)菅原誌[大) 官車邑(;1<:， 菅原邑【大) 菅原睦(大) 菅原睦(文) 菅田昌(大) 菅圃I!(大} "'廃車碑世{石狩支底畏] 置儀信$(大) 置錦倍率〈大} 重傷慣宰(大} 置留置拳{文}
取鎗恒(面館宣車畳)!;ll'i隆之(丸) 阜緩健之{丸) 阜l'ilt之(九) 早坂降之{丸) 早坂隆之{丸} 厚板lIt之(丸} 早板隆之(丸) 常，.. ，碕往{札慢支庖長] 町置繍1Ii(丸} 町厘繍術(丸〉 町E繍衡〈丸} 町屋繍衡{丸)
取鎗役{人事告事長} 草 16(;j:) o 11'大) o 11(大) o !J(大) .種目崎西"圃越書量島長3 崎臨明(ダ) 崎昌明{ダ} 嶋自明(ダ}
取締役(鋸雀開鍵宜長} NIBiltJe(，的 IIJlIt世(八湖主庖墨)11字 Jf(l1) !l寧界(タ)
取8・役〈仙台宜唐墨〉 岬S 岬出J 駐崎C!t(ベット事，.部長)指1116，イタJ 組川'事情}
常勤監査役 2持労周三(大〉 S括採頭ニ(大〉 事訴弁頗ニ(文〉 続弁頗ニ(犬〉 阪9守順ニ{大) S貨鈴順ニ{大) ..鎗俊{石持主唐墨)理重傷借家{大〉 連偲(1$(大〉
常勘監査陸 小体功{事} 1)1*毛幼{事} 小綿功'$' 小緯功{司書} '1、縛幼(拳) '1、将功{寧) ..踊世{旭川主底轟}町lI!lI衡(丸〉 町里織衛{丸}
:f:1l監査世 1t，，，，Jg(ダノ 住属$閏(ダ} ..錨在〈人事告書長) o 1 (大] o 1 (大) o 1 (大}
監監査査世役
右圏構E困) 石田岡{困} 石田博{困) 石田悟【固} 石田情【困}
石11'図<6，燭支{r闘S〉J 石田柵(回〉 |鈴田木置町夫{図冨}} ...位【経書開発室長)士事国政先{ダ) 何回政光(ダ} 却回盈先(ダ) 岬図書室光〈ダ} 揮国政光〈ゲ} 埠回融先(ダ}鈴木理夫{富) 1鱒世〈仙台主庖畳}‘箇甥(ダ} 崎昌明{ダ) -・且明{ダ)
費量碕控{仙台支J6Jl， RII/ISII (1/) 前川昭典{ダ} 前川昭典(ダ}
常勤監釜役 11M IfイIf) 繭首級{事〉 路盤槌t富〉 蒔笛櫨{富〉 蕗箇峰{奮〉 蕗首腿(富》
常勤E査世 3< N:芹~(?) 久保秀夫{タ〉 久保秀夫(タ) 久保書夫[タ〉 久寵需夫(タ} 久保秀夫{伺
常勤監査世 佐a轟-m撃4・開E{aダr}eJ a佐za，as幸小田百{合ダ{}舗】 [崎高繍傘"‘男百〈合ダ{}伺》 |高得小百合(.， ，.稲，、百合(.，監査役 高編小首会〈鋼)
(注1)氏名右横に示した( ，向は次のように入社した会社名をさす.ダイカ輔虚立多組の7企業では(大，=図十全宜〈免)丸文 (:6，=石倉;:r..(図，=石図商広(拳，=大事商庖などでありダイカ胡虚宜以降では{ダ)ダイカ{ネ}ネタツ興簡〈あるいは前身の工鹿目節商庖→
ネタツ興高1.(冨，=富士商会(~，タナカ{あるいは前身の図中級庖あるいlまさらにその前身の図中米ニ蘭届『タナカ>. (N高，=(高禍間信ーエヌフォー).{N揖，=(揖録商庖『エヌフォー}はどである.(伺1客観人.務所所属である.
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な8吉，高編小百合監査世I~，高縁遠lf・務所所血で醐タナカの監査役を忌めていた.また65期に副社長に蹴〈名児811蝿館入祉前和久弁陶庖に入っている.
世2'嗣骨イタリック剛氏名は鶴田示す. 青島
{理由56l1liの出口翁畿の但当名祢はヨ医務=*，IIIAに:i:困常務のそれは11/8本舗皇に主主毎週虫館世のそれは富豪管理鶴畳に定わっている.
〈位珪吋一劃…玄措糊総鵬務本柑鶴但幽叫山詣枇叩と凶怠り一の…一叫一に太畑図常時務…踊…本柑s…れ柑伽町戻恥町つ刊て…止健師扇取醐"……取醐揖…一り 帥…取醐踊酎叫…噛升加~一ツ山一J斗ヨ…柑…愈醐笛E鵬…右間図醐働惜悶…監自m董酷卸役
〈注4剖'57矧の出ロ，常依積の担当名称は'賓R概ヨ本伝創e侵島，援豊R財方務‘邸11畏県に 3太k図，常R務のそ札tは率s総怠務3本伝e錫5畏，憲E人.駆節墨に変わっている.
北君事通花王販売圃取碕世相阻俊憲務~t，j.っている.
{珪6).60槻の工蹟専務は11/8本邸墨.健施常務1ま実務本舗皇鍍財務官S畏となっている.
{珪町議64織の町星取碕世1ま札銀支康長と与っている.
{草8，第65聞の闘・8歯車交輯世lま関鎗宜寮御霊福本噂聞は北海辺王位"'.北東2嘗.書事長となっている.
{達制第66閉の高織常務は衡潟宮東銀皇室長長岡主庖昼と匂っている.
〈出典}ダイヵl*式会社『第21矧鰻告書』問11156糊-M59則11f察側告書』同11<601lll-!事68矧賓偏a勢線告.J
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東京市浅草区東三筋町(後の台東区三筋1・2丁目あたり)で創業した。 1966(昭和41)年
に株式会社田中紙庖に改組し同社社長となった田中作次(旧姓阿部作次，新潟県栃尾市出身，
1954年6月入社，翌1955年10月田中米二の養子となる)のリーダシップにより 1983年には
売上100億円を超え，家庭紙卸業界のトッフ。へと躍進した。この間の1975年9月，創立50周
年を機会に，株式会社タナカに社名を変更している (61)。合併直前の時点で.年商約460億円，
純資産55億4.537万円(簿価上従業員数約400名 15の支店の支庖を有していた制。
ダイカとの関係については，まず1996年12月に，タナカの田中作次社長から，ダイカの大
公一郎社長へ申し入れがあったという。田中は，変化の激しい経営環境のなかで「お客さまの
繁栄のためにより必要な存在になること，この一念で大社長に合併を申し入れた」という。こ
うした経営理念のほかに，大社長と企業の経営体質の良さにも好感をもっていたようである。
さらに「ダイカの商圏は福島まで降りてきて」いたが「タナカは福島以北はなくて神奈川からJ
なので，商圏を広域化するうえで「こんなチャンスはない，一緒になれたら最高と思」ったと
いう。大社長も. I企業は社会のもの，お得意先様に役だ、ってこそ存在理由がある，そのため
にタナカという会社がなくなってもかまわないと 常に社員に言っている」ということを聞い
て，社会奉仕というダイカの創業時代からの経営理念と一致していたこと. またダイカの商圏
として広がった「東北も軌道に乗ってきたものの充分な体制ではな」く. I商圏の拡大という
規模の経済性も有効で」あり，その充実をはかるため.自社の経営陣ともよく話し合ったうえ
で合併を決断したという。他方 富士商会については，ダイカの大公一郎社長から，前述のよ
うにダイカとも業務や経営面で協力を進めていた富士商会の鈴木茂夫社長に合併話を持ち掛け
たという。富士商会でも.鈴木茂夫社長が「卸としてのあるべき将来像を開j 共感」し.鈴
木節夫会長もタイミングもよいと賛同したという制。
1997年12月2日に合併を発表し同年12月29日には合併契約を締結した。そして翌1998
年2月9日の臨時株主総会の承認を得て.同年4月l日をもって存続会社のダイカ株式会社に
株式会社タナカと株式会社富士商会の資産と従業員を継承し，タナカと富士商会両社は解散し
た(臼)。これを機に，旧タナカ(埼玉県八潮市)を関東支社として，組織化するとともに(65¥
仙台に東北支社を設置し，旧富士商会社屋を秋田支庖(秋田市卸町3丁目 198)として制'札
幌本社と 2支社の体制となった。それまで秋田には旧ネタツ興商の秋田拠点を継承したダイカ
の秋田営業所(秋田市山王1丁目 4-1)があったが，物流は青森で、行っており，従業員も 3
人くらいと小規模なのものであった (67)。この秋田支庖設置により，秋田地区の物流の充実が
はかられることとなった。また関東支屈では.旧タナカの取扱商品であった家庭紙とペットフー
ド以外の化粧品や日用雑貨などの商品を関東圏で拡充することが，当面の課題となった刷。
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(5)秋田支底の新設とつくば物流センターの開設
2社合併後も，機能強化のため施設・設備更新の投資は積極的に進められた。まず，旧富士
商会社屋を利用していた秋田支屈は，ほどなく狭隆となることが予測された。そこで，秋田西
部工業団地(秋田市新屋烏町1-137)に移転することとし，ちょうど合併期日の1998年4
月1日より新社屋の建築に着工し，同年8月に竣工して移転した。前述のDARWINはじめ，
高層自動倉庫 (2200パレット).DREAM.アッテルなど，その時点での最新の物流機器が導
入され.秋田商圏の拡充に貢献することとなった制。
また関東圏での日用雑貨・化粧品のフルライン供給体制の要として 茨城県土浦市のテクノ
ノfー ク土浦工業団地内(土浦市紫ヶ丘5番地2)の6.540坪の土地を求め.1999年7月25日
につくば物流センターの建設に着工した。 2層の建物の総床面積は4.30坪，高さ25メート
ルの物流倉庫の収容能力は7，700パレットで. 1時間に300パレットの速さで処理できる能力
を備えていた。方面別相仕分けソーターは 1分岐となっていて l時間に400ケースの処理
が可能であった。また.DREAM50台とアッテル5台も導入された (70)。
ダイカの代表取締役会長に就任した田中作次は 関東圏での経営者としての経験を基礎に，
このつくば物流センターの機能を「一つは，関東支社全!苫分のピースピッキングの集約と支庖
への移送。二つ目は，近郊エリアの直接物流(お得意先様への直接納品)。三つ目は，お得意
先様への配送センターへの納品業務」の3つに整理している。さらに.つくば物流センターで
は「機械設備と最新テクノロジーを活用するため，関東支社の情報システム部も同センターに
移動し運営にあたる」とした。そして.取扱い商品が広がった「関東地域においてもj今後は
「新製品の情報提供，販売促進企画の積極提案，庖舗への定期的訪問，カテゴリー別売場提案，
庖頭陳列・売場作りなどの活動に力を注ぐ」と抱負を述べている。商品範囲が拡大したことに
ともない，インストア・マーチャンダイジングへの注力がより必要であるとの判断であったの
だろう。そして，つくば物流センターでは，旧タナカのネットワークを通して.1999年4月
より段階的に業務を開始し，同年7月には東松山庖への移送を開始するにいたった (7¥)。
(6)投資額と組織
これまでの営業拠点の拡充とそれと併行した情報・物流システムの更新により，設備投資額は
大きなものとなった。表-2に示される東北地域での設投資額は，累計で45億1.448万円に達し
た。このうち，上述の秋田支店や東北支社および仙台支庖は9億円を超える投資額となっている。
表-3に示される関東地区での投資額をみると，やはりつくば物流センターの投資額が29
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(金額単位:千円)
事業所名 所在地 従業員数 土地 建物 構築物 車具輔(金・運額搬) 什器・備品 投下資本合計面積(m) 金額 面積(m) 金額 (金額) (金額)
青森支庖 青森県青森市 29 10，036 367，314 2，889 198，447 40，888 6，007 22，146 634，803 
八戸支庖 青森県八戸市 48 7，272 239，563 5，594 271，120 7，593 9，073 27，220 554，571 
秋田支庖 秋田県秋田市 49 10，000 271，692 6，655 567，420 18，367 9，095 129，401 995，978 
東北支社及び仙台支庖 宮城県黒川市大衝村 51 21，040 348，500 6，977 517，429 28，267 8，593 64，005 966，796 
山形支后 山形県天童市 34 8，446 387，316 4，322 268，485 5，938 7，511 21，744 690，996 
福島支庖 福島県田村岡郡市船引町 36 23，333 346，477 4，265 277，242 13，861 10，832 16β01 665，216 
盛岡営業所 岩手県盛 1 4，197 1，915 6，112 
東北計 258 80，128 1，960，865 30.704 2，100，146 114，916 55，310 283，235 4，514，475 
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東北地域における投資額 (1999年7月31日現在)表一2
(注2)業務内容については，盛岡営業所のみ「販売業務」であり，それ以外は「管理及び販売業務」である。
(出典)ダイカ株式会社『第64期有価証券報告書』。
(金額単位:千円)
事業所名 所在地 従業員数 土i也 建物 構築物 車縞・運搬 什器・備品 役下資本合計面積(m) 金額 面積(m) 金額 (金額) 貝(金額) (金額)
関東支社及び八潮支庖 埼玉県八潮市 77 3，954 242，488 5，414 238，139 13，396 17，652 118，080 629，758 
柏支后 千葉県柏市 42 1，650 108，212 1，159 22，561 1，506 19，153 2，970 154，404 
大宮支庖 笥玉県大宮庖 26 2，640 77，021 1，685 61，385 823 1，568 5，288 156，085 
千葉庖 千葉県千葉市稲毛区 30 4，041 296，635 1，471 38，579 2，252 12，075 6，443 355，986 
多摩庖 東京都武蔵村山市 22 2，648 269，958 1，266 20，383 1，509 9，570 3，872 305，293 
横浜后 神奈川県横浜市金沢区 23 1，365 78，408 1，606 95，318 1，165 6，668 9，131 190，693 
和光庖 埼玉県和光市 27 24，993 903 10，363 2，881 ぬ!~~I相模原信 神奈川県相模原市 22 3，684 867 8，262 7，727 20，542 
水戸底 茨城県茨城郡岩間町 1 4，954 132，460 2，281 7，719 14，583 4，408 6，820 235，992 
宇都宮庖 茨城県河内郡上河内町 25 3，617 90，866 1，544 68，415 4，235 12，097 4，600 180，215 
前橋庖 群馬県新回都薮塚本町 21 3，480 411 6，352 1，919 22，164 
川崎庖 神奈川県川崎市高津区 22 9，861 1，362 7，529 2，269 21，023 
木更津信 千葉県木更津市 1 1，724 1，020 2，263 2，794 7，803 
海老名庖 神奈川県綾瀬市 24 9，928 792 10，240 13，894 34，856 
東松山庖 埼玉県比企郡川島町 18 711 6，772 7，069 14，553 
つくば物流センター 茨城県土浦市 47 21，590 935，351 14目624 1，295，667 49，135 30，306 617，23 2，928，184 
関東計 448 46，461 2，231，403 31，055 1.971，845 94，679 175，284 823，489 5，296，701 
(注1)関東支社及び八潮支庖には表示以外に賃借の土地(903m)と建物(499m)，柏3后にも同線1=賃借の土地(l，881m)と建物(528m)がある。
関東地域における投資額 (1999年7月31日現在)表-3
hコw 
(注2)和光庖は土地(2，851 m)と建物(l，102m)，相模原后は土地(1，940m)と建物(l，148m)，前橋庖は土地(3，868m)と建物(1，283m)，川崎庖は
土地(2，167m)と建物(1，073m)，木更津庖l土土地(3，754m)と建物(l，012m)，海老名庖は土地(4，790m)と建物(2，215m)，東絵山底は
土地(3，735m)と建物(1，969m)がそれぞれあるが，これらはいずれも賃借である。
(注3)業務内容については，関東支社及び八潮支庖のみ「関東地区統括及び販売業務」であり，それ以外は「管理及び販売業務」である。
(出典)ダイカ株式会社『第64期有価証券報告書』。
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億2.818万円で，関東地域での総投資額52億9.670万円の55%余りを占めている。また.表-
2と表-3の土地の部分に注目すると 東北地域での 1m当り平均土地投資額 0.960.865千円
.;-80.128凶)は約2万4.500円であるのに対し，関東地域のそれ (2.231.403千円..;-46.461 rl) 
は.約4万8.000円と倍近くになる。さらに，表-4によって.北海道地域をみると，投資時
期の違いもあるので，単純比較には限界があるものの，北海道地域の 1rl当り平均土地投資額
(720.698千円..;-58.651ぱ)は約1万2.900円であり，東北地域のほほ半額である。総投資額をみ
ると.北海道地域が21億6.294万円.東北地域が45億 1.447万5.∞0円，関東地域が52億.9.670
万1.000円である。したがって，北海道から東北そして関東へと広域化戦略を実施するに際し
て，次第に土地価格の倍増する地域へより多くの投資を積極・果敢に行ったことが理解される。
なお，これらの他に表ー5に示すように，社宅・独身寮の整備や関係会社への投資もあった(72)。
一方，営業拠点の統廃合も実施した。北海道地域では.1998 (平成 10)年8月l日をもっ
て小樽支庖を閉鎖し，札幌支庖に吸収した。また室蘭支庖も翌1999年6月20日をもって閉鎖し，
苫小牧支庖に吸収した。東北地区では，上述の秋田支庖の新社屋への移転にともない. 1988 
年8月24日をもって従来の大館営業所を秋田支庖に吸収した (73)。これらにより.1999年7
月末時点でのダイカの組織図は，図-1に示されるようなかたちとなった。
3.創立30周年の経営方針と新潟県への進出戦略
(1) 30周年の経営方針
田中と富士商会との合併4カ月後の 1999年8月1日，ダイカ株式会社が成立してから 30周
年を迎えた。この時期，前述のように 外資流通大手企業の日本進出や囲内の外資系メーカー
や日本のメーカー，さらには国内大手小売勢力などによる卸経路排除の動きが活発となってい
た。大公一郎社長は，第21期の経営目標で掲げた「新流通時代」をさらに広くかっ具体的に
捉えて.第31期(1999年8月-2000年7月)には「新時代を生きる一流通グローパル化の中で，
今こそ却の真価を発揮しよう -Jという経営目標を示した (74)。
大社長は.1999年9月4日-5日にかけてロイトン札幌で聞かれた創立30周年全社員大会
の場で.r創業の 10年」に続く 10年間を「守成の 10年J.それに続く 10年を「脱皮の 10年」
と位置付け，商圏が北海道・東北・関東へと東日本全体に広がり地域卸から広域卸へと蝉脱を
遂げたと振りかえった。そのうえで，これからの 10年を「変革の 10年Jと呼ぴ.r全国却ナショ
ナルホールセラーを目指すことになると思う。東日本の卸商社にいつまでもとどまっているわ
けにはいかない。私達の業界は2-3の全国卸といくつかの地方卸の2種類に分化し，集約化
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(金額単位千円)
事業所名 所在地 従業員数 土地 建物 構(金築額物) 
車鞠・運搬 什器・備品 投下合計資本
面積(m) 金額 面積(m) 金額 具(金額) (金額)
本社 札幌市市東区 83 1，159 39，009 3，731 65，212 2，631 7，071 54，177 168，102 
函館支庖 函館 39 2，843 17，463 3.115 53.129 1，373 5，039 5.123 82.130 
苫小牧支庖 苫小牧市 40 6，612 55，770 3，581 105，193 9，206 5，789 13，523 189，483 
札幌支庖 札幌市白石区 72 6，600 49，312 4.769 92，878 4，469 9，839 15，934 172，435 
宥狩支庖 石狩市 67 10，000 132，470 7，583 349，893 4，620 9，399 28，736 525，120 
岩見沢支庖 岩見沢市 29 6，611 79，841 2，663 81，915 2，064 4，349 1，931 180，102 
旭川支庖 旭川市 49 14，774 221，555 6，762 221，406 9，822 10，285 16，484 479，555 
帯広支庖 帯広市 34 2，694 21，355 3，858 112，789 1，053 5，717 15，646 156，561 
北見支庖 北見E替市 29 3，505 38，097 2，612 42，861 111 6，054 4，706 91，832 釧路支庖 劃1 36 3，851 65，82~ 2，261 43，502 505 3，775 4，007 117，616 
北海道計 478 58，651 720，69j! 40，939 1，168，783 35，861 67，322 170，274 2， 162，~40 
(注1)本社の建物(3，731m)には.関係会社の稼式会社ファッションタイカへの賃信建物 (2， 289m)が含まれている。
北海道地域における投資額 (1999年7月31日現在)表-4
(注2)業務肉容については.本社のみ『全社業務業務』であり.それ以外は「管理及び販売業務」である。
(出典)ダイカ株式会社『第64期有価証券報告書』。
その他の投資額 (1999年7月31日現在)表-5
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ダイカの組織図 (1999年7月末現在)
?????
???
????
図-1
(出典)ダイカ株式会社『第64期有価証券報告書~13頁より転載。
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はそういった形に落ちつくまでまだまだ続くと思われる」と抱負と業界展望を述べた (751。
さらに，大社長は，外資系メーカーの代理脂排除と外資大手小売の圧力のなかで.r卸機能
を最も安く効率的に果たす」ための「コスト競争で，小売庖やメーカー，異業種卸，倉庫会社，
運送会社に負けたら当社の将来はない。しかし この卸機能は販売・仕入・在庫・配送・情報
伝達といった複数の機能が組み合わさって出来ており，そこにーヶ所で複数の機能を同時に並
行して行う卸商社の強みがあ」り，それによって「複合化の経済性が働き， トータルコストを
引き下げる効果が生じる」と述べている。これは，機能面での高度化と合理的組み合わせによ
る経済性の発揮によって，競争優位を確保すべきとの方針といえよう。そして，従来からのコ
ンピューターと物流を融合したC&L戦略をさらに継続的に展開させるうえで.rサークル活
動などを通じ皆さんの現場の知恵を結集しておおいにローコスト経営を実現して頂きたい」と
従業員に呼びかけている (761。
この経営方針を受けて，振吉巳歳男副社長兼営業本部長によって示された第31期~第35期
の営業本部長方針は.r 1価値ある仕事をローコストで貢献する E ダイカ機能ブランドを
発揮する.m小集団サークル活動を継続するJ(71という内容であった。
従来にもまして， C &L戦略の遂行や，営業の現場での創意・工夫の継続的発揮を促すメッ
セージであったといえる。
(2)営業拠点の統合と機能強化
ダイカでは，経営目標に示された「卸の真価を発揮する」ため，内部組織の再編，管理体
制の強化およびシステムの統ーを進めた。コンビューター・システムでは.とくに当時の西暦
2000年問題に対応したDARWIN2000への移行と各事業所への導入が急がれることとなった(78i。
これと並行して，営業拠点の統合も進められた。 2000年3月6日には，和光庖と多摩庖を
統合して，所沢支庖(埼玉県入間郡三芳町大字北永井字宮前120の三八五流通センター内)を
開設した (791。同年5月26日には前橋庖と宇都宮庖を統合して佐野支庖(栃木県佐野市富岡町
字富岡 1347番地)を設置し(副))同年7月24日には千葉j苫と木更津屈を統合して千葉支脂(千
葉県八街市山田字宮野原735番地)を開設した(日))。
さらに既存拠点の能力向上と機能付加もはかられた。 1999年2月8日には，古-森支!古(青
森市三内字丸山381)の倉庫とプラットフォームの増築工事が完了した。これによりウイング
車での荷受けが可能となり，入荷口と出荷口を分けたことでケース物ピッキングも午前rtlより
可能となった。また，パラ物とケース物の倉庫拡張によりパラ物の補充回数が大幅に減少する
とともに，ケース物の在庫管理が容易になるなど，さまざまな而で業務効率が向上した(則。
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2000年6月20日には，仙台支庖の3.000坪の増築工事も完了し，総床面積5.400坪を有す
るダイカ最大の営業拠点となった。前述の DREAM40台やアッテル 16台はもとより.さまざ
まな物流機能を装備しつくば物流センターにも劣らないレベルとなった。この物流設備の一
部は，宮城日用品センターとして.他社の一括物流センターの役割を果たすこととなり.同年
8月l日より.一部稼働した制。
この一括物流方式は，そもそもはダイカの主要得意先であったイトーヨーカ堂から話しが持
ち込まれたもので.各卸庖が個々に各庖に納品していたものをこのセンターに集めて.一括し
て各々の屈に配送するシステムである。イトーヨーカ堂とヨークベニマルが，このシステムの
対象となった。この両社への他の卸業者の商流上の帳合品もダイカの物流システムを通じて出
庫して納品し，後で売上を帳合先同業者に振り替えるという「業界初のコンパイン方式の導入」
であった(制)。
小売庖側にとっては検品・収納業務の省力化，納品側には配送コストの低減という双方のメ
リットがある。しかしながら，この一括物流システムは.メーカーや小売業が自社のシステム
を構築することも可能であるし 倉庫業・運送業の組み合わせによっても可能である。無論.
他の卸業者が実行することも可能で、ある(お)。この意味において，ダイカとしては，これまで
大公一郎社長が経営方針で示してきた「垂直的な機能コスト競争」のなかでの「卸の真価Jが
問われるべき新しい試みであったといえよう。
(3)ファッション・ダイカの東北進出と庖技研クラブの発足
仙台では.2000年4月に関係会社のファション・ダイカの仙台営業所(仙台市泉区明通4
丁目 5-3)が設けられ，展示室も開いて.東北地域での営業を始動させた(別)。これにより
装粧品の販売事業も東日本エリアに拡充されることとなった。
同年5月9日には.r小売庖の棚割及ぴ企画を通じて.消費者に支持される庖頭を研究し提
案することを」目的に，庖技研クラブが発足した。このクラブは会員制で，日用雑貨・化粧品
メーカーおよび却企業の各会員が年会費を支出し共同運営するもので，発足当初のメンバーは，
メーカー64社，卸企業4社，ヘリオス 0986年1月に大公一郎が中心のl人となって設立
された地域VAN企業) (87)の計69社であった。札幌の卸センター(札幌市東区北6条東3丁
目1番地) 3号館2階に3つのオペレーション・ルームが割かれ，棚割ソフトがインストール
されたパソコンをはじめ，大型画面の22インチディスプレー，カラーレーザープリンタなど
が配置された。これらは.LANによって接続され，別室のサポートルームでメンテナンスとデー
タベースの管理が行われた。
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ダイカではすでに 1987(昭和62)年8月に庖頭技術研究所を設けて，外部企業との情報交
換によりインストア・マーチャンダイジングに関する実際的な検討を積み重ねており，そこ
で集積された画像データが庖技研クラブに提供された。発足から 3カ月間で¥延べ154企業.
711名が庖技研クラブを活用し，その内訳は棚割6割，会議4割であった制。翌2001年2月
1日には，東北庖技研クラブがファッションダイカ仙台営業所内に発足した。札幌とほぼ同様
のスペースと装備で，メーカー 59社，同業却企業 12杜.計71社の会員でスタートした (89)。
(4)エヌフォーの合併と新たな経営目標
2000年3月13日，大公一郎社長は.東京証券取引所で前述の株式会社エヌフォーを同年8
月1日をもって合併することをプレス発表した。合併の目的は.r東北6県と隣接する新潟県
に営業活動を拡げる」ことであり，岡県全域を商圏とする株式会社エヌフォー(新潟県長岡市，
資本金2億円，代表取締役社長名児耶徳雄)との合併という方法が戦略的に選択されたのであ
る。同年4月13日に合併契約を締結しダイカでは同年5月31日 エヌフォーでは同年5
月29日の臨時株主総会でそれぞれ承認された。合併では ダイカ株式会社が存続会社となり.
株式会社エヌフォーは解散した側。
エヌフォーは前述のように.1991年10月に新潟県の卸企業4社の合併によって成立した企
業である。長岡市の郊外に本社と物流センターを有し長岡・新潟・上越の3支庖を置いてダ
イエーやイトーヨーカ堂などの大型庖の他.スーパー，ホームセンター， ドラッグストアなど
幅広い取引先をもち，年商 141億円.従業員 150名の新潟県で最大規模の卸企業であった (91)。
エヌフォーの名児耶社長から親交のあったダイカの振吉副社長に相談があり，それを受けてダ
イカの大社長が話を進めたという (92)。
このエヌフォーとの合併により，ダイカは名実ともに「東日本」全域を商圏とする広域却企
業となり.2000年8月1日に始まる第32期の経営目標も「再構築して新世紀一理念共有，シ
ステム統一"東日本のダイカ"の信頼を勝ち取ろう -Jとされた側。
営業組織面では，この合併をふまえて同年6月l日より，本社営業部の組織を北海道・東北
を担当する北東営業部と関東・新潟を担当する関越営業部とに分けた(例)。
(5)全社的なシステムの統合
一般に企業統合でその実を上げるうえで注意しなければならないのは.経営理念や経営目標
の共有による従業員の意欲の向上.そしてシステム統合である。
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富士商会とタナカとの合併では，旧富士商会のエリアはすでにダイカの自社開発の
DARWINを導入していたので大きな問題はなかった刷。しかし 旧タナカの営業拠点の関
東支社では.NT (New Technology)システムと呼ばれる委託開発のシステムで仕事をして
いたため，商品コードに統一性がなく.利益管理の手法も異なるため不都合が生じていた。本
来ならば早期の切り替えがなされるべきであったが折りからの2000年問題で本社情報シス
テム部は新しいシステムの開発に努力を注がなければならず，関東支社の問題解決にまで手が
回らなかった。
そこで，関東支社情報システム部では.NTシステムを手直しして，つくば物流センターの建
設にあわせて，支社なりの独自ソフトを開発を進めたが，最初の設計が充分なものではなく採用
した基本ソフトも特殊なもので、あったため不完全なものしかできなかった。そこで、.本社情報シ
ステム部も応援に乗り出して応急措置を施し つくば物流センターからの「移送システム」をス
タートさせた。これは，得意先からの受注を商品によりつくば物流センターでピッキングし翌朝
各支庖に届けて，支屈でピッキングされた商品と合体させて配送するというシステムであった。
その後.DARWIN2000i (integrate)の開発によって2000年問題を乗り切った本社情
報システム部では.2000年10月16日につくば物流センター，水戸支庖，関越営業部で
DARWIN2000iを始動させた。同年 1月には佐野支庖，所沢支庖，海老名支庖，東松山支庖
でスタートし.2001年1月には八潮支庖，柏支庖，大宮支庖へ順次導入され，同年l月15日
をもって関東支社全体が北海道・東北と同じシステムに統ーされることとなった。
2000年8月1日に合併した旧エヌフォーすなわちダイカ新潟支社では，本社情報システム
部と関越営業部の打合せを重ね，最小限の新潟パージョンの開発を決定した。その後，説明会
や研修などの準備を経て.2002年4月15日にDARWIN2000iの導入を完了した酬。
ちなみに，ダイカ合併以前からみると，新潟地区では，エヌフォーへの合併4社統合と業務
統ーを目的とした 1992年4月の効率的なピッキングと自動発注を可能とする単品在庫管理シ
ステムの導入，新潟物流センター稼働のために 1999年4月に導入したJAN検品による正確な
納品と相数検品を可能とするシステム に続く 3回目の新システムの導入となった。
こうしたシステムの更新と統合の過程で，早くから全道という広範囲の営業拠点をカバーする
システムを構築していたダイカの経験と蓄積が基礎となったことは注目しておいてよいであろう。
(6)設備投資額と地域別累積投資額
上述の営業拠点の拡充と機能強化および新システム開発と導入には，多大な投資を要した。
仙台支店での宮城日用品センターの設置と得意先一括物流センターには.12億4.90万円
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を投じた。また同じ時期の青森支庖の増築工事では l 億2.600万円を要した (97)。また
DARWIN2000iへの関東地区移植と新潟支社の同システムへの移行にともなうソフトウェア開
発で， まず4億8.500億円の投資が行われた (98)。その後.2002年4月の新潟支社への完全移
植までに，ソフト開発と新潟支社への業務統合プロジ、エクト分を含めて l億3.800万円の投資
が加えられた (99)。
表-6は，表-5でみた 1999年7月以降2003年7月までの各地域の資産(帳簿価格)の推
移を示している。
これをみるとまず従業員数では 65期末以降本社人員が少しずつ減り. 1""間接部門Jのス
リム化を徐々に進行させていることがわかる。 68期末の大幅な人員減は，後述する持株会社
への人員移動と関係していると思われる。
土地については67期末までは大きな変化はない。 68期の北海道地区の土地増加は. 1""物流
拠点の見直しを行い，札幌支店の隣接地を取得しケース物倉庫を増築した」ためであり，この
設備投資額は「土地取得代金を含め2億 l千l百万円であ」った<1∞)。この新規投資は，同じ
68期の同地区の建物及び構築物の金額増に反映している。
拡張の一方で，不要資産の処理も実施した。 65期には，旧松浦住宅の土地 (2.640万円)を
1999年 11月に売却し旧小樽支庖の土地・建物 (6億8.564万円)も 2000年1月に売却して
いる。関東地域でも旧多摩庖の土地・建物 (29億1.851万円)を同年6月に売却している<101l。
これらのうち，旧松浦住宅の売却分は社宅・独身寮の64期から 65期の土地・建物・建物など
の減少に，多摩支庖の売却分も，同時期所沢支庖，佐野支庖，千葉支庖の設置にともなう増加
分を上回る減額として，関東地区の同じ時期の同様の減少に反映している。しかし，旧札幌支
庖の売却が，この表の北海道地区の減少に反映していない理由は不明で、ある。
66期には. 1""既存倉庫の改築や車輸運搬具の買い替え等中心に2億6千3百万円の投資を実
施J(有形固定資産受入ベースの数値)したが (!ω，建物・構築物，機械及び運搬具.その他(什
器・備品)は..67期も含めて全体的に減少傾向にあり，いくつかの棄却J. 減価償却，あるい
は減損処理 (2006年に制度化)が行われたものと推定される。
また 67期には支庖開設予定で確保していた土地資産の売却 (4億1.300万円)があり(1(川
また後述するように.2003年には，関東地区での沼津デポや神奈川物流センターの建設があ
る一方，側アドニスと岩見沢支庖の閉鎖とその販売エリアの札幌・旭川両支j苫への再編のよう
な縮小もあった。これらによる資産の変化も.68期の関東地域や北海道地域の数値の変化お
よび表-7に反映している。
32 一一経 営 論 集一一
表-6ダイカ各地区別観情極書価格の推移 (64期末 [199年7月31日)~68 期末 [2003 年7 月 31 日)現在) (金額単位:千円，調価)
地 区 名 臨時 土地 建物及び 機械装置
(2003年7月末の所在 時期 従業 従業 構築物 及び運搬
地あるい齢は、末事業所 員数 員数 面積(ni) 金額 (金額) 具(金額)
64潮来(1999年7月31日〕 83 1，159 39，009 67，843 7，071 
65期末(2000年7月31日] 120 8 1，159 39，009 70，243 5，783 
本社(札幌市東区) 66期末(2001年7月31日〕 114 4 1，59 39，009 66，121 7，006 
67期末(2002年7月31日] 107 7 1，159 39，009 62，952 5，401 
68期末(2003年7月31日〕 51 4 1，159 39，009 56，114 6，971 
64期末日999年7月31日〕 395 57.492 681，689 1，136，801 60，251 
北海道地区(札幌支庖目
65期末(2000年7月31日] 384 420 57.492 681，689 1，078，395 59.431 
他8支庖) 66潮来(2001年7月31日] 367 425 57，492 681，689 1，050，772 57目580
67期末(2002年7月31日] 350 396 57目492 681，689 997，162 53，788 
68期末(2003年7月31日〕 359 378 58，961 757，818 1，056，399 49，689 
64期末(1999年7月31日] 258 80，128 1，960，865 2，215，062 55，310 
東北地区(仙台支庖.他
65期末(2000年7月31日] 265 294 80，129 1，960，865 2，924，375 60，382 
5支底1営業所) 66期末(2001年7月31日] 271 354 80，129 1，960，865 2，723，641 52，675 
67期末【2002年7月31日〕 270 374 84，941 1，967，172 2，609，568 43.412 
68期末(2003年7月31日〕 262 382 84，941 1，967，172 2，442，504 36，532 
64期末(1999年7月31日〕 448 46，461 2，231.403 2，066，524 175，284 
関東地区(八潮支庖他 65期末(2000年7月31日〕 409 418 36，155 1，574，387 1，852，285 140，258 
4支庖7庖， 1物流セン 66期末(2001年7月31日] 424 482 31，306 1，483，007 1，653，607 104，149 
告-， 2デポ) 67期末(2002年7月31日] 422 497 31，306 1，483，007 1，587，097 84，346 
68期末(2003年7月31日〕 437 580 61目306 3，572.578 1，488，497 75，640 
64期末(1999年7月31日]
新潟地区(長岡支庖，他
65期末(2000年7月31自〕
2支庖1物流センヲー) 66期末(2001年7月31日] 108 57 18，281 451，626 819，060 14，292 
67期末(2002年7月31日] 901 63 18，281 451，625 791，857 12.434 
68期末【2003年7月31日] 931 74 18，281 451，626 755，125 9，169 
64期末(1999年7月31日〕 3，334 57，996 89，113 
社宅・独身寮(北海道j工
65期末(2000年7月31日〕 3，136 55，356 82，079 
別市他)
66期末(2001年7月31日] 3，030 14，276 76，687 
67期末(2002年7月31日〕 3，030 14，276 73，420 
68期末(2003年7月31日〕 2，202 9守593 65，323 
64期末(1999年7月31日] 75.483 1，492，655 585.754 
その他・賃貸等(北海道
65期末(2000年7月31日〕 81，340 1，833，982 630，75 
石狩市他) 66期末(2001年7月31日〕 85，780 1，965.792 663，953 
67期末(2002年7月31日] 69，189 1，469，891 625，880 
68期末(2003年7月31日] 65，209 1，173，256 546，555 
.~.、 d -・.，-，-ー 阜ー』・ a ‘" 
(注2)rその他Jは什器・備品であり，建設仮勘定が含まれている。
(注3)新潟地区67期末の「土地Jの金額は前後の期と同じ451，626と思われるが出典掲載の通り記載した。
(出典)ダイカ株式会社『第64期~第68期有価寵券報告書』。
その他 合計|
(金額) (金額)
54，177 168，102 
30，045 145，082 
26，970 139，107 
25，096 132.459 
14，938 117，033 
116，097 1，994，838 
142，735 1，962，251 
112.408 1，902.450 
106，564 1，839，204 
86，252 1，950，160 
283，235 4，514.475 
709，817 5，655.440 
596，335 5，333，518 
519，369 5，139，524 
428，083 4，874，293 
823，489 5，296，701 
752，030 4，318，962 
602，036 3，842，801 
518，948 3，673，399 
708，931 5，845，648 
161，362 1，446目341
143，878 1，399，796 
120，391 1，336，311 
ー 147，110
-1 137，435 
90，964 
87，696 
74，917 
7，288 2，085，698 
9.761 2，473，819 
13，274 2，643，019 
10，541 2，106，313 
4，298 1，724，110 
表ー 7ダイカ関保会社の設情眠簿価格の推移 (65期末 [200年7月31日)~印期末〔却03 年7 月 31 日)現在) (金額単位:千円，薄価)
地 区 名 臨時 土地
(2002年7月末の所在 時期 従業 従業
地あるい助は1末事業所 員数 員数 面積(ni) 金額
65期末(2000年7月31日] 441 24 
附ファッションダイカ 66期末(2001年7月31日〕 431 39 
(本社・札幌市東区) 67期末(2002年7月31日〕 441 45 
68期末(2003年7月31日] 461 50 
側アドニス
65潮来(2000年7月31日] 101 72 
(本社他2物流セン
66期末(2001年7月31日〕 101 77 
世ー)(北海道石狩市) 67期末(2002年7月31日〕 101 64 
68潮来(2003年7月31日]
(;主1)側ファッションタイカの建物は，タイカから賃'昔している。
(注2)附アドニスは土地・建物を賃借しており，その一部はダイカから賃借している。
(注3)rその他」は什器・備品であり，建設仮勘定が含まれている。
(出典)ダイカ株式会社『第65期~第68期有価笹券報告書』。
建物及び 機械装置
構築物 及び運倣 その他 合計
(金額) 異(金額) (金額) (金額)
2，789 5，514 7，093 15，397 
3，786 8，770 6，026 18，582 
3，353 8，876 6，130 18，360 
4，187 7，904 6.733 18，825 
1，988 3，957 1，559 17目504
1，709 3，960 9，123 14，792 
1，542 3，211 7，935 12，689 
一一ダイカにみる 190年代-2000年代初頭の地域有力卸企業の広域展開一一 3 
4.全国却への移行準備
(1)共同持株会社の設立
①持株会社あらたの設立とその経緯
前述のように，法改正によって設立が可能となった純粋持株会社の利点を活用し，流通業界
でも持株会社の設立が進展した。
ダイカでも「連結ベースの競争力の強化および資本効率の向上等経営上のメリットを追求す
べくJ(1ω. 2002 (平成14)年4月2日，名古屋の伊藤伊株式会社と九州のサンピック株式会
社と 3社との共同による完全親会社(共同持株会社)の「あらた」を設立した (105)。東日本の
ダイカ，中日本の伊藤伊，西日本のサンピックの3杜による共同持株会社の設立は.r北海道
から九州、ほで網羅する業界では初めての全国卸(ナショナル・ホールセラー)とな」って.r広
域化するご販売屈の要求に応えるとともに，間接費を削減，厳しい機能コスト競争に対処」し
て社会への貢献度を大きくするということが目的とされた(1ω。
実は，この持株会社の構想は，設立4年前にさかのぼる。 1998年4月9日，大公一郎社長と，
伊藤伊の伊藤昌弘社長，サンピックの瓜生健二社長の3名が東京から名古屋に向かう新幹線の
なかで乗り合わせた際，大社長が「持株会社が日本で解禁になったが，この形態を使った企業
統合について研究してみないか」と提案した。 3人とも同一業界の同世代の若手経営者として，
すでに研究会やメーカーの会合で20年来の交流があった。
大公一郎によれば.前述の業界若手交流の場であった rMSS研究会がその土壌になったよ
うな気がする」と述べおり(107)筆者による聞き取り調査でもその要因が大きいとの回答であっ
た(1倒。したがって，このような次世代を担う同世代の若手業界人交流が.rあらた」成立と
いう業界再編の大きな基盤となったとみることができょう。
ダイカでは，すでに 1992(平成4)年7月23日に庖頭登録銘柄として株式を公開していたが.
その後.2000年9月に伊藤伊が.2001年3月にサンピックがそれぞれ庖頭登録で株式公開を
果たした。 2001年4月25日，あるメーカーの会合が東京であり，それが終わった後. 3人が
集まり，経営統合について話し合った。そして.同年7月16日に.持株会社設立が発表され
たのである(1ω)。
業界首位のパルタックが.粧連株式会社の営業譲渡を受けて.ダイカの創業・発展の地であ
る北海道に進出して全国卸化するのは.2∞5 (平成 17年) 1月のことである(110)から，持株
会社あらたに集った3社が全国卸企業化に向けて一歩先んじたことになる。
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②3社の売上規模と目的
その3社の売上高をみると，ダイカの売上高約が1.531億円 (2001年7月期)，伊藤伊の売
上高が約780億円 (2001年3月期)，サンピックの売上高が約815億円 (2000年12月期)で
あり， 3社合計で約3，126億円となる ()ll)。同じ時期の業界首位の株式会社パルタックの売上
高が約2，882億円であった ()12)から， 3杜合計額は，それを凌ぐ規模が想定されたことになる。
持株会社あらた設立5ヶ月後の2002年9月1日には，四国の徳倉株式会社(年商204億円)
もあらたの完全子会社に加わり，株式会社あらたの子会社グループは，商圏をさらに拡大する
ことになった。これら4杜は，その子会社とともに， 2年後の2006年4月に持株会社あらた
に合併されることとなる ()13)。
この移行期のダイカの経営目標をみると， ダイカ第3期(第67期)(2001年8月l日~
2002年3月31日)は「新たな創業に備えるー全国却にふさわしい内容と業績を確保しよう-J()14) 
とされている。次期のダイカ第34期(第68期) (2002 年 4 月 l 日~2003年3月31日)も「新
たな創業の第一歩一全国卸にふさわしい内容と業績を確保しようーJ(15)であり， [""全国却」と
してあるべき姿を目指すこととなった。ただ，大公一郎社長にとって， [""全国卸」は目的を達
するための方法にすぎなかった。大社長は「私たちの統合の目的は売上で日本ーになるとか，
全国的なネットをつくるということではない」とし 「永遠に世の中の役に立つ存在であり続
けること」が目的であると述べている 0161。これは，ダイカの前身会社の布十全堂の創業者・
鷹藤惰平の考え方であり， 1969 (昭和4)年8月の7社統合によるダイカ誕生の理念でもあっ
た(j171。そこで，統合が近くなった第35期 (69期) (2003 年 4 月 1 日~2004年3月31日)の
経営目標は，この理念を明示して「新生あらたへ変革一続けよう世の中にお役に立つダイカの
使命一」とされた 0181。これは，合併企業の人心を社会的使命の情熱へと lつに結束させるた
めの経営理念でもあったろう。
いずれにせよ，こうしてダイカは大社長が経営方針として明示した「全国却ナショナルホー
ルセラーを目指」した「変革の 10年」の道の歩みを，経営環境の変化に遅れることなく着実
に進めてゆくこととなった。
(2 )土浦支庖の開設と水戸支庖の閉鎖
ダイカでは，全国卸への準備段階で，拠点の再編を進めた。 2001年5月l日には，柏支店
と土ifl支!百を統合して，新たにつくば物流センター内に土浦支庖を設けた。その活動範囲は茨
城県全域と千葉県北西部と広く，エリア人口が500万人という市場規模であり，つくばエクス
プレス (2005年8月開業)の開通などによって いっそうの市場規模の拡大が見込まれる地
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域でもあった(119)。
旧柏支屈は，柏デポとして.従来の設備を活用しながら，物流センターから毎日移送される
ピース商品をデポ商品と合わせて得意先に届けるのが業務となった。得意先のドミナント化が
進展する千葉県西部の販売地域であるがゆえに.仕入.在庫，輸配送の効率的な物流ネットワー
クが求められており，これに応えることが課題とされた。
他方.1987 (昭和62)年1月に茨城県のほぼ中央の岩間町に開設された水戸支庖は.2000 
年3月のつくば物流センターの開設以降，物流機能を同センターに移管し，販売と管理業務の
みが残されるという全支庖のなかでも特異な存在であったが，土浦支庖の開設をもって閉鎖さ
れることとなった。
(3)アドニスや岩見沢支庖の閉鎖と沼津デポ・神奈川物流センターの新設
北海道地区では，コンビニの同業他社からの自社の機密性確保の要請に応えるかたちで
1989 (平成元)年 11月より営業を開始したダイカの子会社の株式会社アドニス(120)が，その
役割を終えたとして2002年 11月に業務を停止した(21)。翌2003年2月1日には，同じくダ
イカの子会社の株式会社ファッションダイカが株式会社アドニスを吸収し，アドニスは解散し
た(122)。また，札幌支庖のケース物倉庫を増築する一方で.2003年3月末で岩見沢支庖を閉鎖
して，その販売エリアを札幌・旭川両支庖に再編した (]23)。
売上伸長が順調な関東地区では.2002年7月に(121)沼津デポ(物流拠点)を新設した (12510
さらに.2003年2月には，神奈川物流センター(神奈川県南足柄市塚原字上河原370番1.
土地面積30.000rrl.倉庫面積 15.210ぱ)の建設に着手した m6)。同センターは，ダイカの神奈
川エリアの4支庖や統合予定の伊藤伊の海老名の横浜支庖などエリアの物流だけではなく，近
未来の全国卸あらたの関東圏全域の1.000億円構想を達成するための要として約40倍、円を投
じて建設された(127)。
2003年 11月4日に稼働した同センターには ハイクオリテイ・ローコストのオベレーショ
ンを実現するため.つくばセンターなどでの経験をふまえて改良された様々な物流機能や設備
が施された。自動倉庫は高さ 27.6メートル (10階建ピルに相当)で出荷と低荷.あるいは荷
姿によって格納を区別して 5.400パレットを収納し. 6基のスカットクレーン(ツインフォー
ククレーン)が一度に2枚のパレットの収納・搬送を同時に行うことで，従来の1.5僚の処理!
速度となった。また lパレットで 10種類の混戦格納管理も可能となった。自動倉庫と辿動し
て，入 tl\/j~nJ有軌道ライン 3 ラインと有軌道車 5 台がコンピューターによって制御され.入出
合の核心部分を担うこととなった。ピースピッキング而でも.ピースロケーションラベルの貼
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り付け搬送システムを改良したのをはじめ， ピースピッキング要員と時間の削減をはかるため
のDPS(デジタル・ピース・ピッキング・システム)を新規に開発した (128)。
このように.1980年代に庖頭技術研究所とならぶ重要2大戦略として設定したC&L
( Computer&Logistics)の面でも，大いなる進化を遂げたのである。
なお，アドニス解散前のダイカとその関係会社および取引先との関係は図-2に示す通りで
ある。また，持株会社あらた設立後のそれは，図-3に示す通りである。
5.資金調達
(1)株式公開と自己資本の充実
ダイカでは，合併を通じて資本を増加させるとともに，株式公開や公募増資によって，自己
資本の充実をはかっていった。以下，その過程をみておくことにしたい。
①第3者割当増資とネタツ輿商との合併
ダイカでは，ネタツ興商との合併前年の 1989年7月27日に第3者割当増資を行い，従来の
3億円から4億9.50万円の資本金となっていた。このときの割当先は，社員持株会(新株発
行数30万株，発行価額60円，資本金組入額50円)と金融機関(新株発行数80万株，発行価
額450円，資本金組入額225円)であった (29)。
1990年6月l日のネタツ興商との合併は，対等合併で、あった。ネタツ興商の資本金は3億円
(株式額面500円，発行済株式数60万株)であり，合併比率はネタツ輿商の株式l株について
ダイカ株式(額面50円)10株を交付することとした。これによる新株発行数は60万株.明資
額は3.00万円となって.新しい資本金額は，表-8に示すように5億2.50万円となった 0:ヘ
②新株引受権行使による増資
1991年1月28日には新株引受権付社債の権利行使にともない.31万5千株の新株が発行
価額450円(資本組入額225円)で発行され.7.087万5千円の増資となった。これによって，
ダイカの資本金は5億9.587万5千円となった(131)。
③株式公開にともなう増資
1992 (平成4)年7月23日には，庖頭登録銘柄として株式を公開した。これにともない.
公募新株式65万株を発行した(132)。当初の入札方式では，発行価額940円(資本金組入額470
円)で，落札者の決定は入札下限価格 (940円)以上の入札のうち，入札価格の高いものから
順次65万株まで入札される方式であった。最高入札価格は不明で、あるが，順次入札した65万
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図-2 ダイカとその関係会社・取引先との関係図 (2001年7月)
f尋 意 先
販売 販売
友び司、
連絡子会社側ファッションダイカ
化粧品・歯磨・石鹸・日用雑貨等 装粧品・ファンシー商品・化粧系雑貨・洋品等
仕入
仕 入 先(メーカ一等)
(注)ダイ力闘の得意先には少数の2次卸庖が含まれる場合もあるが， f欄アドニスの得意先は小売底のみであり.仕入先もダ
イ力闘のみである。
(出典)ダイカ株式会社『第66期有価証券報告書~5頁より作成。
図-3 ダイカとその関係会社・取引先との関係図 (2003年3月)
得意先
販売
側あらた
(親会社) 装粧品・ファンシー商品・化粧系雑貨・洋品等
仕入
仕 入 先(メーカ一等)
(出典)ダイカ株式会社『第68期有価証券報告書A5頁より転載。
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株の結果として公募価格は加重平均で1.321円相当となった。払込金額の応募総額は8億5，909
万円であり，このうち資本金へは， 65万株x470円の3億550万円を組入れ，残額の5億5，359
万円を資本準備金に組入れた(33)。この株式公開にともなう増資によって，ダイカの資本金額
は9億 137万5千円となった。
なお，パフ、、ル崩壊後の株価低下傾向のなかで¥東京庖頭銘柄での初値は1.350円で，公募価
格の1.321円を上回る順調な滑り出しであった (134)。株価それ自体は，その後，表-9にみる
ように， 4年間ほど最高株価1，000円台を維持しながらも，それ以降は低下傾向となった。
とはいえ，株式公開によってダイカの社会的存在が広がり，資金調達の可能性も拡がること
となった。配当と金利負担との比較などもあってー慨にはいえないが 当時の大公一郎社長は
「株式公開することによって，資金調達その他の選択肢が増えることにもなり，業績によって
安いコストの資金が導入できれば，より積極的な投資が可能とな」るとの見方であった([お)。
確かに，上述のような東北地域と関東地域への事業拠点の拡充や情報・物流設備システムの更
新にともなう投資のため，ダイカでは資金が必要であった。
④無償株式分割・社債転換増資と公募増資
その後，1993年9月20日の無償株式分割(1・0.1)によって86万6，500株の株式増加となっ
たが，これは発行株式数が増加しただけで 資本金の増加は一切ない([制。
翌年には，後述する 1994年7月31日のスイスフラン転換社債 (CB:ConvertibleBond)の
転換による増加株式44万8，754株との合計131万5.254株の増加にともない， 3億3，542万3，025
円の資本増加となった。
この転換社債について少し補足しておくと，起債時の社債は3，000万スイス・フランで，こ
れに起債時為替レートの70.989円を乗ずると， 21億2，967万円となる。これが表-8に示す
当初起債額である。 1994年7月期中の転換請求実績額は， 945万スイス・フランであった。こ
れに起債時為替為替レートの70.989円を乗じた額が転換社債 (CB)減少分となり，表-8に
示す6億 7，084万6，050円がこれに相当する。一方，この転換請求にともなう発行株式数は，
945万スイス・フランに転換条件である固定為替レート(1スイスフラン=72.04円)を乗じ
た値を転換条件の転換価格1，517円で除した数の44万8，765株となるが，実際には上述のよう
に4万8，754株の発行となった。 44万8，765株と 44万8，754株との差異は，数度の転換請求
ごとに株式を発行し，かつ転換請求時の l株未満の株式を発行しないことによるものである。
転換請求による減少分6億7，084万6，050円を株式発行数44万8.754株で除すると， 1株の発
行価額が約1，495円となって，転換価格1，517円との差異が生じるが，この差異は転換条件で
のレートと起債時のレートとの差異によるものである。この転換請求による資本組入額は，約
1，495円の半額の約748円であり.順次発行と 1株未満未発行による誤差があるものの，上述
ー ー 、 ? ? ? ? ?
??
?? ? ? ?
????
?〉?????????
?
??????
ダイカの資本増加過程 (1990年6月-2001年7月)
年月日 1990年6月1日 1991年1同28日 1992年7月31日 1994年1J'l31日 1995年7月31日 1996年8月5日 1998年4月1日 2∞0年8月1日
増資の背景 ネヲツ興商合併 新株引受権の行使 株式公開による増 スイスフフンCB車E スイスフフンCB車E 公募増資 富士商会， 51ナカと エヌフォー との合併資 換および株式分割 換のみによる増加 の合併
増加株式数 600，000 315，000 650，000 1，315，254 123，465 1，500，000 11，728，500 1，200，000 
累積発行済株式数 7，700，000 8，015，000 8，665，000 9，980，254 10，103，719 11，603，719 23，332，219 24，532，219 
噌加資本金(円) 30，000，000 70，875，000 305，500，000 335.423，025 92，285，700 693，000，000 1，584.450，000 200，00，000 
累積資本金(円) 525，000，000 595，875，000 901，375，000 1，236，798，025 1，329，083，725 2，022，083，725 3，606，533，725 3，806，533，725 
治加資本準備金(円) 70，875，000 553，590，000 335，423，025 92，285，700 691，500，000 1，458，175，000 
累積資本準備金(円) 183，284，250 254，159，250 807，749，250 1，143，172，275 1，235，457，975 1，926，957，975 3，385，132目975 3，385，132目975
スイスフランCB残品(円) 1，458，823，950 1，274，252，550 1，327，509，500 
当初起債額 2，129，670，000 
士宮加の内訳
外貨建て債務換算差額 124，245，950 
転換請求による減少 670，846，050 184，571，400 
減少の内訳
買入消却による減少 70，989，000 
表-8
(注1)1994年7月31日の増加株式は， 1993年9月20日の株式分割(1:0. 1)による増加株式数866，500株とスイスフランCB転換による増加株式数448，754株の合計値である。
(注2)1998年4月1日の増加株式数は，ヲナカとの合併による増加株式式数9，928， 500株と.富士商会との合併による増加株式数1，800，000株の合計値である。
(出典)ダイ力関係者による鑓供資料およびダイカ株式会社『第55期~第59期事業報告書~，同『第60期~第68期有価証券報告書』。
ダイカの株価の推移 (1992年8月-2003年3月)
期(ダイカ) 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 
期(~十全堂) 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 
期間 192年8Jl1日 193年8月1日 194年8月1日 195年8月1日 196年8月18 197年8月1日 198年8月1日 199年8月1日
2000年8月1日 2田1年8月1日
-1993"'7Jl31日-1994年7月31日-1995年7月31日-1996年7月31日-1997写7月31日-1998年7月31日-1999年71131日-2似均年71131日-2佃1年7月31日-2回2年3月31日
現在年月日 1993年7月31日1994年7月31日1995年7月31目 1996年7月31日1997年7月31日1998年7月31目 1999年7月31日2回四年7月31日2曲 1年7月31日2凹E年3月31日
最高株価(円) 1.450 1目800 1.150 1.100 自83 560 120 650 390 449 
最低株価(円) 1.150 1.200 651 630 490 320 310 320 265 280 
縁式分割による権利落後の愚高株価 1.310 
株式分割による権利落後の最低株価 1.250 
合併にともなうう新新抹株式の最高低株株価 420 
合併にともな 式の量 300 
(原典注1)最高・最低綜価は.日本証券業也会にょう公表敏子である。
表-9
IJ.> ミ。
(!iii奥注2)第67期は.決算期の変更にともない， 2001年8月1日から2002年3月31日の8カ月間となっている。
(原奥注3)2002年3月26日に庖頭登録を抹消している。このため34期(68期)については。株価については該当なしで記誌がない。
(出典)ダイカ徐式会社?第60期~第68期有価証券報告書』。
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の3億3.542万3.025円となった。さらに，次年度にも.同様の転換請求による 12万3.465株
の株式増加があり.これにともない9.228万5.700円の資本増加となった。
転換社債の発行とその権利行使にともなう資本増加により，ダイカの資本金は 13億2.908
万3.725円となった。
1996年8月5日(払込期日，翌8月6日が株式受け渡し日)には.150万株の公募増資により，
6億9.300万円の増資となった。これは.株式公開時のような入札方式ではなく. 1株923円
での株式募集で，資本組額は462円と設定したので.462円に 150万株を乗じた金額が増資額
となった。なお，募集にともなう残額の6億9.150万円 (923円から 462円を差しヲ|いた 461
円に 50万株を乗じた金額)は資本剰余金に組み入れられた。
⑤タナカ・富士商会合併による資本増加
1998年4月には，株式会社タナカ(資本金14億9.445万円) (}371と株式会社富士閥会(資
本金3.000万円)(酬との合併に際し，記名式普通株式(1株の額面金額50円)1.728.500株
を発行した (39)。
タナカについては，タナカの合併直前の発行済株式数661万9.000株，額面普通株式(I株
の額面金額50円) 1株につき.ダイカの額面普通株式1.5株の割合で割当交付し.992万8.500
株の株式数増加となった。この992万8.500万株に額面の50円を乗じると 4億9.642万5.000
円となって， タナカの資本金(簿価)より少ない値となるので.合併直前のタナカの簿価であ
る14億9.445万円を，発行株式数992万8.500株で引き継いだ。したがって.このこの合併に
よる増加資本金は.タナカの合併直前の資本金の 14億9.445万円であった。
また富士商会については，その額面普通株式(I株の額面金額50円) 1株につき. ダイカ
の額面普通株式3株の割合で割当交付した。したがって，これにともなう株式増加数は 180万
株であった。タナカとは異なり.富士商会の合併直前の資本金は 3.000万円であったから，額
面金額の50円に 180万を乗じた 9.∞0万円より小額であった。このため簿価を引き継ぐこと
はできず.9.000万円の資本増加となった。
したがって，この両社との合併による資本増加額は. 15億8.445万円となり.ダイカの資本
金は36億653万3.725円となった。
⑤エヌフォーとの合併による資本増加
20∞(平成12)年8月l日の株式会社エヌフォー(資本金2億円) (140)との合併(合併比率
1 : 0.3)に際しては.ダイカが額面普通株式(I株の額面金額50円)120万株を発行し，合
併期日前日最終のエヌフォーの株主名簿に記載された株主に対して.エヌフォーの株式(I株
の額面金額5万円) 1株につき，ダイカ株式300株をもって割当交付した。額面50円に増加
発行株式数を乗じると 6.000万円となり，先のタナカの場合と同様に，簿価2億円の方が上回っ
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ているので，簿価のままダイカの資本金増加分となった(141)。したがって，この合併にともな
う資本増加額は2億円で. ダイカの資本金額は38億円を超える額となった。
⑦自己資本比率の向上
この資本増加の過程を通じて，自己資本比率の向上がみられた。表-10に示されるよう
に.21期 (5期)の自己資本比率は21%程度であったが，庖頭公開直後の23期 (57期)に
は28%近くまで比率を上げ，外債転換直後の25期 (59期)には30%を超えた。さらに.一
般募集による 20億円以上の資本金となった28期(62期)には35%以上の自己資本比率となり，
29期 (63期)のタナカ・富士商会との合併 30期 (64期)のエヌフォーとの合併を通じての
増資によって，その比率は37%を超えるまでになった。
それ以降，後述する長期借入金の増加もあって 自己資本比率は低下の傾向となったが，そ
れでも 30%台の自己資本比率を維持していることがわかる。
なお，前述のように株式会社あらたの設立にともない，その完全子会社となるため，ダイカ
では2002(平成14)年3月26日をもって庖頭登録を抹消した(142)。
(2)社債の発行と長期借入
旺盛な投資のための資金需要を満たすには，自己資本だけでは限界があった。別稿(143)で
も述べたように，ダイカでは.1989 (平成元)年7月に「新株引受権付無担保社債Jを発行し，
その権利が直ちに行使されて，上述の1989年7月の増資が実施された。ダイカの固定負債の
なかに「社債」の科目が登場したのは，その第20期(1989年8月 l日-1999年7月31日)
のバランス・シート (44)が最初である。
1991年1月27日の取締役会で 2回に分けて社債を発行することを決議し.1991 (平成3年)
3月25日に第 l回物上担保附社債l億円，同年4月23日に第2回物上担保附社債l億円をそ
れぞれ発行した (145)。年利と償還期限は，前者が7.1%で1998年3月25日，後者が7.3%で同
年4月25日とされた。設備資金が主目的とされ，担保は石狩支庖の建物・土地とされた (46)。
1993年12月6日(スイス時間)にはスイス・フラン建転換社債3.00万フラン (21億2.967
万円)を発行した。無担保で，年利は0.125% 償還期限は 1998年l月31日(スイス時間)
とされた。転換請求期間は 1993年12月20日から 1998年l月23日までとされ.転換価格は
1.517円(固定為替レート. 1スイス・フラン 72円04銭)とされた(17)。すでに述べたよ
うに，発効直後にこの転換請求がなされたため.それを差しヲ|いた額が表-11の25期 (59期)
に計上されている。次期にも同様の転換請求により，この外債の未償還残高は減額しており，
その額は表-8に示される通りである。
表-10 ダイカの経営実績 (1989年8月..，2003年3月) ，t. ト』
期[ダイカ〕 21 22 23 24 25 26 27 28 29 '" 31 32 33 34 期(;:;十全堂7 55 56 57 58 59 60 61 62 .3 64 65 56 .7 68 
期間 1889年8i!1日 .. 叩年S月1日 1991 ~牢8月 1 日 1992年目月1日 1993年8月1日 1994年8月1日 1995年B月1日 1996年S月1日 同9J年8月1日 1拍8年8月18 ~12田醐9'割事8月問1目団 2(胴差事8月18 Z泊"牢8月1日 2曲2年4月18
1ー目。年7月31日 ....1991年7月31日 ....1992年7~31B ー1993年7~31 日 -1994年7月31日 ....1995年7f!31日 ....1996年7月318...197年7.ij31自 -1998年7月31日 -1999年7.!=i31日 ...201:年7月31目 -2曲2隼3月31日 -2由均年3月31日
現在年民目 19回年7F1318 同"年7月31日 1992年7Fi3tB 1993年7J:f31日 1994年7F131日 1995~7月 31 日 1996年7月31日 1997年7F131日 1998年HI31日 1999年7F131日 2割拍年7J'131日 E曲t隼7.1=31日 2曲2~3JU1B 2003年31'131自
売上高{干円)(AJ 42.016.627 50.978.258 54.469.326 57281.639 60.840.736 63.139.611 67，818.036 73.974，017 91，938.刷日 132.945.曲I 139.605.353 153崩 9.684 105冊目76 172.665.333 
売上高前綴比(崎〉 121.3 1田8 105.2 106.2 103.8 107.4 109.1 124.3 144.6 105.0 1田6 69.0 163.5 
売上総利韮(干円)(B) 5.000.544 5.9円90.979 6.735.973 6.856.725 7.127.309 7.215.352 7，774.903 8.392.151 10.011.570 13.966.711 14.522.627 16周Z刷。 1，317，794 19.548田1
販売費一般管理費(千円)(C) 4.811.080 5.661.937 6.158.629 6.467，476 6.704.558 7.011.293 7.326.530 7.882.742 9.650.963 13.611.(即日 14.798.881 16.627.396 1.218.789 18.140.661 
営業利益{千円)(B~C) 189.463 329.042 57.344 389.248 42.749 204.059 448.372 509.409 360.607 355.704 企276.254 6575.355 99.004 1.4国2岨
経常利益(千円)(凹 638.482 768.040 797.425 820.195 967.353 884.912 1.022.490 1.127.740 1.136.826 1.617.319 1.054.925 893.476 1.099.775 2，612.790 
当期純利益(千円)(日 298.139 334.279 363.012 408.647 568.644 436，164 481.田1 491.473 487.916 681.569 649.564 '"却'.357 361.857 1.3岨 927
E当金(千円)(F) 43.2田 47.161 86.650 86.650 119.753 121.143 136.397 156.639 209.373 314.958 279.975 294.374 198.224 147.193 
資本金(干円)(FXG) 525.000 595.875 901.375 901.375 1.236.798 1.329.083 1.329.083 2.022.083 3.606.533 3.6冊 533 3.606.533 a叙)6.533 3.8掴 533 3.8曲目3
発行E斉II鋒式数(同 7.7田αlO 8.ot5.0田 8.665.α調。 8.665β曲 9.980.254 10.103.719 10.103.719 11.603.719 23.332.219 23.332.219 23.332.219 24.日2219 24.532.219 24.532.219 
純資産薗(千円)(1) 3.113.649 3.538.478 4.703.420 5.015.417 6.158.258 6.649240 6.999.098 8.728.673 15.262.605 15.722.皿2 16.125.449 15.678.369 15.680.253 16.476.619 
総資産額(千円)(-J) 14‘610.132 15.476.352 16.882.774 18.225.545 19.635.262 21.917.484 23.052.971 24.392.981 40.434.791 41.874.102 42.8鋭:;.291 48.957.578 48.579.630 51.646.313 
男子従集長費支(人) 404 423 445 452 450 466 463 465 .35 860 
女子従象員数(人) 249 251 254 259 248 26' 244 235 318 324 
従業員合計致(人)(K) 653 674 699 711 698 735 707 7田 1.153 1.184 1.178 1.294 1239 1.202 
抱資本経常剥益寧"叫(D-=-JXIC悶} 4.37 4.96 4.72 4.50 4.93 4.04 4.44 4.62 281 3.86 246 1.83 2.26 S周
総資本純利益事(%)(E-=-Jx1凹1 2田 216 215 2.24 2.90 1.99 2.09 2.01 1.21 1.63 1.51 6129 0.7.‘ 252 
総資本回転数{回目A十J) 2.88 329 3_23 3.14 3.10 >8. 2.94 3.03 227 3.17 3.25 3.13 217 3.34 
売上高詑利益事(%)【B-=-AX1田) 11.90 11.75 12.37 11.97 11.71 11.43 11.46 11.34 1089 10.51 10.40 10.49 10.72 11.32 
売上高経常利益事円台)(O+A且 1∞] 1.52 1.51 1.46 1.43 1.59 1.40 1.51 1.52 124 122 0.76 0.58 1.04 1.51 
売上高範制益事(E-i-Ax1曲) 0.71 0.66 067 0.71 093 0_69 071 0_66 0.53 0.51 0.47 .6.0.41 0.34 0.75 
実上月置莞貫一邑曹理買事、 c.，.....~1∞J 11.45 11.11 11.31 11.29 11.02 11.10 10_80 10.66 10.50 10.24 10曲 10.86 10.62 10.51 
自己資本比率(%)(I-i-Jxl田) 2L31 22.86 27.86 27.52 31.36 30.34 30.36 35.78 37.75 37.55 37.59 32.02 32.28 31冊
提案員1人当り売上高{千円)【A+K) 64.344 75.635 7.925 80.565 87.184 85叫4 95.924 105.677 79.738 112285 118.510 119213 85.233 143.648 
提璽員百人当り軽震科書割{干円;:O.，.Kj .78 1.140 1.141 1.154 1.386 1.204 1.446 1.611 886 1.366 896 696 888 2.174 
1韓当たり随資産量{円)(IX¥民間;'H) 404.37 441.48 542.81 578.81 617.04 658.10 692.72 75223 654.14 673.87 691.12 639.09 639.17 671.63 
2積当たり配当蹟t円)(FXl町栂+H) 5.61 5.88 10.田 10田 12田 11.99 13.50 13.50 8.97 13.50 12田 1200 8皿 也凹，a亘たり吉岡同制蓋皐:円::EXl町周.，..H; 38.72 41.71 41.89 47.16 56.98 43.17 47.61 42.35 20.91 2921 27.84 .6.25.70 14.75 53.03 
配当性向(軸)(F-oE)x100 14.49 14.11 23.87 21.20 21.06 27.77 28.36 31.87 42.91 4621 43.10 54.23 11.31 
言論
田下
(lî)干同属扇jf目指五入して表示した綬宵霊骨配当額ー同当期終利祭事を発行済縁弐~敏実量生で隊しているので 1縁当たりのそれ勺の短はよ毘出奥表if.0)値と一言葉してい広い寝台もある.たとえば 29(63}Mの11奪当たり配当面玄計算よま表示のように8.97円である臥この閣の『軍 63111
"鎌につき普通配当金左前期と同畿の '2円jでタナカ・富士商会との合併の『記念E当金市円目録音加え年間E当金を1円50銭としましたjとありさらにrなお合併続韓式につきましては4円50銭といたしました』とされている.
情実}ダイ坤式会社間2'期報告書』開第55期~第四卿蜘告書』間前咽~前哨有価E券報告書』。 事
表-1 ダイカの社債・借入金の推移 (1991年7月..，2003年3月)
期(ダイカ) 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 
期(姦十全堂) 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 
時期
1991年7月31 1992年7月31 1993年7月31 1994年7月31 1995年7月31 1996年7月31 1997年7月31 1998年7月31 1999年7月31 2000年7月31 2回 1年7月31 2凹 2年3月31 2003年3月31
日現在 日現在 目現在 日現在 日現在 日現在 日現在 日現在 日現在 日現在 日現在 日現在 日現在
キ土 債〔千円) 200.000 200.000 200.000 2∞.0∞ 200.000 200.000 
転換社債(千円) -1 1.458.823 1.274.252 1.274.252 
長期借入金(千円) 862.100 1.057.1∞ 1.681.550 911.850 1.953.750 1.405.550 888.1∞ 2.373.5∞ 4.326.3∞ 4.340.7∞ 4.372.955 4.391目250 4.447.900 
(注)ずイ力28期・加+金堂62期 (1997年 7月 31日現在)で社債と転換社債の数値が済えるのはいずれも1年以向に償還期間カ到来するため淀動負債として計上された」とによる。
??
(出典)'jィ力株式会社『第56期~第59期事業報告書J.同『第60期~第68期有価E券報告書lo
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他方，資金需要を満たすためには.銀行からの借入(多くは土地・建物の根抵当を担保)も
必要であった。借入先からの信用の根拠のひとつには 前述の自己資本比率の充実があったで
あろう。
表-11に示されるように， 22期 (56期)の 1991年7月末と 34期 (68期)の2003年3月
末現在の長期借入金残高を比べると.この 1年半の間で約5倍になっていることがわかる。
これは，合併による事業範囲と施設やシステムの拡充にともない，必要な設備資金それ自体が
増加し借入先も増えたためである。
表-12に示されるように，タナカと富士商会との合併前の 28期 (62期)の1997年7月末
までは，ダイカの北海道内事業時代からの借入先の北海道の2行と北陸銀行および日本長期信
用銀行(148)のほかに，ネタツ興商からの合併引継ぎで青森銀行が加わり，圏内金融情勢の激変
への対応との関係で東京三菱銀行との取引が加わっている。また タナカとの合併によりあさ
ひ銀行と武蔵野銀行，富士商会との合併により第一勧業銀行との取引が加わった。さらに，さ
らに，エヌフォーとの合併の次の時期にあたる 32期 (6期)には，第四銀行，北越銀行など
のような被合併会社の主力銀行との取引を合併後に引き継いだ(119)。
各期の『有価証券報告書』の「長期借入金明細表」の「使途Jには「設備資金」と記載され
ており，また少し後の全国卸への準備段階の35期 (69期)の『有価証券報告書jでは， r物
流センター建設については大部分を長期借入金でまかなっており システム統合費用について
は，自己資金でまかなって」いると記載されている(刷。このような記載が実態と諦離してい
ない限り，長期借入金の多くは，施設・設備の建設費用に充当されたとみられる。
6.所有と経営
ここで，東日本のダイカとしての地位を確保したこの時期のダイカの所有と経営についてみ
ておきたい。
(1)主要株主
表-13は，福島支庖が開設された時期の第26期 (60期)から持株会社あらたが設立され
て所有者が持株会社単ーとなる 34期 (68期)までの，所有者タイプ別の株式の所有数と所有
比率の推移を示したものである。これをみると，個人その他のタイプが，増資過程を通じて所
有株数を増ゃしながら65-70%台の最高位の所有比中を維持していることがわかる。
表-14 tこ示されるように，この個人その他のなかで.最高位を保ったのはダイカ社員持株
表-12 ダイカの長期借入金借入先別借入額の推移 (1994 年 7 月 ~2003 年3 月)
(期}ダイカ 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 
(期)韮i+全堂 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 
時期 1994年7月31日現在 1995年7月31日現在 1996年7月31日現在 1997年7月31日現座 1998年7月31日現在 1999年7月31日現在 2別加年7月31日 2∞1年7月31日 2∞2年3月31日 2∞3年3月31日
借入金 内T年以 借入金 内1年以 借入金 肉1年以 借入金 内1年以 借入金 内1年以 借入金 内1年以 借入金 内1年以 借入金 内1年以 借入金 肉1年以 借入金 肉1年以
借入先 領(干 内返済 額(干 肉返済 額(干 肉返済 額(干 内返済 額(千 肉返済 鎖(干 内返済 額(干 肉返済 額(干 肉返済 額(干 肉返済 額(干 内返済
円) 予定額 円) 予定額 円) 予定額 円) 予定額 円) 予定額 円) 予定額 円) 予定額 円) 予定額 円) 予定額 同) 予定額
北海道拓殖銀行 375.700 88.600 775.100 157.200 617.900 165.200 452.700 152.700 3∞似旧 115.2∞ 
北洋銀行 184.800 88.800 96.000 80.∞o 466.0∞ 116.000 4∞.0∞ 100.000 3∞瓜珂 1∞ o∞ 
北海道銀行 276.350 61.∞o 565.350 103.0∞ 462.350 117.∞o 345.350 110.750 409.6∞ 137.400 272.200 113.2∞ 159.0∞ 106.000 321.∞o 117.∞o 736.0∞ 170.0∞ 566.印加 170.0∞ 
北陸銀行 152.0∞ 36.別加 366.似泊 62.別加 304.飢泊 72.000 232.∞o 72.0∞ 428.0∞ 120.000 770.0∞ 214.印lO 556.別加 176.印lO 380∞o 156.000 292.0∞ 116.0∞ 176.0∞ 72日到。
日本長期信用銀行 249.400 88.000 444.900 119.400 325.5∞ 114.000 211.500 114.0∞ 597.500 138.000 459.500 99.5∞ 
新生銀行 -1 360.000 80.000 280.000 80.000 240.000 80.000 160.000 80ぽ加
青森銀行 180.0∞ 48.0∞ 324.0∞ 80.∞o 244.000 80.000 164.000 68.000 571.000 132.000 464伺O 157.000 782.000 232.000 550.000 200.000 450.∞o 225.0叩 225.000 125.0∞ 
第一勧業銀行 7∞.000 140.000 560.0∞ 140.0∞ 1.180似国 300目∞o 880.000 300.0∞ 1.730.0∞ 595.000 
みずほ銀行 1.135周珂 415.0∞ 
東京三菱銀行 -1 250.0∞ 100.000 1.075町田 325.∞o 1.225.0∞ 350.飢渇 875.0∞ 3∞ ω∞o 725.民泊 375.0∞ 2.7冊目抽 450収lO
あさひ銀行 950.0∞ 2∞.0∞ 750.日珂 2∞.0ω 550.0∞ 200.∞o 450.似加 250.0∞ 
りそな銀行 -1 2∞.0∞ 2∞似珂
武蔵野銀行 -11.114.2曲 185.9∞ 928.3∞ 171.600 756.7∞ 171.6曲 656.6∞ 185.9∞ 470.7∞ 171刷lO
商工組合中央金庫 -1 412.450 61.8ω 371.250 61.8∞ 
第四銀行 -1 421.500 62.6BO 374.4∞ 62.800 311.6α3 62.B(加
北超銀行 374.665 129.160 288.905 101.405 
合計額 1.233.450 321.600 2.475.350 521.600 1.953.750 548.200 1.405.550 517.450 3.256.1凹 882.600 5.849.7凹 1.523.4凹 6.036.3凹 1.695.600 6.267.315 1.894.360 6.714.155 2.322.905 6.294.3凹 1.8削伺
期末長期借入金合計 911.850 1.953.7501 1.405.550 
ー 888.1士00一Z373500 4.326.300 4.340.700 4.372.955 4.391.250 4制7.9∞~百官 200 円が1999 11月16日をもって北浮1行に岨書された.そのうち 86.400円が30闇【64期}同に調講されたaI歪11嘉干葺堂63胡【タイカ29副J町北海道街娼担甘田期末銭高記0.0百百干:円田っち;t浮銀行への富豪担率までに28.800予円五電車若吉瓦~
(注目日本長期信用銀行は 2000年6月5日をもって新生量行に商号車宣されたが，ダイカの惜入金の藍更や鍵添の酔紐は当酪『軍65期有価笹券報告書!IこIf服されてい主い.
〈主主3)あさひ担行は 2003年3月に崎玉県同自営業を埼玉りそな園行に会社分割し残った部分を文相銀行と合併してりそな銀行とむった均史ダイカ借入金のlU!や.~の詳細!ま当ïlil軍 68期有面証券報告書』に記草されていない@
{出奥}ダイカ縁式会祉1!lt59期$豪鰻告書!.問『第60期~第68期有価匝券鰻告書J.
表ー 13 ダイカ株式の所有者別状況の推移 (1994 年 8 月 ~2003 年3 月)
期(ダイカ) 26 27 28 29 30 31 32 33 34 
期(加十金堂) 60 61 62 63 64 65 66 67 68 
期間 "例年8~' 臼-"宮S年7月 31日 1995年8~' 日町内"年7月 31日 同調年.81118-1997年7月31日""年S同E自由"98年7月31目 ''年S!i'日-"個年71UI日 ，.伺年且~，臼 -2000年7JJ 3rB 封剛3年串月I自-2叩 I年11131日E田1年E月『日-2(四年3F1JI日筑間Z年4~'日 -2曲3年31131 日
現在年月 1995年7月31日 1994年7月31日 1997年7月31日 1998年7月31日 1999年7月31日 2ぽ均年7月31日 2ω1年7月31日 2002年3月31日 1994年7月31日
樟{主人融) 韓式数 割合 韓主量 」様単式位置l 割ロ 徐茸誼 割合 樟式首 割合 揖主数 韓茸叡 割合 韓主敵 割合 線主量u練単式位融} 割〈型合1 韓{主人軸) 樟〈単式位数} 割合 |位{人置|同{単位盟) 割古{単位} (.色) {人】 (%) (単位) (%) {単位) ('も} [人) {単位} {軸} (人) (%) {人) (%) "‘) 金融機関 21 1.895 18.91 23 2.176 21.70 26 2.156 18.70 30 3.490 15.15 28 3.339 14.48 24 3.046 13.20 24 2.836 11.68 23 3.015 12.41 。 01 0.00 
証券会社 2 21 0.02 4 71 0.07 6 81 0.07 3 51 0.02 4 51 0.02 3 71 0.03 3 710.Q3 3 61 0.02 。 01 0.00 
その他の法人 70 1.074 10.71 66 1.059 10.56 98 1.236 10.72 155 3.783 16.42 143 3.857 16.72 137 3.817 16.54 141 5.012 20.63 138 4.924 20.27 1 124.532 100.00 
外国法人等 101 453 4.52 91 199 1.98 121 346 3.00 81 1∞ 0.43 2 171 0.07 161 0.07 5 93 0.3自 2 41 0.02 。 01 0.00 
個人その他 602 6.600 65.84 651 6.587 65.69 1.239 7.782 67.51 1.732 15.657 67.98 1.802 15.848 68.71 1.775 16句191 70.16 1.769 16.343 67.28 1.589 16.346 67.28 。 01 0.00 
富十 705 10.024 1凹凹 753 10.028 1曲曲 1.381 11.528 1∞∞ 1.928 23.035 100.00 1.979 23.066 1馴).00 1.940 23.077 1∞∞ 1.942 24.291 1∞∞ 1.755 24.295 1回∞ 1 124.532 100.00 
単位未満株式数(株) 79.719 75.719 75.719 297.219 266.219 255.219 241.219 237.219 219 
発行漬棒式数 {単位
緯数xl.000+単位 10.103.719 10.103.719 11.603.719 23.332.219 23.332.219 23.332.219 24.532.219 24.532.219 24.532.219 
未濁棒式1Il)
(注1)自己縁弐のっち 1単位(1.000捺)以上についてはI個人その他』に記怒し 1単位未演については単位未諸縁式数jlこ記顕している。
{注2)第67銅の「外国法人等』の所有者2名のうち1名は個人である。その榛式所有数は.外国法人所有様式等4単位縁のうち1単位鋒である。
{出典)ダイカ縁式会社F第60期~第68期有鑑証券報告書』。
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ダイカ大株主の推移 (1990年7月-2003年3月)
ダイカ211羽 ダイカ22期 ダイカ23期 ダイカ24期 ダイカ25期 ダイカ26期 ダイカ27期
~55期 斎56期 合57期 ~5自矧 加 59期 ~60期 力目61期
1990年7月31日 1991年7月31日 1992年7月31日 1993i!'7月31日 1994年7月31日 1995年7月31日 1996年7月31日
1肝.Etm 先行境線 実行決練 f:ti5耳障 fUiS昨暁 蝿行持峰 ，式単行総2.跨練tこ
所有線 所有機 式..散に 慨省.，Ui，敏に 問時衡. 式....に 立飽散に 民胞融に
氏名又は名称 式融(干 -守14二bm" 民名文lま名称 式融〈干 有対線す弐る所敏 氏名又は名称 式..【平 対する所 氏名又は名称 式歯〈干 対する慨 氏名文は名称 所有峰武也 討する所 氏名又は名称 所有線変 対寸る附 氏名又は名称 所有線式 討する衛
.， 線} .， 有蜂式. .， 有陣式置 t干棒} 有暁式取 散t干棒} 有棒式融 世t干棒1有株式阻有機Jt の割合 の割合 の別会 の割合 の割合 の割合
散の創 (0.' {。‘} " ，% ，% 〔司令}ダイカ栓同情棒金 1.758 22.83 ダイ力社員向緯金 1.762 21.99 ダイカ祉圃拘韓金 1.799 20.71 ずイカ祉員持韓会 1.679 19.38 ダイカ社員得総会 1.664 16.67 ダイカ社員持株会 1，593 15.71 ダイカ社員拘輪金 1，591 15.75 
たくぎんキ守ピ.凡咽 400 5.19 t:(~^'ヰャピ."桐』 400 4.99 側北海道錨姐銀行 355 4.10 掛北海道拓殖闘行 433 5.00 醐北海道拓殖銀行 476 4.71 醐北海道拓殖担行 476 4.71 州北海道柘殖銀行 476 4.71 
. "，遭遇絹殖園行 355 4.61 摘企寓週拓珊掴行 355 4.43 大公一郎 306 3.53 制北海道銀行 340 3.92 閥北海道銀行 394 394 側北海道銀行 394 3.89 剛北海道館行 394 3.89 
大公一郎 300 3.90 大公一郎 350 4.37 側北海道銀行 300 3.46 大公郎 271 3.13 大公邸 297 2.98 大公一郎 297 2.94 大公一郎 297 2.94 
国北海道銀行 300 3.90 剛北海道観行 300 3.74 T:(t!んキ守ピ曹ルーー 250 2.89 山崎雅夫 184 2.13 桜畏岡田車置用掴行 237 2.37 掛昼間日本信用担行 237 2.34 ..周回皐慣用園行 237 2.34 
山崎雅夫 186 242 石倉克祐 208 2.60 山一鐙券側 225 2.60 側北陸銀行 180 2.08 側北陸銀行 198 1.98 側北陸銀行 19B 1.95 石倉明子 227 2.25 
側長期日本 側長期日本信 ステー ト1トリート ステー トλトリート
180 2.34 山筒雅夫 186 2.33 山崎雅夫 184 2.13 180 2.08 パンヲアンドト 180 1.80 パンヲアンドトラ 180 1.78 側北陸銀行 198 1.95 信用銀行 用銀行 ラストカンパ ストカンパニー
石倉克祐 178 2.31 圃盛岡H車慣用園町 180 2.25 担置岡田本圃剛圏内 180 2.08 ライオン側 150 1.73 ライオン側 165 1.65 ライオン附 165 1.63 住友情庇慣行制 166 1.64 
エ蕗欣一 167 2.17 工臓欣一 167 2.08 石倉克結 176 2.03 石倉克祐 140 1.62 山崎雅夫 164 1.65 石倉克祐 151 1.49 ライオン側 165 1.63 
側北陸銀行 150 1.95 側北燈銀行 150 1.87 エ疎欣一 154 1.78 工藤欣一 127 1.47 石倉克祐 154 1.54 橋本雄司 133 1.31 指本厳司 133 1.31 
S十 3.974 51.61 I!'十 4.058 50.65 1I十 3.929 45.37 Ii;t 3.684 4254 3.929 3935 1I十 3.825 37.76 IU 3.886 38.46 
ヲイカ28期 タイカ29M ヲイカ30期 'J'イカ31期 ダイカ32期 ぅrイカ33期 ダイカ34期
i:62期 i:63矧 迄64期 元首65矧 否66期 ~67期 i:68期
1997年7月31日 1998年7月31日 1999年7月31日 2000年7月31日 2∞1年7月31日 2002年3月31日 2003年3月31日
e，S円E2-・ 実行翼線 興行講揖 RtT3f揖 J!ti9l'樟 jf行靖鴨 先行語緯
傾荷飾 R賢有8傘 ヨミ121に 厳司・8摩 式能置に R賢司町線 Jtl!融に 宮崎町に 式能世に 式鱈置に
民名)1:1主名章第 1'"干
置に向 民名又は名称 豆電{干 討する続 氏名又は名称 "'.，手 封する所 氏名又は名称 式置{手 討する冊 氏名文は名称 所有棒式量 有討磁する冊 氏名文は名称
所有鈴;t 討する踊 民名又は名称 所有峰三定 対する跨ずる附 有棒式置 有陣式臨 有栂史眠 {干蜂] ま，. ..，干慢] 有樟Jt瞳 世[干蜂〉 有捧重量.， 有e・'" a， の割合 8・3 の割合 ・ー) の割合 の割台 の割合 の割合
-の副 (句} (嶋} 《句} ，%， l偽} ，.， 
ダイカ也員向積書 1目6261401 図中作次 2.142 9.18 ダイカ位陣情健全 2.193 9.40 うfイカ社員持緯金 2.271 9.74 ダイカ社員符橡会 2，469 1006 ダイカ社員持樟会 2，566 10.46 側あらた 24.532 1∞ 
.t，ailllT・園行 476 4.10 ダイカ世圃絢種金 2.117 9.07 田中作次 2.140 9.18 田中作次 2.140 9.18 田中作次 2，141 8.73 田中作次 2，141 873 
開北海道銀行 394 3.39 情1アイピス 1.402 6.01 情)アイビス 1.402 6.01 陥)アイビス 1.402 6.01 同アイピス 1，402 5.71 聞アイピス 1，402 5.71 
大公一郎 297 2.56 鈴木節夫 776 3.33 鈴木節夫 766 3.28 鈴木節夫 766 3.28 鈴木節夫 766 3.12 鈴木節夫 766 3.12 
憂ー国自主包周園町 237 2.04 田中東子 625 2.6B 田中京子 621 2.66 田中京子 621 2.66 田中京子 621 2.53 田中京子 621 2.53 
石倉明子 206 1.78 鐙3OfI!!・行制 524 2.25 大主製紙附 505 2.16 大王製紙附 505 2.16 大王製紙側 505 2.05 ダイカ取引先柿健全 512 208 
住友由民園行畠 203 1.74 文王製紙側 505 2.16 側北洋銀行 476 2.04 側北洋銀行 476 2.04 側北洋銀行 476 1.94 大王製紙側 505 2.05 
捌北陸銀行 198 1.70 ..t.."拓..tT 476 2.04 住友情I!舗行醐 462 1.98 側北海道銀行 394 1.69 ダイカ町引先防隊壷 472 1.92 側北洋銀行 476 1.94 
ライオン鮒 165 1.42 醐jt渇遭銀行 394 1.69 醐北海道銀行 394 1.69 側あさひ銀行 337 1.45 側北海道銀行 394 1.60 附北海道銀行 454 1.85 
橋本法司 133 1.14 側あさひ銀行 337 1.45 捌あさひ銀行 337 1，45 ダイカ取引先待係会 337 1.44 側武蔵野銀行 300 1.22 側武蔵野銀行 300 1.22 
(小計) 9，546 38.88 (小針) 9.743 39.69 
側太刀川商庖 300 1.22 側太万川商庖 300 122 
側大原商庖 300 122 側大原商庖 300 122 
側高橋商底 300 122 骨割高橋商庖 300 122 
側鍋六 300 1.22 附鍋六 300 1.22 
It 3.937 33.93 1+ 8.961 38.41計 9.299 39.86 1十 9.252 39.651i!十 10.748 43.81計 10.945 44.62 18十 24.532 1∞ 
[出輿注)住 ~f冨E l盟行の軍62-11164期の所有羽式霊童には.信託業 膏Iこ関わる様式市‘吉正 ている.その椋数は， 21干稼(第62期)， 111干綜(第63湖上司09千 (第64期)である.
表-14
必当h
U可
{注)第66期の「大統主J表にte鼠されている10名の所有線式合計!ま9，3018干株.合計比率1;:39.86%となっているがI ここでは10名の計算上の合計値を転蝕した。
{出典)ダイカ綜式会社f第21期報告書1同『第56期~第59期事業報告書』同『第60期~第68期有価紐券報告書』。
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会であった。同会は.23期 (57期)までは 20%以上の所有比率で筆頭株主であると同時に支
配(的)株主の地位を占めていた。その後.28期 (62期)までの資本増加過程を通じて，筆
頭株主の地位を保ちながらもその所有比率を低下させていった。これは，後述するように従業
員数に大きな変化がないために，所有持株数にも大きな変化がなかっことによる。
29期 (63期)には，表-14に示されるように， タナカ・富士商会との合併後にダイカの代
表取締役会長に就いた田中作次(表lを参照)が筆頭株主となりかつダイカ社員持株会が「当
事業年度では主要株主ではなくなったJ(51)。いうまでもなく，ここにいう「主要株主」とは
金融商品取引法(昭和23年4月13日法律第25号:第 163条第l項)上の議決権株10%以上
の所有比率の株主を意味する。ただし 順位は2位になったものの この時期に社員持株会が
合併による従業員増加で所有株数を大きく増やしていることは注目しておくべきであろう。そ
の後.31期 (65期)には筆頭株主の地位を.32期 (66期)には主要株主の地位を回復したが，
その所有比率は 10%程度にとどまった。
ちなみに業界首位のパルタックの 1990年代後半期の大株主をみると. 6-8%代の所有比
率ではあるが，同社従業員持株会のパルタック共栄会が筆頭株主であった (52)。
したがって，従業員持株会が安定株主のひとつであったというのは，この日用雑貨の主要卸
企業に共通する所有構造面の特徴であったといえるかもしれない。
なお，ダイカの社員持株会の場合管理職であっても加入できたが取締役・監査役など表
-1に示されるような経営陣となって「社員」資格を失うと脱退することとされた (53)。
個人株主についてみると，前述の田中作次のほか，大公一郎社長，山崎雅夫，工藤欣一，石
倉克祐，橋本雄司，石倉明子，鈴木節夫，田中京子など，表-1の経営陣に名前を連ねる人々
やその関係者が大株主となっている。
第2位の所有者タイプの金融機関も，表-13をみると.27期 (61期)以降，所有比率を低
下させており，所有株式数も 29期 (63期)をピークに減少させていることがわかる。これら
金融機関の多くは，表-14に示されるように，前述の借入先であり，金融機関からの資金調
達が，次第に株式から借入金にシフトしてきたとみることもできるかもしれない。これは，ゼ
ロ金利時代になって，株式発行コストよりも借入コストの方が割安にになってきたことと無関
係ではないと思われる。
第3位の所有者タイプのその他の法人としては，仕入先メーカ}のライオンをはじめ，大王
製紙，ダイカ取引先持株会(設立年月日不明)のほか，札幌の株式会社アイビス(田中作次氏
の関係会社)などがある。
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(2)経営陣の推移
次に.ダイカ役員の推移をみてみよう。表-1によって， 1990年6月のネタツ興商との合併
直後の21期 (5期)の経営陣をみると，ネタツ輿商の工藤欣一社長 (1932年9月生まれ，東
京大学卒業， 1957年4月工藤辰四郎商庖=ネタツ輿商の前身入社， 1970年12月ネタツ輿商代
表取締役社長)が代表取締役会長に就任している。また，同じネタツ輿商の工藤要祐専務 (1941
年 11月生まれ，武蔵大学卒業， 1964年4月工藤辰四郎商庖入社 1976年6月ネタツ輿商専務
取締役)と野里竹男常務 (1933年l月生まれ.八戸市立第一高等学校卒業， 1948年4月工藤
辰四郎商庖入社， 1976年6月ネタツ輿商常務務取締役)が，それぞれ専務取締役と常務取締
役に就任している(J54)。
別稿(J訪)でも検討したように，この時期までに，ダイカの経営陣は， 1969年の7社合併時
の母体会社の出資者同族を中心としながらも，非同族の経営陣やダイカ成立後の大卒入社の経
営障を加えた専門経営者 (salariedmanager)の層を形成するにいたっていた。この時期のダ
イカも，被合併会社の同族・非同族を経営陣に加えながら，そうした専門経営者の層を少しず
つ厚くしていった。 25期 (59期)に取締役に就いた森讃(1939年5月生まれ，青山学院大学
卒業， 1964年4月奇十全堂入社)も街十全堂生え抜きの専門経営者であり， 27期に監査役に
就いた佐藤幸男 (1937年8月生まれ，北海道大学卒業 大商証券.星製薬を経て1973年5月
ダイカ入社)のほか， 28期に取締役に就いている坪田正光 0943年7月生まれ.小樽商科大
学中退， 1969年9月ダイカ入社)と嶋脇明 (1954年2月生まれ 高崎経済大学卒業， 1976年
3月ダイカ入社)はダイカに入社して育成された専門経営者であった。ダイカでは， これも別
稿で検討したように， DODシステムを中心に人材の開発を力を入れてきたのであり，こうし
た生え抜きの専門経営者の増加は，そうした成果のひとつであったとみることができょう。ま
た後に合併する富士商会の鈴木茂夫社長が合併より 3期前の26期の 1995(平成7)年 10
月にダイカの監査役に就任していることも注目される(1日)。これは.前述のように.協力体制
構築のための準備段階であった。
29期 (63期)には.すでに監査役に就任していた富士商会の鈴木茂夫が代表取締役副社長
に就いたほか.蒔苗誠 0947年 11月生まれ.慶応義塾大学卒業， 1977年6月富士商会入社，
同年7月蒔苗税理士事務所開設， 1989年5月富士商会取締役)が常勤監査役に就いている。
タナカの関係では.先にも少しふれたが，合併会社のタナカの田中作次 0939年2月生まれ，
仕事しながら夜間の都立墨田川高校卒業， 1966年田中紙庖代表取締役社長)が工藤欣一会長
の後継の代表取締役会長に就任している。タナカからは，旧工IJ作次の実弟の(IGil阿部勇次 (1942
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年1月生まれ， 1957年田中米二商店入入社.その後中央大学卒業， 1966年6月タナカ専務取
締役)も専務取締役に就いている。タナカの関係者では，このほか非同族の中川彰之助 0945
年2月生まれ，埼玉県立越谷高校卒業， 1972年1月田中紙庖入社， 1993年5月タナカ常務取
締役)，平田啓一郎 (1949年12月生まれ，千葉県立市川工業高校卒業， 1993年5月タナカ常
務取締役)が取締役に就いている。また，久保秀夫(1942年10月生まれ，埼玉県立松山高校
卒業，埼玉銀行を経て 1993年7月タナカ入社， 1995年6月常勤監査役)が監査役に就いてい
るほか，個人事務所経営者ではあるが1995年6月からタナカの監査役を務めていた高橋小百
合 (1939年4月生まれ，日本大学卒業)も監査役に就いている(問。このように，被合併会社
のタナカからは経営者同族2名以外は，高橋を除くと 6名の役員がダイカの役員に就任してお
り，合併以前から.経営者としての役割を担うことのできる人材を育成していたと思われる。
そして彼らが，ダイカの経営陣に就任したことによって.ダイカの非同族以外の専門経'nf;者の
層が厚みを増すことになった。
エヌフォーと合併した31期 (65期)には.同社の名児耶徳雄社長(1938年8月生まれ.
1959年鍋六入社， 1968年鍋六代表取締役社長 1999年エヌフォ一代表取締役社長)がダイカ
代表取締役副社長に，同じくエヌフォーの高橋通夫 (1947年9月生まれ，1972年高橋商庖入社.
1990年高橋商庖代表取締役専務， 1992年エヌフォー専務取締役)が常務取締役にそれぞれ就
任し， ダイカ経営の舵取りに加わったほかは大きな変化はない。翌32期 (6期)には.ダイ
カ生え抜きの前田明典 0954年3月生まれ， 1976年3月ダイカ入社， 2000年仙台支府長)が
取締役に加わり，専門経営者の一翼として東北エリアの統括に当ることとなった(問。
7.人的資源の確保と資本装備の充実
(1)従業員動態
①合併による急増
ここで，経営者の方針を実施し経営目標の達成を実際に担う人的資源の面についてみておく
ことにしたい。まずこの時期の従業員数の推移についてみてみると，表-15に示されるよう
に， 1990年代初めの21期 (5期)には650名程度の従業員数で‘あったが，徐々に人数がt甘え
て24期 (58期)には7∞名を超えている。翌期には700名を割り込むものの.その翌26期 (60
期)には700名台を回復した。そして，その後2期にわたって，従業員数は漸減するが.タナ
カ・富士商会と合併した29期 (63期)には，一挙に453名も増加して1.153名となった。男
女別の従業員数の推移をみると.常に男子従業員数が女子従業員数よりも多数であるが.タナ
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カ・富士商会との合併によって従業員数が1.000名を超えるまでは.その聞きは 150-230名
程度で、あった。しかしタナカ・富士商会との合併以降，その聞きは500名を超えることとなった。
②直・間比率の推移
従業員の直接・間接両部門のそれぞれの数と，パートタイム従業者の数をみてみよう。それ
らが公表資料によって確認できるのは 26 (60期)から 30期 (64期)までである。その聞の
推移を示したのが表ー 16である。
ここでいう現業というのは，営業や物流面など流通の直接の業務であり，それ以外を非現業
(間接)としている。これをみると，男子従業員の場合，現業部門への配置比率は39%前後か
ら47%前後であり，非現業が60%台から 53%前後となっている。女子従業員についてみると，
現業部門が18%台から 27%弱.非現業部門が約81%から約73%となっている。したがって.
男子従業員は女子従業員に比べて現業配置比率が高く，女子従業員が男子従業員よりも非現業
比率が高いということがいえる。これは，女子従業員で事務部門に配置される人数が.男子の
その比率よりも相対的に高かったからである。
③パートタイマーの推移
ノfー トタイマーについてみると.表-16に示されるように，圧倒的に女子の人数が男子の
それを上回っていることがわかる。正規の女子従業員を加えた全女子従事者数のなかで，女子
パートタイマーの比率をみると.60%台から 70%台であり.26期 (60期)から 30期 (64期)
までの推移をみると，次第にその比率が高くなっていった傾向が読み取れる。これは，物流施
設の拡充と多頻度少量小口配送への対応などから，ピッキング作業その他での要員の増員が必
要になったことも影響しているとみられる。
(2)年齢・勤続年数と給与
表-16によって，従業員の平均年齢をみると，男子は34-35歳，女子は22-25歳であ
り，全体としてみると 30歳から 32歳の幅となっている。短期間ではあるが，その推移をみる
と.男子の場合は余り大きな変化はないが.女子では28期 (62期)から 29期 (63期)の間
で約2歳ほど平均年齢が高くなっている。この間に，タナカ・富士商会との合併があったこと
を考えると.被合併会社女子従業員の平均年齢が高かった可能性が考えられる。
平均勤続年数をみると，タナカ・富士合併前までは，男女ともに少しずつ長くなっていく傾
向がみられるが，合併直後の29期 (63期)にかけて.男女ともに短くなっている。これも，
被合併会社の従業員の勤続年数が比較的短期であった可能性が考えられる。
平均給与をみると，タナカ・富士商会の合併後に男女ともに上がっていることがわかる。こ
表-15 従業員数・新卒数・大卒数および新卒比率・大卒比率の推移 (1990年7月末現在-2003年7月末現在)
期(ダイカ) 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 
期0:5+全堂) 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 
現在年月 190年7月31日 191年7月31日 192年7月31日 193年7月31日 194年7月31日 195年7月31自 196年7月31日 197年7月31日 198年7月31日 199年7月31日 2α均年7月31日 2田1年7月31日 2田2年3月31日 2田3年3月31日
男子従業員数(人) 404 423 445 452 450 466 463 465 835 860 
女子従業員数{人) 249 251 254 259 248 269 244 235 318 324 
従業員合計数(人} 653 674 69 71 698 735 707 700 1.153 1.184 1.178 1.284 1.239 1.202 
新卒卒者者数比{人) 75 92 103 71 36 6 42 52 6 70 84 86 47 28 
新率(帖) 1.49 13.65 14.74 9.9 5.16 8.98 5.94 7.43 5.72 5.91 7.13 6.70 3.79 2.3 
大大卒卒者者数比(人) 13 17 21 15 13 18 1 17 14 26 35 26 24 16 
率(%) 1.9 2.52 3凹 2.1 1.86 2.45 1.56 2.43 1.21 2.20 2.97 2.02 1.94 1.3 
(出典)ダイカ株式会社『第21期幸t告書』。同『第56期~第59 百世ロ盲..同『第60期~串68期有価証券報告書Jl.同社『社内報だいかれ 990年-2003年各号のっち主に各~4月守の新入社員の記事。
表ー 16 従業員の人数・平均年齢・平均給与およびパートタイマー数の推移 (1995年7月末-1999年7月末)
常勤従業員 パート空イマー
期(現在) 男女別・計 現業 非現業 パー トヲイマー 数 ，(ー ト比率(%)
人数 比率(%) 人数 比率(%)
計(人)(A) 平均年齢(才)平均勤続年数(年)平均給与月額(円) (人)(B) [B7(A+B)] 
26 男子(人) 185 39.70 281 60.30 466 34.2 12.7 277.223 8 1.69 
60 女子(人) 72 26.77 197 73.23 269 22.9 4.4 150.210 413 60.56 
(1995年7sl31日) 計 257 34.97 478 65.03 735 30.2 9.7 233.569 421 36.42 
27 男子(人) 181 39.09 282 60.91 463 34.7 13.4 287.677 12 2.53 
61 女子(人) 52 21.31 192 78.69 244 22.9 4.5 156.867 415 62.97 
(1996年7月31日) E十 233 32.96 474 67.04 707 30.8 10.4 242，480 427 37.65 
28 男子(人) 181 38.92 284 61.08 465 35.3 14.0 291.035 21 4.32 
62 女子(人) 46 19.57 189 80.43 235 23.1 4.6 159.860 488 67.50 
(1997年7月31日) 言十 227 32.43 473 67.57 700 31.2 10.8 246.667 509 42.10 
29 男子(人) 393 47.07 442 52.93 835 34.8 11.0 317.452 60 6.70 
63 女子(人) 58 18.24 260 81.76 318 25.0 4.2 178.126 686 68.33 
(1998年7月31日)言十 451 39.12 702 60.88 1.153 32.1 9.2 278.980 746 39.28 
30 男子(人) 401 46.63 459 53.37 860 35.3 11.5 324.460 70 7.53 
64 女子(人) 63 19.4 261 80.56 324 25.8 4.5 180.567 784 70.76 
(1999年7月31日)計 464 39.19 720 60.81 1.184 32.6 9.5 282目548 854 41目90
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れは.さまざまな要因が考えられるが，被合併会社の社員給与をダイカに合わせたことで，全
体の給与水準が上がったためと考えられる(刷。
(3)新卒採用の動向と採用地域の広がり
①新規採用比率
表-15に示されるように，ダイカでは.2002年まで毎年.36名から 103名の新卒者を採用
している。その期末現在従業員数に占める比率は，約2.3%-約14.8%と幅があった。そのな
かで，大卒者の採用は.ll-35名の幅で採用しており，その期末現在従業員数に占める比率は，
約1.2%から 3%の幅であった。
新卒採用の推移のなかで採用数・採用比率が最大であったのは.23期 (57期)の1992年7
月末現在である。ちょうど1991年9月に青森支庖が新築・落成され，同年 11月には石狩支庖
が増築されており，翌1992年4月には庖頭登録した時期であった。さらに.1992年7月の4ヶ
月後の同年 II月には八戸支庖と仙台支庖がともに新築・落成となる時期であった。要員確保
の必要性が大きかったと思われる。
②大卒採用
表-15に示されるように，大卒採用は23期 (57期)の1992年7月末現在では.1990年代
で最多の21名である。期末現在従業員数に対する比率でも，ここに示されたなかの最大比率
の3%となった。 30期 (64期)以降になると 大卒採用数はふたたび増えることとなり.31 
期 (65期)には35名，全従業員数の3%近くの採用実績となったが，その後，漸減していった。
表-17によって，大卒採用を男女別にみてみると 全期間を通じて男子の大卒採用が多数
であることがわかる。その採用者数は. 8名から21名の幅となっている。 22期 (56期)から
24期 (58期)の女子採用者はないが，それ以外の時期には2名から6名の範囲で採用されて
いる。短大・専門学校卒業者の採用では.22期 (56期).24 (58期)および29期 (63期)に
は，男子が女子を上回るが.それ以外の時期では大卒採用とは逆に女子採用の数の方が多い。
とはいっても，大卒・短大・専門学校卒業生の採用数は全体の新卒者のなかでは少なく，圧倒
的多数はやはり高校卒業生の採用であった。
③男女別採用数と採用地
新卒採用者全体の男女別をみると，表一 17に示されるように.31期 (65期).33期 (67期)
および34期 (68期)を除くと.男子よりも女子の採用者数が多く，その女子採用者の多くが
高校の新卒者であった。それを北海道内と北海道外の高校に分けてみると. 1990年6月に八
戸のネタツ興閥と合併した次の時期の2期 (56JYJ)には初めて道外の高校からの採用があり，
表-17 各期の最終学校別・男女別新卒採用者数の推移 (1990年4月...2003年4月)
掴{ダイカ〉 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 
聞，~+全冨3 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 
198.年8月1日
期間
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(出典〉ダイカ稼式会社『社内穏だいかJ1990年-2003年各骨のうち主に各年4月号白面入社員の配事。
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その後，道外からの採用が継続し.山形支屈が開設された 1994年1月と福島支屈が開設され
た1995年4月の時期を含む26期 (60期)には17名もの道外高校採用者となった。さらに.
タナカと富士商会合併の1998年4月の次期にあたる 30期 (64期)には.35名もの道外高校
採用となり，その後2年間も 20名以上の採用が続き，この期聞は道内高校採用者を上回って
いることカ宮わかる。
④大卒・高卒の学校立地別採用の推移
表-18は，大学と高校の立地別採用者数を示している。大学の道外大学からの採用は，す
でに 1970年代からみられたが，ここでは道外の部分を，ダイカの東北の新規拠点との関係で
捉え直している。ネタツ輿商との合併の次期の22期 (56期)には，青森県の大学と高校から
の採用があった。その後，採用の大学と高校は，八戸支庖・仙台支庖新築・落成(1992年4月)
後の25期 (59期)には宮城県にまで拡がった。さらに，山形支庖の開設 (1994年1月)や
福島支庖の開設(1995年4月)の後の26期(60期)には山形県と福島県へと広がり.29期(63期)
には関東地域の茨城県の高校からも採用され始めた。タナカ・富士商会との合併後の30期 (64
期)には，秋田県の高校からの採用も始まった。つくば物流センターはじめ関東地域の拠点強
化が進む2000年以降は，栃木県や埼玉県にまで採用範囲が拡げられた。このことから，ダイ
カは，東北および関東地域への進出と併行して，現地の大学・高校からの採用を始めていった
ことが確認される。これは，合併会社の従来の地元採用枠を確保して継続したということにな
るが，かつてと異なるのは広域的人事交流の可能性を拡げたことであろう。
地元の教育機関を卒業した人材を確保することは，進出地域へ雇用面で貢献することのみな
らず，ダイカにとっては進出先の地元情報を確保することにもなる。地元情報には，地域の地
理・自然・気候・歴史・風土・交通インフラなどの情報のほか，それらとも関係する地域の晴
好の特徴や人間関係上のつながりなどもある。これらの情報を広域的に集積することは， とき
として戦略的に重要な意味をもつことになろう。その意味で.営業拠点の地元教育機関出身者
を確保し，それにもとづく広域的な人事交流を活性化することは，ダイカの人的資源と結び付
いた戦略的な情報基盤の整備という意味をもつものになったといえる。
(4)資本装備率
ここで，前述のシステムの統合・整備や設備投資と人的資源との関係を資本装備率という点
からみておくことにしたい。
表-19に示されるように，有形固定資産(建設仮勘定を除く)は.21期 (5期)の 1990
年代初頭から 31期 (65期)の2000年代初頭までの10年間で5倍にまで増えた。この間，
表ー 18 各期の最終学校別・男女別新卒採用者数の推移 (1990 年4 月 ~2003 年4 月)
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1998年4月の富士商会とタナカとの合併直前までの従業員数は650名から 700名前後であっ
たが，この合併によって29期 (63期)の従業員数は1.100名を超えた。その後.2000年8月
のエヌフォーとの合併を経て.人員数は1.200名を超える水準にあった。
時期の流れに沿って資本装備率(建設仮勘定を除く有形固定資産額を従業員数で除した値)
をみてゆくと，富士商会とタナカとの合併前までは.ダイカの有形固定資産の増加が著しく.
従業員数の増加よりも大きかったので¥資本装備率は着実に増加し 21期 (55期)末すなわ
ち1990年7月末の 1人当たり約450万円から.28期 (62期)末すなわち 1997年7月末の l
人当たり1.172万円にまで増加している。その後.29期(63期)と 32期(66期)および33期(67
期)にはやや減少がみられるが.全体としては，資本装備率が向上する傾向にあったとみてよ
いであろう。
この資本装備率の上昇傾向にみられるように，ダイカでは，人的資源の確保に努めるととも
に.積極的な設備投資によって機械化と近代化を推進していったことが理解されるであろう。
8.組織活性化と販売管理の革新
(1)人的資源の資質向上
①DODシステムの展開
ダイカでは，自社で採用した人材の資質を向上させて組織を活性化させるために，すでに
1970年代から DOD(Daika Organization Development)システムという独自開発の教育・訓
練システムによる継続的研修を行ってきた (161)。この教育・訓練は 東北地域そして関東地域
へと新卒採用が進む 1990年代においても より体系化されて実施されていった。これは.r教
育は仕事に優先させる」とう経営思想がダイカ経営者たちに共有されていたからでもある I}(ヘ
1996年頃のDODシステムをみると.入社時の新入社員理解訓練講座による相互理解に始ま
り，その後のマスター・プログラムによる 15週間のOJT. さらに職場配属後の新人セールス
マン入門講座，入社 l年後のフォロー研修.WDP (Women's Development Program)などの
一般社員向け教育システムのほかに，一般社員と新任管理職向けのSDP(Senior Development 
Program). さらに新任管理職向けの LDP(Leadership Development Program). さらに上級
管理職向けの MBC(Management Basic Course)に体系化されており (163) それぞれの研修
プログラムでは，外部施設でおおむね3泊4日の日数をかけて 10人程度で実施された 1州。
振吉巳歳男副社長によれば，そのほとんどが「講義形式ではなく，互いに話し合って成長し合う」
という方式であった。それは，ダイカが「仲間意識を重視し」ており「グループ化の中で力を
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発揮してもらう.つまり全体的にレベルの底上げをはかるという考え方」にもとづいている 1Iω。
②外部研修と小集団サークル活動
この他に.業界内外のメーカーや大手小売企業の主催する国内外の事業所・工場などの研修
にも社員を参加させて知見を広めさせた(l6()。
一方.職場改善のための小集団サークル活動も継続された。その基本理念は.r一日の中で
会社にいる時間が非常に長い 長いからには楽しくいて欲しい.そのためには楽しく仕事をす
る，ということJで、あった。すなわち r生き甲斐.1rやり甲斐jを目的として小集団サークル
活動の手法を採用し，その結果，業務改善，組織の活性化に結び付けるという考え方で一般的
な rQC活動』とは趣旨を異にし，一線を画しているつもりである」という 116i)。すでに 1982
年から導入され，その当時で100以上のサークルが結成されて発表会も開催されていたが(lω¥
東日本全域へと事業所を拡げるとともに，その数も増え，活動も活発となっていった。『社内
報だいかJには，各サークルの個性的な名称や活動内容が頻繁に紹介され(169¥各支社などで
発表会も開催された。
この他に，相対的評価の手法として，以前から『社内報だいか』に掲載された各事業所・支
店別の評価表があった(170)が，この他に 1981(昭和56)年5月からスタートした商品知識テ
ストのインフォーメーシヨン・テストもこの時期に継続され，その成果の一部も『社内報だいかJ
に掲載された(171)。これは， ダイカのセールスマンとして必要最低限の知識を習得しているか
どうかを確認するためのもので.各本部担当マーチャンダイザーが，各支庖の販売会議の終わ
りの20分間で，本部作成のテスト用紙で実施しその場で採点し合うという方法が採られた。
出題内容は，商品知識，現在実施中のキャンベーン，新製品情報.業界人(販売員)や社会人
としての常識.ダイカの方針などであった。ただし.これらの評価は，欠点を指摘するためで
はなく，自覚を促すためのもので，互いに良い手法を学びとっていくことに主眼が置かれたと
いう(172)。
③組織活性化の必要とそのモデル
ダイカの事業拠点が.東日本全域に広がるとともに，異なる経営風土や企業文化にあった従
業員たちを，共通の経営理念と経営目標へと向かわせるには.標準化された教育・訓練システ
ムと相互啓発的・内発的な業務改善を通じて 個々人の意識改革と能力向上をはかることが何
よりも重要であった。これは.ダイカが1969年8月の7社合併という経営史的経験を通じて
組織的に学んできたことでもあったろう。
というのも，ダイカでは前述の情報システム面でもそうであったように.全道という広範囲
な事業拠点のリーダーたる支庖長などには，大きな権限と責任を与えていた。これは.広範囲
であると同時に，とくに冬季などの環境下では配送の遅れや欠品を避けるために即座の判断が
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求められることが多かったからである(173)。この意味で 質の高いミドル・マネージャーが中
核を成す組織体制が整備されていたといえる。ダイカが，その後，全固化する基礎には，こう
した広範囲に事業拠点をカバーするために構築されてシステムや組織の体制があったとみる
ことができょう。またこの点は， 1920年代のアメリカで事業部制が整えられた時期にミドル・
マネージャーの成長があったという論点(171)と共通する側面として注目しておきたい。
ところで，この組織的人材育成の重視には，経営陣の学生時代からの経験も影響している可
能性がある。振吉巳歳男副社長は，学生時代に早稲田大学ボート部で自らを練磨し，その後も
ボート協会の要職を務めた。「ボートが他の競技と異なる点あるいはその特長は何かJとの筆
者による質問に対して， rそれは，完全なユニフォーミティ。同じ目標に向かつて，すべての
競技者が同じ動きをする競技は他にないでしょう」との回答であった(問。ちなみに，大公一
郎社長も，一橋大学時代にボート部に所属しており.少なからずこうした共通感覚はあったで
あろう。こうしたボート競技の特長である一体感を，企業運営のひとつの理念として暗黙のう
ちに両トップ・マネジメントの間で共有していた可能性があろう。同社で女子ボート部を結成
して応援したのも，ボート競技の特性に組織運営のモデルをみたからかもしれない。
いずれにせよ， 1980年代初期に振吉副社長が用いた言葉を借りれば，こうした様々な施策
によって「人間の鮮度」を保ち(li6) それを組織力へと結集させる努力が継続された。
(2)営業革新と管理システムの向上
①仕入先無返品制度と単品管理精度の向上
ダイカでは， 1991 (平成3)年9月，振吉副社長・営業本部長による『第23期営業本部長方針』
のなかで，翌 1992年4月から仕入先メーカーへの返品をゼロにすることを発表した 1m)。そ
して， 1992年1月の新年交礼会の場で，振吉はメーカ一関係者一同に対して r4月から当社は，
一切返品はいたしません」と約束した 1178)。
この振吉営業本部長による宣言には，公害に対する企業責任，取引の明瞭化・明確化.セー
ルス活動の革新という， 3つの基本思想があった。
まず最初の企業の責任の面では，当時で4トントラック 50台分にも相当する返品があり，
返品の多くが再生されず廃棄されるので環境保護に悪影響を及ぼす。と同時に，返品の逆物流
にともなうトラックの轄綾という社会的な問題への意識である。取引の面では，ダイカでは従
来仕入先メーカーへの返品運賃を全額負担してきたが，このコスト負担についてメーカーや卸
の間での取引規定が不明瞭であること， さらに逆流コストの算定基礎も含めた合理的な逆流の
システムなどが構築されていない， という認識もあった。また販売の実際面では，本来， r売
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れる売場Jを作る，すなわち「庖頭重視」であるべきところ， r売上重視」に走ってしまい，
100万円の返品があっても 200万円の商品納入ができれば，返品を厭わずそうした過大な商品
仕入をしてしまう傾向があるとの見方であった。そして 「売り切れる商品J. r売り切れる売
り場作り」を徹底するには， r庖頭重視」を意識するだけではなく行動として実践する必要が
あり， r無返品取引制度」は，そういうところへ自らを追い込み， r真の販売革新」を実現する
方法であるとしたのである(179)。
この仕入無返品取引制度の定着と検証は 24期以降の『営業本部長方針Jの第一番目に掲
げられ， 1990年代のダイカで最も重要視された営業革新のひとつとして位置づけられた。
第24期営業本部長方針では r1 仕入先様との無返品取引の定着ーその為には，販売革新
が不可欠一J(180)と前述の基本的な思想と行動の徹底を示し 第25期の方針では r1. "仕入
先無返取引"は業務をどのように変えたか 良い効果には歯止めをしよう。イ 庖頭に目を向
けて，ロ お得意先，仕入先との連携を強め，ハ 先行管理システムを推進する。」とした(181)。
さらに第26期と第27期では， r"業務改革の更なる継続"Jという全体的方針の最初に rl.
"仕入先無返取引"を定着させ業務改革の効果を高める。イ 庖頭を起点として ロ お得
意先，仕入先との連携を強め，ハ 先行管理システムを推進するJという前期の継続的な方針
が示された(182)。
仕入先無返品を実現するには，ダイカの商品納入先からの返品も減らさなければならない。
このため， rダイカは小売庖からの返品を引き取らないjとの風評でダイカの営業活動の足を
ヲ|っ張る同業者もいたようである。ダイカは，納入先からの返品は引き取ったが，その返品率
は， 1990年の4.2%から， 91年には3.44%.92年には2.4%，93年には0.94%，例年には0.7%，
95年には0.64%と着実に減少させた。それら返品の多くは費用をかけて再生し，仕方ないも
のはマークダウンして販売し捨てざるを得ないものは破棄し季節商品は翌シーズンまで持
ち越すということで対応した。こうした成果を実現するために，前述の小集団サークル活動で
もさまざまな検討がなされて社内も引き締まり，在庫も減少し支眉倉庫も鮮度の高い商品ば
かりになり，セールス活動も変わり，販売革新が実現したという (IB:!I。
なお，このダイカによる仕入先無返品制度は，関東エリアでは，得意先の状況とメーカー商
談の進め方の違いもあって，余り推進しなかったようである。しかし北海道・東北・新潟で
はその後も継続していったという (1制。
②単品在庫管理の徹底
第24j明~第27期にかけての営業本部長方針の「仕入先無返品」と並んで示された方針が「単
品在庫管理精度の向上Jであった (H¥!))。これは，コンピューター在庫と実在庫の差をゼロとす
ることである。単品在庫住z理を徹底するには，コンピューター在庫にi依っていない商品は，た
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とえ実際に商品庫に在庫があっても出荷しではならない。しかしそうすると現場ではたいへ
ん困る。だからこそ，できるだけコンピューター在庫と実在庫を早く一致させようと一所懸命
にならざるを得ない。すなわち「窮して変じ，変じて通ず」にすべきという。この完成には.
商品の出し入れに関わる商品課だけではなく，販売から経理など全員がそれぞれの立場で自分
の役割を自覚して取り組むべきであるとしている。また，単品在庫管理を一般化するには商品
アイテム数が少ないほうが良いが.単純に「現状のアイテム数は多いから減らそう」とするの
ではなく. 1強くすべき商品を強くしてゆくと，余分なものは減ってゆく」とう姿勢が大事で.
日本万のように「プロらしい研ぎすまされた行動をとらねばならな」いとしている(1861。
この単品在庫管理も.さまざまな全社的な取り組みによって，大きく向上させる成果をみた。
また得意先への誤配率は，皆無の支庖もあり.全支届平均0.01%となるほど向上した。これら
は，コンビューターにより. 16支庖と本社間で単品別・個届別の販売商や利益，各支自在Jill
をリアルタイムで確認できるシステムが完成した成果でもあった(18;1。
③利益貢献管理と三カ月先行管理システム
卸機能の性能向上のためには，いっそうの販売管理面の草新が必要であった。ダイカでは.
1993 (平成5)年から翌年にかけて，ダイカ独自の得意先貢献利益の算出方式を開発した。当
時，損益分岐点が上昇傾向にあり，得意先ごとの利益の実態(粗利から得意先に関わる経費を
差しヲ|いた貢献利益)を詳しく把握する必要があった。これを.正確に把握することは容易で
はなく，各業務担当者に大きな負担をかけることにもなりかねなかった。そこで，運用聞を重
視し.かつ簡便性と精度の両面から開発されたのがDRP(Direct Retailer Profit)である。こ
のDRPによって.各支庖では52ノート (NEC製，ビジネス用ノートパソコン)に必要なパ
ラメーターを入力するだけで特定の得意先の貢献利益を把握できるようになり，かつパラメー
ターの数値を変えるだけでシミュレーションが可能となった(1制。
他方，アメリカのECRの「六カ月計画」での「三カ月ごとの見直し」を参考に.1997 (平
成9)年すなわち第29期から「販売の三カ月先行管理システムJも導入した(1891。前述のよ
うに.すでに28期以前の営業本部長方針でも「先行管理システムの推進」がかかげられてい
たが. 1三カ月先行管理」が明記されたのは，第29期の「却機能を磨く一流通新時代を共に聞
こう一」という経営目標(酬のもとで示された第29期営業本部長方針においてであった。そ
こでは「機能の強化と業務改革の推進」が目標とされ「機能の強化」の3番目の項目として.
1" 3カ月先行管理"の徹底」をはかることとしたのである(191)。
ダイカでは，仕入先メーカーと納入先と一体になって，消費者需要を喚起して購買の促進を
はかるため，独自の「三カ月先行管理システム」を開発し.そのネーミングを社内募集によって.
商品(Merchandise).蓄積(Accumulation).提案(ProposaI)の3つの頭文字からとったIMAPJ
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と命名した (92)。このシステムでは，ダイカの販売員がノートパソコンを使って，過去の納品
データから需要を予測しこれに基づいて3カ月間の得意先の「販売促進(特売・企画等)計画J
や「新製品の導入計画」を立案する。これによって得意先と商談を行って，その計画が実際に
どうなったかについての検証を行う。この「計画・実行・検証」を常に3カ月のスパンで繰り
返して，次の企画の立案に活かすというシステムである (193)。これによって.品切れによる庖
頭での機会損失を防止するとともに.前述の無返品の推進・維持もはかられたのである 1例)。
9.経営実績
(1)販売実績
①売上高
表-10に示されるように， 21期 (55期)の 1990年7月末に約420億円であったダイカの
売上高は，その l年後の22期 (56期)には500億円を超え 1990年代最終期の30期 (64期)
すなわち 1999年7月末には 1，000億円を大幅に超える実績となった。決算期変更にともない
7カ月決算となった 33期 (67期)の2002年3月末を除いて.その後も，順調に売上高は伸
びた。そして，共同持株会社設立期の34期 (68期)には約1，727億円の売上高となった。 12
年余りで， 4倍以上に売上高を伸長させたことになる。従業員 l人当り売上高も，タナカと富
士商会との合併により従業員数が400名以上増加する 29期 (63期)の前期まで，着実に増加
していることがわかる。
当事者の実績に対する認識を確認するため ダイカの『報告書Jの表現を引用してこの間の
推移を少し詳しくみてみると， 1990年代前半の21期 (55期)から 22(56期)にかけて「日
用雑貨・化粧品業界は大きなヒット商品はないものの消費の多様化・高級化などにより経済成
長以上の伸長を示しJ(95) 翌23期 (57期)には新製品発売などもあって売上が伸ぴたが (96)
24期 (58期)には，これまであまり景気に左右されない日用雑貨・化粧品業界も景気低迷の
影響を実感することとなった(197)。表-10の売上高前期比をみても，その伸長率が低下して
きていることがわかる。続く 25(59期)は r3年続きの不況にはいささか回復の兆しも見え
始め，期末には大幅減税や猛暑のプラス要因があったものの，円高や物価下落の影響もあり.
夏の季節商品を除けば景気浮揚感も乏しい」ものであったが， r日用品・化粧品の需要には安
定したものが」あった。しかし， r大手量販庖のPB商品などの影響もあり，納入単価の低下
から来る売上の伸び悩みは免れ得」えなかった (98)。小売競争の激化と低価格化の進行と納入
単価低下の圧力は，その後も卸企業の売上を抑制する大きな要因となりIi的)。表-10から読
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み取れるように， 62期まで売上高の伸びは10%以下となり，粗利(売上総利益)の確保につ
いても厳しい状況となった。 28期 (62期)には，そうした厳しい収益環境にありながらも「活
発な新製品の発売と，茶髪ブームによる染毛剤， 0-157関連の薬用石鹸の特需などもあり堅調
に推移しJ(2∞表-10から読み取れるように，売上高の伸長率は上昇した。
29期 (63期)には，前述の 1997年度の消費税率の引き上げに加えて，所得税・住民税の特
別減税撤廃，医療費負担割合の引き上げなどによる個人消費の落ち込みゃ，金融不安により，
「景気は停滞から後退へと推移し」たとの認識となった。百貨庖やスーパーでも前年売上を下
回る結果となり，卸売業全体も同様であった。「日用雑貨・化粧品の業界もこれというヒット
商品に恵まれず，ティッシュ・ロールといった紙製品をはじめ小売庖頭の安値競争の影響も免
れJることはできなかった。しかし東北地区の売上の黒字転化や，富士商会，タナカとの合
併もあって，表-10に示されるように売上は24%以上の増加となった (20l)。続く 30期 (64期)
も雇用・所得面の不安が厳しさを増して個人消費が低迷したが 「日用雑貨，化粧品の業界は
衣料用消臭剤や美白化粧品などヒット商品が生まれ，東日本では今年の猛暑も売上増に結びつ」
いた。ただし小売庖聞の競争が厳しさを増し，粗利への影響が免れ得ないなかで， 3社合併
による新生ダイカの総合力を発揮した結果 (202) 表-10に示されるように大幅な増収となり，
前期比44.6%もの実績となった。合併によって，タナカの紙製品はじめ「総合力」が大きくなっ
たことが最大の要因であろう。
しかし 31期 (65期)から 32期 (66期)にかけては，小売底聞の競争や販売単価下落の
影響もあって(加売上の伸びは 10%以下となった。決算期変更(短期)の33期 (67期)を
除いて， 34期 (68期)の売上高を 32期 (66期)と比べると，個人消費が停滞するなかで日
用雑貨・化粧品の売上が堅調に推移したこともあって(捌)， 12.8%の伸びとなっている。これは，
32期 (66期)首すなわち 2000年8月のエヌフォーとの合併による新潟地域の売上増や，関東
エリアの供給体制の充実が功を奏し始めたことによるとみられる。
②売上総利益率と仕入割引
全体として売上を伸ばす傾向を保ちながらも，初期の段階から物流費・金利負担のほか，得
意先の要請の厳しさ(仰に岬吟することとなった。物流費については，前述のように物流拠点
の見直しと新しい物流・情報システムの導入によって効率化をはかったが，それに必要な資金
需要の多くが借入金でまかなわれたため，金利負担は継続した。また得意先の要請は，益々厳
しさを増していった。スーパーやドラッグなど小売企業の庖舗展開と有力小売企業聞の競争が，
卸企業の販売価格(小売企業への納入価格)低下圧力をさらに高めたのである。このため，ダ
イカのような卸企業にとっては売上総利益(粗利)の確保が常に課題であった。
表-10に示されるように， 28期 (62期)の 1997年7月末頃までは， 11%台から 12%台の
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売上総利益率を保っていたが，それ以降，やや下がって10%台となった。売上伸長率が大きかっ
た30期 (64期)の1999年7月末でも 10.51%であったことは注目されよう。なお， 23期 (57
期)以降，売上総利益率の低下傾向のなかで27期 (61期)に伸びているのは，主要取引先の
一部の取引制度の見直しによるものであった。すなわち「従来の仕入割引が廃止されて仕入単
価に反映されることにな」ったので，従来方式の計算と比べて売上総利益がi148.l04千円多く」
計上されたことによる(制。
ダイカでは， 20 期(第 54 期)の 1988 年 8 月~ 1989年7月の聞に，営業外収益に計上して
いた仕入割引を売上原価から控除する方式に改めたが(初7) その後の取引先拡充の過程で，こ
の方針が全般に及んで、いなかったのであろう。この27期 (61期)の改訂も一部とされており，
依然として，仕入割引分の原価算入分と未算入(営業外収益として計上)分が混在していたと
みることができる。
この仕入割引は，業界で「現金引き」あるいは「金利引きjと呼ばれているものである。メー
カーへの仕入代金の早期支払いなどによって，買掛金の一部が免除される部分などが該当する。
ダイカの場合，小売庖への直販が多く仲間卸の比率はわずかであるが いわゆる帳合料などは
この仕入割引には含まれず，仕入割戻すなわち仕入原価の減額として会計処理がなされていた
という(抑)。その実際の額は不明であるが そうであるならば前述の売上総利益(粗利)に
はこの帳合料分も含まれており，実質の売上総利益はそれを控除して考える見方もあろう。
なお，帳合料などの売上戻しなどを売上原価から控除した場合としない場合のいずれも，後
にダイカと合併する伊藤伊と比べると，ダイカの売上総利益は相対的に高かった。これは，伊
藤伊が2次卸庖(仲間卸)中心の取引であり，仲間各[1からの小売庖への販売価格と伊藤伊から
小売庖への直販価格を同一にするという方針から，伊藤伊から仲間卸への売上総利益がゼロと
なり，仲間卸への売上は実質的に帳合料分によっていたためである。しかし.その伊藤伊も，
仲間卸依存から直販への移行にともない，次第に売上総利益率を高くしてゆくこととなる (209)。
③商品構成
ここで，売上高のなかの商品構成の推移をみてみよう。表-20に示されるように， 21期 (5
期)にから 28期 (62期)までは，パーソナルケア商品が首位で，紙・衛生材が第2位，ホー
ムプロダクトが第3位，洗剤関連製品が第4位， レジャー関連商品・その他が第5位であった。
その後，紙・衛生材が次第に構成比率を高めて，29期 (63期)には首位の座を占めるようになっ
た。2位となったパーソナルケア商品に続いたのはホームプロダクトで、変わらず，第3位であっ
た。第4位は，紙・術生材と同様に構成比率を高めていったレジャー関連商品・その他であっ
た。この結果，洗剤関連商品は，放下位となった。
一般に紙製品は組利が低いと考えられるので.その売上高が首位になったということは，一
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方で，粗利を確保するには相当量の販売実績が必要である。また嵩張る紙製品や衛生材といっ
た新商品の扱いが増えたことは，少なからず，前述のような物流システムの改変を余儀なくさ
せる要因となったであろう。
(2)利益とその還元
①経常利益と営業外収益
上述のように.27期 (61期)に主要得意先の一部の取引制度変更にともない，営業利益も
増えたが，仕入割引分の営業外収益がその分減ることになる (210)。経常利益はそうした変更に
よる影響を受けない。表-10によって この経常利益の推移をみると，一般管理費増大によ
り営業利益が半減した26期 (60期)と営業利益が赤字となった31期 (65期)を除くと.全
体的に伸長の傾向にあったといえよう。 31(65期)の経常利益の減益は，利払い負担などが
かさみ「先行投資を吸収するに至らJ(211)なかった面も影響したと認識されている。こうした
一時期を除けば，一部取引制度変更のあった27期 (61期)でさえ大きな伸びを示しており.
従業員 1人当り経常利益率をみても，合併によって従業員数が増える 29期 (63期)の前の期
までは，着実に増加している。
今，その制度変更に関わる仕入先からの営業外収益の推移を表-21によってみてみよう。同
表に示されるように，営業外収益のなかでメーカーからの仕入割引が最大であり，その他を除
けば，仕入先拡売補助金がそれに次ぐ値となっている。仕入割引と仕入先拡売補助金を合わせ
た額が営業外収益に占める比率をみると.29期 (63期)の1998年7月まで60%台から70%台
にあり，前述の27(61期)の一部仕入先の取引制度変更の際には少し額が減るものの，その比
率は70%台を維持しており，大きな影響を受けていないことがわかる。 30期 (64期)になると，
その仕入先からの割引や補助金の営業外収益に占める比率は80%台となり，それ以降.32期 (6
期)まではその額を増加させ.3期 (67期)まではその比率を高めていることがわかる。
これは，前述のように得意先である大手小売企業による低価格納品の圧力が高まる一方で，
仕入先メーカーからの販路拡充に対する成果報酬が拡大していたことを示している。すなわち.
ダイカはじめ流通の中間に位置する卸企業は，小売企業からの圧力による利益減少分を仕入先
メーカーからの補助で補填していたという見方もできょう。ただしそれは卸企業が遂行する
さまざまな機能による成果への対価で、あり，この仕入先メーカーからの期待に応え得た企操-に
のみ許された報酬であったといえよう。この意味で，ダイカがこうした仕入先メーカーからの
仕入割引や拡売補助金を増大させていったということは，それだけその却機能の社会的評価を
高めていったー証左で、あったともいえよう。
ーー、??
???
? ?
???
???
?
????????
?
?????
商品別売上高・売上構成の推移
期(ダイカ) 21 22 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 」
期(J::j十全堂) 55 56 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 
期間
1989年8月1日 1990年8月1目 1993年8月1日 1994年8月1日 1995年8月1目 1996年8月1日 1997年自月1日 1998年8月1日 1999年8月1日 2000年8月1日 2001年8月1日 2002年4月1目
-19叩年7月31日-1991年7月31日-1994年7月31目-1995年7月31日-1996年7月31日-1997年7月31目-1998年7月31日 -1999年7月31日-20凹年7月31日-2001年7月31日-2002年3月31日-2003年3月31日
現在年月 1990年7月31日 19引年7月31日 1994年7月31日 1995年7月31日 1996年7月引日 1997年7月31目 1998年7月31日 1999年7月31目 2000年7月幻自 2001年7月31日 2002年3月31日 2003年7月31日
品目別 葺止"百万円]捕虜比門的 豊且』匝t軒昂同』 問院比{骨骨】 量.!:.all!15同』 揖証比"も)量..，百万円1 構成比，..， 哩.t.:I.D耳円 帽曜比"も}.主車'咽耳.'情躍比(崎}理主耳目百耳円1構民比{崎)男.t.alD耳円・ 柵成比{甲骨)葺止眉1冒耳同'楠"比'"】 費且"百高円‘ 構成比{崎〉 .よ置l百万円 暢成比作曲}I!，.ta D'耳円 柵成比t崎}
パーソナルケア商品 16.142 38.4 18.139 35.6 22.124 36.4 23目001 36.4 24.428 36.0 26.574 35.9 28.557 31.1 32.384 24.3 36.559 25.6 42.466 27.1 30，Q48 27.8 51.177 28.9 
洗剤関連商品 3.161 7.5 4.196 8.2 5.139 8.5 5.140 8.1 5.119 7.6 5.459 7.4 6.353 6.9 8.205 6.2 9.641 6.8 9.526 6.1 7.026 6.5 11.668 6.6 
ホームプロダウト 6.707 16.0 9.146 18.0 10.165 16.7 10.313 16.3 10.675 15.7 12.202 16.5 13.900 15.1 17.038 12.8 18.576 13.0 22.801 14.6 14.393 13.3 24.277 13.7 
紙・衛生材 13.222 31.5 16.014 31.4 19.064 31.3 20.175 32.0 22.831 33.7 24目329 32.9 34.095 37.1 58.327 43.9 60.195 42.2 65.036 41.6 45.219 41.8 73.975 41.8 
レジャー 関連商品・その他 2.781 6.6 3.480 6.8 4.348 7.1 4.511 7.2 4.765 7.0 5.411 7.3 9.032 9.8 16.992 12.8 17.700 12.4 16.658 10.7 11.423 10.6 15.850 9.0 一合計 42.0161 100.0150.笠立は盟主盟主主11100.0163.140 1 100.0167.8181 100.0173.9741 100.0191.9381 100.01132.9461 100.01142.6711 100.01156.4871 100.01108.1091 100.01176.9471 1∞o 
表-20
(孟'-555扇証1つ自の項目が『化粧品・香櫨品・化粧雑貨J.3つ目の項目が「家庭紙・衛生材関連J.5つ自の品扇扇面守電器Jレジャー・文具・ベヲ両正証云でhる。
(1主2)62期までは5つ自の品目名が「レジャー・関連商品・その他Jであるが.白3期以降は「ベット・レジャー・関連商品・その他Jとなる。
(注3)68期には独立した品目として『電器関連商品Jがあって.3.512.202千円が計上されているが.これは「ベット・レジャー・関連商品・その他JIこ合算している。
(注4)64期までは.ダイカ閥単体の売上高であるが.65期以降は側ファッションダイ力と側アドニスの連結子会社2社を含む連結の売上高である。
(出典)ダイカ株式会社『第21 期報告書~.同『第56期・第59期事業報告書~.同『第60期~第68期有価匝券報告書』。
(金額単位:千円)
期{ダイカ〉 2. 22 23 2' 2s 26 27 2. 29 30 31 32 33 3・
期ti:i+金量} 55 56 57 58 59 開 61 '2 63 '4 65 •• " 
.8 
期間 1989年8月1日 1990年8月1日 ~1919912年a7R13日1日 1992年S月1日 1993年8111日 1994年8月3日 1995年8111日 1996年S月1日 1997年自月i日 19司自年8月1日 1999隼8月1日 2民間年8月1日 2曲l'牢8月1自 2叩Z年4周1日-19曲年7.F131日-1991年7月31目 -1993年7月31日-1994年7月31日-1開5年7月31日ー1996年7月31日-1997年7月31日...198年7月31日-1999年7.F131目-2航路年7月31日-2回 1年7月318-2回2年2月31日-2凹3年3月31日
冨.割葺 189.463 329.042 577.344 持9.248 422.749 四羽田 448.372 509.409 360曲7 355，704 6.216咽254 .d.575.355 ..曲4 1.408.240 
冨.外観韮
量1Ii利息 4.826 8.131 4.174 4.145 5，153 5.576 4.269 13.847 1.338 2.593 
畳取配当金 9.568 9，873 8.194 8.246 12，630 17.188 19.174 22.6田 6.761 21.849 
量取調車・配当金 39.282 31.829 18.6‘日5 16.420 
有信匝券輔息 1.722 1.011 7.322 739 1.1曲 1.040 360 485 3同 388 
有量E券売却韮 6.316 
仕入割引(AJ 420.品3 目指320 332.275 411.417 498.948 561.303 463.150 481.643 618，224 1.223.744 1.307.990 1，498.396 1，047.355 1.326.140 
仕λ"'''売摘助盆'8) 89.352 77.364 32.280 25.249 11.741 82，823 91.766 85.671 21曲8 20.227 
λー・唱・コ a・ 'c.，oo. 64.69 7134 6146 6350 77.18 74，91 7037 70.28 69.40 84.30 87.53 87.65 曲72 叫曲
そ白色 E曲~17 171.5日 189.691 220.0羽 151.535 196.045 188.872 201.219 258.858 219.533 175.681 186.3田 1個 S判 145.017 
いl、計)(C) 6阻1:目 7田 7田 540.612 647.871 762.268 853.729 103.994 721，242 901.08 1.549.9師 1.599，242 1.807，319 1.178.274 1.516816 
曾豪外費用
主弘司且 183.178 253.625 232，722 四3.219 229.699 125.025 218.0.判
主払調車割引軒 126.71 126.638 85.135 65.304 98.594 171.472 172.375 
社置利息 15.76S 16.143 16.431 16.192 10.848 
社置発行置 55.679 
額，aese，ーeをfIT慣費先行量償却 5.438 1，181 5.030 6.848 3.143 66.737 
自己徐立売却損 7，130 2，292 810 509 
有価匝券売却鍋 2.375 28，783 
聾上割引 13.449 17.636 9.682 5.354 4.763 3，989 4.535 2.522 755 921 
不動産圃買寄費用 回 743 90.871 
そ品処 17.926 17.075 21.071 13，7国 617 11.275 4.091 9.212 11.847 71.236 叩 641 1曲~65 918 
('1、計} 四1.1倒 270，701 320.531 216，924 217.664 172.876 129.875 102.912 131.489 288.291 268田2 338.487 177.日4 312.326 
軽常利益 638.482 768.040 797，425 S却195 967.353 884.912 1.022.490 1.127.740 1.136.826 1.617.319 1.054.925 893.476 1田9.775 2.612.7国
〈出実】ダイカ蜂式会主士家目輔緩告書J.同第55用-!ftS9湖率.報告書』同 家60期~第68胡有価恒券線告書J，
ダイカの営業外損益表-21 
σ3 
E刀
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②純利益と配当性向
純利益についてみると，表-10に示されるように，やはり 26期 (60期)とタナカ・富士
商会との合併直後の29(63期)に減益となるものの. 1990年代にはおおむね増加の傾向をた
どった。 2000年7月期の 31期 (65期)には，前述の先行投資負担もあってやや落ち込むが，
翌32期 (66期)には純損失となる。これは.r退職給付会計を導入し会計基準変更時差異を
一括処理した」ためで.このときダイカでは特別損失で退職給付会計基準変更時差異償却額の
15億9.808万円余りを計上している (212)。ただ，それらの時期を除くと，全体的な趨勢として
は増加傾向にあったといえよう。表-10に示される l株当たり純利益率をみても.22期(56期)
から 28期 (62期)まで40円台から 50円台の水準を維持している。
利益処分についてみると ダイカでは「株主への利益還元を経営の重要政策のーっと位置
付けJて，利益配分については「企業体質の強化を図り，安定的な利益を確保しつつ，業績に
裏付けられた成果の配分を行うことJを継続した (213)。表-10に示されるように. 1株当た
りの配当額は24期 (58期)までは 10円であったが.25期 (59期)以降は 12円以上となっ
ている。 26期 (60期)についてみると 普通配当は 10円で、あったが株主への支援感謝の特
別配当金2円を加えて 12円となった (2i4)0 27期 (61期)も普通配当金は 12円と増やし，こ
れに時価発行増資公募増資実施の記念の特別配当金l円50銭を加えて 13円50銭とした (215)。
この 13円50銭の水準は.30期 (64期)まで保たれる。 28期 (62期)も前期と同じ普通配当
額12円に，増収増益の感謝の特別配当 l円50銭を加えている (216)0 29期 (63期)は，表-
10の計算上は約9円となっているが，同衰の注記に記したように，普通配当 12円と合併記念
特別配当 l円50銭で 13円50銭であった<2(7)。
配当性向の推移をみると，表-10に示されるように.22期(56期)までは 10%台であったが，
23期 (57期)から 20%台となり.28期 (62期)には 30%台.29期 (63期)には40%台，
そして33期 (67期)には50%以上となっている。この変化からも 利益の株主還元が次第に
重視されるようになったことは明らかである。
一方，内部留保も，前述のような北海道・東北・関東での商圏拡大とその基盤強化および情報・
物流システムの強化のために必要であった。そして，こうした内部留保の確保とそれにもとづく
投資こそが将来の利益の確保と株主への長期安定的な配当に寄与するとの経営判断であった(218)。
(3)業界ランク
①売上高
ダイカの 1990年代から 2000年代初期の業界内の相対的地位を確認しておこう。まず売上高
一一ダイカにみる 1990年代-2000年代初頭の地域有力卸企業の広域展開一一 67 
についてみると.これ以前の 1980年代後半のダイカは，首位のパルタック，第2位の中央物
産に続く 3位の地位にあり，後に統合する伊藤伊が第4位，第5位は小川屋か井田両国堂であっ
た (219)。表-22をみると， 1990年度すなわち表-10の21期 (55期)すなわち 1990年7月
期決算のダイカは5位に退いているが，翌年度の 1991年度には第3位に復帰しさらに 1992
年度以降は業界第2位に地位づけられるようになった。
表-22 洗剤・化粧品卸企業売上高上位 10社の推移 (1990-2003年度)
1990年度 191年度 1992 年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度
順曲
企業名 晴 企業名 骨 企業名 (売百上万高円) 企業名親了 企業名 一(売百一上万高円一) 企業名曜荷 企業名晴了
II'Î)レ~'ïヴ 1，835 パMッヲ 135，047 パjレ~'ï'J 15，934 パル~'ï'J 162，241 パjゆyウ 170，386 パjレ9ッウ 178，907 パ)，M 198，027 
2中央物産 51，106 中央物産 54，75 fイカ 54，469 ダイカ 57，282 ダイカ 60，841 ゲイカ 63，140 ずイカ 67，818 
31iJl藤伊 43，953 ゲイカ 50，978 中央物産 52，278 !JI)lI!i 52，475 井田両国堂 52，431 サンピッヴ 5，467 サンピッウ 62，768 
4小川屋 43.498 小川屋 47，64 伊藤研 49，195 明藤F 51，132 伊藤研 52，149 井田両国堂 53，678 伊車伊 5，69 
51/イカ 42，016 相藤伊 46，718 持田両国堂 46，810 中央物産 日，31中央物産 51，507 中央物産 52，750 井田両国堂 5，470 
6 井田i自国~ 39，80 サンピッヲ 43，745 ザンピッヲ 45，325 井田両国堂 47，958 サンピッヲ 50，581 9ナカ 42，137 中央物産 54，3171 
7東京堂 31，716 井田両国~ 41.6∞ 7オキコポト河J 34，17 サンピック 47，817 Pナカ 36，485 東京堂 38，6∞ 小11m 54，30 
8チヨカジ 31，716 東京童 3，530 東京堂 3，639 7オキコ杭'-:"l: 34，219 東京堂 35，518 チヨカジ 36，547 東高社 49，454 
917オキコーポ.，->ヨン 29，10 7Hコー札ー河ン 32，786 チヨカジ 3，629 チヨカジ 34，173 チヨカジ 35，494 7tiキコ'ポレ-，ヨン 31，107 事ナカ 46，276 
10伊盛安ヒJレコ 2，641 チヨカジ 3W7 F盛安t)，コ 24，245 東京堂 3，8卯7オキコポレーシヨJ 32，50 野村商事 23，414 東京宣 41，3印
1997年度 1998 年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度
開t企業名 官売茄上高了 企業名 場骨 企業名 晴了 企業名 (売百上万高円) 企業名 場再 企業名 器「 企業名 晴ド
1パjレヲッウ 216，618 パル告ッ? 22，923 パル~'ïウ 269，658 パJレ事ツヴ 284，80 'IM汐 289，5 あらた 38，68 あらた 420，576 
2wイカ 73，974 ダイ力 91，938 ずイカ 132，945 ずイカ 139，605 中央物産 107，015 バJレ~'ïウ 318，427 パ)，骨yヲ 381，019 
3サンピッウ 67，29 中央物産 69，690 中央物産 93，740 中央物産 109，207 伊属伊 82，482 中央物産 1，824 中央物産 107，798 
4伊藤伊 57，073 サンピ汐 65，削 サンピッヲ 74，578 サンピッヴ 81，23 東京堂 67，538 東京堂 70，280 ピップトウキョウ 95，78 
5中央物産 56，250 伊藤伊 59，026 相直明 73，76 伊蕗伊 78，028 井田両国堂 54，801 井田両国堂 60，578 東京堂
6井田岡国堂 56，230 東京宣 52，814 東京宣 62，136 東京堂 64，871 '1lIlf 51，491 UIi 48，180 井田両国堂 63，851 
71五社 51，036 井田l!i!!堂 51，951 井田j!j国堂 54，938 井田i耳目堂 5，212 東軍社 47，460 広島共和執産 38，646 ピッ17ジモト 61，109 
8東京堂 49，509 東高社 48.851 'jlIm 49，303 小川屋 51.473 ハ1)マ共和制 31.441 1¥1)マ共和冊目 31，849 車総 4，764 
9チヨカジ 35.479 士山 40，3印踊Ii 47.380 東高Ii 47，39 広島共和物産 31.023 伊東秀高事 2，278 広島共和相産 36，779 
10広島共和物産 27，724 子ヨカジ 35，50 大山 36，576 大山 36.968 枇書 2，830 岡山四国共和 2，169 'j遺産車 31.6481 
(;1) 2003年度からI~，従津 の「洗剤 'i~~品jというi眠からI日用品・医療用品Jという嗣にまわっている。
(出典lr日経語通新聞l及び!日経MJI各年所収前年度創業調査記事による。
1990年の後退は.経済紙上では「ネタツ興商と対等合併した経費負担が尾をヲ|いていると
みられるJ(20)と合併のマイナス面が要因とみなされたが，ダイカの前期売上高の 3831!昔、1.600
万円から 109，6%増となっており(以1) また合併による経費が売上高の直接的な伸びを制約す
る要因とはいえないであろう。 1991年度の 3位復帰は，逆に「ネタツ興商を合併した売り上
げが加わJ(2'2~) ったプラス面によると報じられた。この商閤拡大による増加という見方は妥当
であろうが.そればかりではなく前述の単品在庫管理によるコンピューター在庫と実在庫との
差の縮小.代金回収の自動振替制移行.得意先からの定番追加受注のオンライン化推進などに
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よる販売業務の大幅な効率化(却)の面も貢献したことで、あったろう。
この 1990年代半ばまでの推移で，後にダイカと合併するサンピックが第3位にまで地位を
向上させていることも注目されよう。各社とも売上高を増加させているが，広域化戦略を展開
していた首位パルタックと 2位ダイカの伸長が大きかったことも読み取れる。 2∞1年度には
ダイカもサンピックもこの上位 10社のランキングから外れており.これは上述の決算期変更
(一時的短期決算)によるものであった悩)とされている。しかし表-10に示されるように.
従来通りの見方でこの2001年度にあたるダイカの32期 (66期)については.まだ決算期変
更はなく， したがって期間の長さも変わらない。試みに.この 32期 (66期)の1.530億6.968
万円を表-22の2001年度に入れてみると.やはりダイカの2位は変わらなかったことになる。
表-22の2002年度と 2003年度のあらたの売上高は，前述のように2002年4月にダイカ，
伊藤伊，サンピックの共同持株会社として設立された株式会社あらたの連絡の売上高であり.
2002年度の売上高は2002年4月l日-2003年3月31日のそれである。また.2003年度の売
上高は2003年4月l日-2004年3月31日までの実績である (25)。ダイカは.この3社によ
るあらたの連結で初めて業界首位となったのである。
なお.表-10の34期 (68期)のダイカ単体の売上高を1.726億6.533万円あるいはダイカ
連結売上高1.769億4.600万円を表-22の2002年度のランキングに入れてみると，同時期の
伊藤伊の連結売上高の1.150億5.400万円.サンピックのそれが846億5.200万円であった印刷
から. ダイカの2位は変わらなかったことになる。
②1人当たり売上高
表-10に示されるように，ダイカのl人当たり売上高は. 1990年度から 97年度まで噌加
傾向にあるが. 1998年4月のダイカとタナカ両社との合併による従業員増加にともない一時
的に減少する。しかしその後.33期 (67期)の2002年3月期すなわち決算短期化の時期を
除いて再び増加している。この間.1990年代初頭の約6.4∞万円台から 10年で.倍近くの約
l億1.850万にまで増加している。しかしながら，この数字では，表一 23に示されるように.
10位以内に入ることはできなかった。ただ，ダイカ自身の30期 (64期)すなわち 1999年7
月期の数字あるいは31期 (65期)すなわち2∞0年7月期の数字のいずれかを採択した場合
でも. 1999年度の9位に入る可能性があるが これは採択した数字が何らかの事情で異なっ
ている可能性がある。いずれにしても，この 1人当たり売上高については，ダイカと同械に広
域展開していたパルタックの順位も低く，逆に後のダイカと合併する伊藤伊はじめ，広島共和.
ハリマ共和のような地域有力却企業の方が上位にあったことがわかる。
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表-23 洗剤・化粧品卸企業1人当たり年間売上高上位10社の推移 (190...2003年度)
1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度
順E 1人当たり 1人当たり 1人当たり 1人当たり 1人当たり企業名 4書一 企業名 ~干4円t) 企襲名 』(千主円主) 企襲名 明言ト 企車名 暗号
1ハリマ協和物産 145，643 世麗伊 14，ωB 研薗伊 15，680 ハリマ協和楠 158，39 ハ1)マ協相楠直 159，376 
2伊輯伊 139，978 ウエキ 12，064 ハ1)マ協和物産 151，956 伊踊伊 147.780 伊麗伊 15，205 
3山和 13，33 野村商事 10，845 7オキコーポレーション 120，130 折目 128，60 折目 13，564 
4ウエキ 108，529 アケポノ鞠産 108，075 野村商事 19，61 野村商事 124.403 野村商事 131，837 
517ケポノ物産 107，197 研東秀商事 106，061 7ケポノ物産 14，163 7オキコ'f，レーション 18.405 7オキコ‘ポレーション 128，458 
6大福商事 103，609 大福商事 105，621 ウエキ 12，395 三井商事 18，280 7ケポノ物産 125，167 
7中央物産 10，012 アオキコボレー"ン 105，421 折目 10，583 アケポノ物産 10，061 三井商事 120，83 
817オキコポレmνョン 9，014 中央物産 96，76 中央物産 105，612 ウエキ 109，61 ウエキ 11，150 
91fl'車書商事 91，549 新千葉物産 96，108 大幅商事 105，373 亀厘ヒJレコ 104，861 中央物産 104，902 
10野村商事 8.873 折目 95，52 斬干草物産 9，74 中虫物産 101.026 スミッウ 101.183 
1997年度 1998 年度 1999 年度 2000年度 2001年度
1人当たり 1人当たり 1人当たり 1人当たり 1人当たり
企業名
(売百上万高円) 企業名 (売百上万高円)
企章名 噂再 企業名 告書 企薫名 (売百上万高円)
1ハリマ協和助産 207，83 伊東秀商事 194，286 伊東罫商事 236，34 ハリマ協和物 190，812 ハリマ協和i事物産 218，340 
2折目 18，673 広島共和物産 185，462 ハリマ協和物産 19，713 加納商事 190，589 fl'車需商 210，183 
3情聴伊 171，907 研麗伊 150，962 加納商事 186，784 広島共和物産 189，93 広島共和物産 206，820 
41;>.ミッヴ 170，33 ハリマ協湘物産 143.967 広島共和物産 169，818 伊東秀商事 159，121 野村商事 15，94 
5広島共和物産 159，33 野村商事 134，81 野村商事 142，353 伊菌研 145，03 共立紐車 150，979 
6 一伊語研 138，67 共立輯章 143，134 伊麗研 140，95 
7 自共立輯車 132，758 野村商事 142，169 加納商事 140，135 
8 大ー眠商事 121.918 大陥商事 129，231 大眠商事 16，849 
9 パール事ッヲ 108，209 書先番 121，859 書光書 14，150 
10 麻ー左 101.56 パMッウ 104.047 パル世ッヴ 106.025 
(注1)2003年度からはl従 のI洗剤・化置品Jという範1から「日用品・医療用品Jという範暗に変わっている。
(注2)上記出典に1;l:1995N 1998年度については，第5位までのランキングしか掲載されていない。
(出典)W日経流通新聞及び『日経MJ~各年所収前年度卸業調査記事による。
③売上高経常利益率
1995年度 1996年度
1人当たり 1人当たり
企車名 」(千主円主) 企車名 ~千ょ円ι) 
ハ1)マ協和制 168，875 ハリマ協和鞠産 196，76 
野村商事 136，128 伊藤伊 156，89 
7オヰコーポレーかヨン 131，809 ドメス 140，535 
ドメス 126，8∞ 野村商事 137，861 
アケポノ物産 13，490 広島共和物産 132，634 
2002年度 2003 年度
1人当たり 1人当たり
企業名
(売百上万高円)
企業名 (売百上万高円)
伊東秀商事 282，063 情草書商事 391，00 
広島共和物産 203，915 広島共和物産 208，972 
共立紙章 153，67 1I、車産量 123，625 
府主 16，250 ピップトウキョウ 18，928 
東京堂 9.406 帝京 18，065 
ウエキ 92，216 東京堂 14，025 
車斑社 87，41 宇都宮製作 105，479 
アケポノ物産 82，369 秀光書 102，62 
パル脅ッウ 80，594 伊薗安 95，379 
井田両国堂 79，918 東斑社 91.730 
表-10に示されるように， 1990年度から 97年度までのダイカの売上高経常利益率は，おお
むね1.5%前後であるが それ以降低下の傾向をたどる。表-24に示されるように，必ずしも
表ー 10のダイカ自身の数値と一致しないが， 1990年代の初めの時期には，ダイカの売上高経
常利益率は，業界10位以内に入っていたが，その後， 1994年度までは10位以下となっている。
1995年度から 1999年度までは出典に5位までの順位しかないので不明ではあるが，この時期
の1.5%前後のダイカの実績からすると， 6位-10位に入れたか否かは微妙であろう。 10位ラ
ンキング表が復活した2000年度以降では， 2002年度にあらたの実績として4位に入っている。
この聞を通じて，首位ないし上位にあったのは，セブンツーセブンのような地域化粧品製造・
販売企業か前述の地域有力卸企業であったことが注目される。
④l人当たり経常利益額
ダイカのl人当たり経常利益額の推移をみると.表-10に示されるように.タナカ・富士
両社との合併前の28期 (62期)までは増加傾向にあった。その後，合併にともなう従業増加
によって減少し 30期 (64期)には経常利益増加によって増加に転じるが，前述の投資負担
によって経常利益が減少するとともに，低下傾向となった。
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表-25をみると，これもダイカ自身の数値とは一致していないが.1990年度には7位のラ
ンキングとなり，前述のように 1995 年度~98 年度は不明で、はあるものの，上位ランクに入る
のは難しかったようである。
従業員 l人当り売上高と同様に，このl人当たり経常利益額でみると.1990年代において
はダイカは業界上位に常駐することはなかったといえる。すなわち従業員の生産性という面で
は，この時期の設備投資や業務改善が即効性をもち得なかったとみられる。
表-24 洗剤・化粧品卸企業売上高経常利益率上位10社の推移 (1990~ 2003年度)
1990 E度 1991 1992年j 1993 1994 ー度 1995 再度 1996 ー度
順位
企.名 自書2企業名 売常上利(軸高益)経$ 企業名 -売常T事上克l高議「経事 企業名 売常上利"高益も}経寧 企業名 ~売常有利上高益「経'" 企.名 時2企.名 際司
1I~フン2・ \1;1ン 7.7 セ;1:'-7セブン 10.3 Tイポ，. 8.9 世フ山田骨フν 5.3 セフシツ-，フン 4.3 セフンツ-.フン 5.4 tヲ:'-7晶'11:1:" 7.31 
2広島共和物産 2.3 ティー ポー ，. 9.7 セヲシツ-"，ン 5.6広島共和物産 3.4 ハリマ共和物産 3.0 広島終和物I!t 3.8 
広ハ揖島リ先マ共舎共和和納物庫盛3ハリマ加納商事 2.2 アケボノ物産 3.8 広島共和物産 3.21/いJマ共和物産 2.9 広島共和物産 2.9 ハリマ共和物産 2.9 2.9 
4 一広島尖和調絢匹届 2.7 ハリマ共和鞠崖 3.1 持光舎 2.8 ヱイコー 2.5 アケポノ物獲 2.6 2.5 
5ダイカ 1.6伊東秀陶 2.6 伊東努商事 3.0 総E共刷物産 2.7 鼻先書a伊東持 2.4 伊東舞網$ 2.3 タナカ 1.9 
eァケ例代ノ物産 1.5共栄陶事 1.8加軌共栄 3.0伊車需 Zイコー 2.0 
7パ'I-1J":J?廓友 1.0加納商事 1.7 ーアケポノ1納庫 2.2 
8 -1'(1レ予ック 1.617ケポノ需光骨 2.21/<1レヲック 1.8パル告ック 1.8 
9大繍刑事 0.9 ダイカ 1.5 ー日車両事 1.7 I?ナカ，白噂商事 1.7 
10中'"物I!t 0.7 中失物産 l.lIJ'¥Jレ9ック 1.8 サシピッ"7'T ~!J 1.5 
1997 E度 1999年度 1999'1'1 2000 度 2001 ミ度 2002 "草 2003 三度
順位
先常上利(崎高益)寧経 -売常Tよ利克高益「事経
売よ高経
「発常よ利克高益「鍾事 時i 時f 売上高鰻企業名 企業名 企業名 常利(軸益)ER 企象名 企集名 企.名 企S除名 時主
1¥1プンツ『りν 4.7 セ7ンヤー'1:1:" 5.0 セブンツセブン 5.9共立紙集 3.0 セブンツセブシ
2広島共和物度 3.1 広島共和物司匹届 3.1 松江共和物産 2.7松江共和物産 2.6 事2・，.
3罫光舎 2.1 伊東秀樹 2.5 伊東努商事 2.5セブンツー セブン 2.2 松江共和楠虚
4ハリマ.伊東秀 2.0 持光舎 1.9共立総* 2.21，(1レ脅ック 1.7共立総集
5 一総江S毛細蜘盛 1.7伊蘭伊，ハリマ共拘 1.5骨光由ハリマ共和 1.6パルヲック
6 ーハリマ共初物産
7 一7そ，.，咽掴酬シ〉且ウ守シピ" 1.3伊踊伊 1.4伊織伊
8 ー加納商事 1.2持光舎
9 サーンピック，広島共和 1.1 ウヱキ!麻友
10 
(注1)2003年度からはI t来のri先高l・化経品」 いっ柏町かb 日芹品・医療用品Jといっ柏町!こEわってい品。
0:主2)上配出典には1995-1998年度については。第5位までのランキンゲしか掲載されていなし、。
[出典)~日経流通新聞』及び『日経MJI各年所収前年度卸業問査記事による。
5.0ハリマ共和物産 3.4 "、3・u 3.9 
4.0 松江共和物産 2.4 
=ハ北FI九jmマ宮州終創明刷作相物泊
3.5 
3.0 パJレ少yク 2.1 3.4 
2.3あらた 2.0 2.5 
2.1 アケポノ納庫 1.4川本産集 2.4 
1.9ウヱキ 0.8 ヲ号先舎 2.2 
1.5経過 0.7I'(Jl，$Z・yク 2.1 
1.4中央物風俗友 0.511公江共和物I!t 2.0 
0.8 ーあらた 1.9 
ー岡山四国共和 0.2伊揃安 1.4 
表ー25 洗剤・化粧品卸企業一人当たり経常利益額上位10社の推移 (1990~ 2001年度)
1990 R度 1991 三度 1992 度 1993 三度
順位 人当り 人当り 人当り 人当り企業名 I経(千常事円}益 企業名 経(常千利円益) 企業名 経{常乎利円益) 企業名 階評
1ハリマ共相物産 3.184 セフンツ-t::;Iン 4.426 ハリマ共事日物産 4.684 ハリマ共和物理 4，579 
2セ7ンツ-t::Iν 3，091 アケポノ物置 3，203 伊東努11'" 2.711 罫光舎 2.476 
3アケボノ物注 1，598 ティー ポー ル 2，916 ティー ポー Jレ 2，653 広島共和物産 2.471 
4広鳥共和物Iff. 1，285 伊東努商事 2，136 アケボノ物産 2，526 ，¥:;1;';1-，¥:1:.- 2，013 
5加納問事 1，261 広島共和崎産 1，870 tヲ:".1ーセフン 2.470 伊東秀問事 1.928 
61'~Jレ$Z';Jク 789 /(Jレ:iI';Jク 1.306 加納間1 2，168 総江共和物産 1，636 
7ダイカ 677 加納商事 1，091 広島共和物産 2，024 アケポノ納庖 1，626 
81tþ~処物fIr 675 同T'"物産 1055 書光舎 1，697 パJL-$T';Jク 1.492 
9麻友 613 ウヱキ 963 1~/"1lック 1.439 日修聞事 1.486 
10大福間車 474 共栄商務 900 中央物産 1.289 伊臓伊 1.42 
1997 i度 1998 再度 1999 2000 ー度
順位 一人当り 人当り
経一{常平人利円当益) り
人当り
企業名
経(常平制円益) 
企集名
経(常平利円益) 企業名
企集名
経(常平利円益} 
1ハリマ共和制fIr 4，902 広島共和物Jl1. 5，095 広島共和物産 4，318 共立輯. 4，227 
2広島共和物fIr 4，297 伊東秀問事 4.643 ハリマ共和物産 2，982 ハ'Jマ共和物産 3，006 
3伊鱒伊 2.446 伊廊伊 2，207 共立紙袋 2，859 加納商車 2，804 
4伊東秀問事 2，126 秀光台 1.885 加納商事 2.461 広島共和物産 2，081 
5揖光合 1.657 tフンツ-"フン 1，580 伊臨伊 2，094 伊臓伊 1，983 
e 松江共和物産 1，712 持光舎 1，925 
7 ーセブンツーセブ、 1，627 パJレ$T';Jク 1.772 
8 -1/'¥ルタック 1.221 総江共和物産 1，597 
9 ウヱキ 1.158 前l< 852 
10 アケポノ物産 1.083 ザンピック 786 
;主12002年度カ、らは.徒 転のー人当 ごり経常利益額jといっフンキンヴ !事はなくなり
0.主2)上院出典には1995-1998年度についてはI 第5位までのランキングしか掲載されていない。
(出典)~日経流通新聞』及び『日経MJI杏年所収前卑度卸車問査配車による。
1994 度 1995 事度 1996 三度
人当り 人当り 人当り
企.名
寸経常芋利宵T益 企業名 i川経平常事円益} 企集名 経(常千利円益) 
ハリマ共和物産 4，760 ハリマ共和物庫 4，967 ハ'Jマ挽和物産 5，766 
アケボノ物産 2.788 アケポノ柑度 2，993 広鳥共和物11' 3，952 
伊東鋳陶事 2，287 伊東秀樹穆 2，222 鼻先舎 2，571 
鼻先舎 2，267 書先舎 1，947 伊腸伊 2，485 
広島共和物度 2，009 タナ均 1，829 t:1:"';I-t:1:.o 2，299 
ヱイコー 1，655 
タナカ 1，604 
日高医術京 1，592 
，<，レ台、yク 1，511 
伊蹄伊 1.497 
2001 度
人当り
企業名 暗号手
ハリマ共和物産 4，125 
共立紙業 3，389 
富貴盤 2，358 
'(Jt..ヲック 2，250 
伊藤伊 2，101 
総江共和物産 1，713 
持光舎 1，620 
セブンツーセブ‘ 1，179 
'"友 777 
ウヱキ 721 
』とし、つフン ンゲ肥事が掲載されている。
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おわりに
最後に，本稿で明らかにできたことや確認できたことを整理し今後の課題についてもふれ
ておくことにしたい。
第lに，バブル経済崩壊後の 1990年代の経営環境をみると，大手小売業経営の広域展開，
それと連動する卸企業の広域的な展開と統合が進むとともに，メーカーや大手小売の垂直的展
開の試みも進展した。小売業の出庖規制の緩和や持株会社の解禁といった制度上の変更も，そ
うした動向を加速する要因となった。流通経営の機能に注目すると，より顧客志向が強まり，
庖頭の活性化のためのシステム構築が求められるようになった。
第2に，そうした経営環境のなかで，ダイカは 1990年代に入ると，八戸のネタツ興商，秋
田の富士商会，埼玉のタナカと合併し，東北・関東地域へと進出した。 2000年になると新潟
のエヌフォーとの合併により 東日本のほほ全域をカバーする広域卸業となった。それととも
に，営業拠点の再設計や.物通や情報のシステムの高度化と広域的統一および新たな拠点整備
のために積極的な投資を実現した。 2002年には 名古屋の伊藤伊，九州のサンピックとの連
携による持株会社設立によって全国卸への準備も始めた。
第3に，資金調達面をみると， 1992年に株式の庖頭登録を果たし，それ以降，増資によっ
て自己資本を拡充させた。また，設備やシステムの高度化のために必要な資金を賄うために，
社債や長期借入金も必要とした。銀行との金融関係をみると，次第に株式による資金調達より
も，借入金にシフトする傾向もみられた。
第4に，ダイカの所有面をみると，従業員持株会が， ダイカとその被合併会社の経営者ファ
ミリーと同様に安定的株主であり続けた。経営面では， ダイカとその被合併会社の関係者のほ
か，これらの会社で育成された人材が経営者層を形成し，専門経営者層を厚くしてゆく傾向が
みられた。
第5に，人的資源についてみると，合併による広域展開とともに人的資源を増加させた。男
子従業員は女子従業員よりも営業現場などへの配置比率が高く，またピッキングなどに要する
人員確保のため女子パートタイマーの比率が高くなる傾向がみられた。新規採用では，採用地
が次第に東北，関東へと広がるとともに，その地元の教育機関の卒業者が増えていった。高校
卒業者が依然として高い比率であったが，大学卒業者の出身大学も地理的に広がる傾向がみら
れた。人的資源を設1ni投資のストックとの関係で捉えると，資本装備率を上昇させており， ダ
イカが機械化・近代化を進展させたことも概括的に確認された。
第6に，採用された人材は，ダイカの教育システムによって，その資質向上がはかられた。
それと同時に.無返品制度の導入や単品管理!の車内皮向上.がはかられるとともに，利益貢献管理
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や三ヶ月先行管理のシステムも導入されて，マネジメントの効率化が追求された。
第7に，売上高は次第に向上し.12年あまりで4倍以上の伸びとなった。売上構成のなか
では，次第に紙・衛生材が比重を増していった。利益面ふ決算期や会計制度の変更にともな
う一時期を除いて伸張の傾向にあった。売上総利益に注目すると. 2次卸(仲間取引)中心の
伊藤伊のそれと比べると相対的に高かったことも注目される。
最後に，配当性向は次第に増える傾向にあか株主への利益還元が重視される傾向が読みと
れた。売上高でみる限り，ダイカは業界2位の地位にあり.持株会社方式による 3社連携の合
計額でみると業界首位が見込まれるほどであった。しかし 1人当たり売上高や売上高経利益
率あるいは 1人当たり経常利益額でみると，必ずしも上位にはランクされず，業務効率改普-の
効果は.その意味で限界的であったともいえよう。
さて.その後，ダイカは，持株会社方式から一歩進んで¥伊藤伊，サンピックおよび徳合と
の合併による株式会社あらたとして，新たな経営の段階を迎えることになる。その過程と完全
合併後のあらたの経営の検討は 次の機会に譲ることにしたい。
[注1
(1)ここでの経営環境に関する叙述は，とくに断りのない限り，橋本寿朗・長谷川信・宮島英昭『現在日本経済
新版J(有斐閣.2∞6年5月)306 -441頁石井寛治『日本流通史1(有斐閣.2003年1月u日経MJl(2011 
年5月27日)所収「流通サービス 40年史」などによる。
( 2)大規模小売庖舗法の廃止と大規模小売庖立地法については，石原武政編著『通商産業政策史4 流通政策
1980・2000.1(経済産業調査会.2011年3月)104 -148頁.278 -290頁，石原武政・加藤吉]rシリー
ズ流通体系5 日本の流通政策j(中央経済社.2009年7月)171 -200頁.218 -219頁を参照されたい。
( 3) 日本の持株会社の歴史については.岡崎哲二『持株会社の歴史一財閥と企業統治J(ちくま新瞥.1999 {I' 6 
月).下谷政弘『持株会社の時代J(有斐閣.2006年6月).向『持株会社と日本経済J(岩波瞥庖.2009年
6月)などを参照されたい。
(4) r日経MJJ(2001年9月4日号)。
(5) 2∞7年9月には，大丸と松坂屋が経営統合してJ・フロントリテイリングが発足し.同年 10月には阪.r;，
百貨庖と阪神百貨庖の経営統合によるエイチ・ツー・オーリテイリングが誕生した。さらに2∞8:1ド-1J 
には，三越と伊勢丹が持株会社方式で統合し，三越伊勢丹ホールデイングスが発足した(前掲「流通サー
ビス 40年史」による)。
( 6)イオンの経営発展については.同社ホームページ掲載の企業情報(沿革)(http://www.aeon.info/companyl 
enkaku/)を参照されたい。
(7) SVDの設立のねらいや初期の動きおよび、影響については.r日経流通新聞J(1998年2月19日号).同紙(I;iJ
年3月10日号).同紙(同年6月9日号).同紙(同年 12月22日号)などを参照されたい。なお.SVD 
のフルネームについては，現時点では筆者は未確認である。また，大公一郎氏によれば rSVD役立時にダ
イカにも出資要請があったが，卸機能を活用してくれるならば出資してもよいが，当社は金融会社ではな
いので将来上場して云々という目的では遠慮させていただく」と断ったという。またその後 rSVDの上場
も立ち消えとなり.SVDという会社も解消したと聞いているJという(鋒者による大公一郎氏への質1]に
対する回答)。
(8 )花王販社の各地での設立統合過程については.佐々木聡「花王初期販社の設立過程と経営状況J(lVJ治大
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学経営学研究所『経営論集Jtお55巻第2・3号， 2∞8年3月)，同「京阪神・近畿地域での花王販社の
設立と統合の過程J(同誌第 56巻第 l・2号， 2009年 1月31日)，同「中国・四国・九州地域での花王
販社の設立と統合の過程J(同誌同巻同号)，同「中部地域での花王版社の設立と統合の過程J(同誌第56
巻第3・4号， 2009年1月31日)，同「関東・甲信越地域での花王版社の設立と統合の過程J(同誌第57
巻第4号， 2010年3月31日)，同「北海道・東北地域での花王版社の設立と統合の過程J(同誌第58巻
第3号， 2011年3月31日)などを参照されたい。
(9 )これら広域9販社の他に，百貨庖への卸を専門とする近畿花王商事(1981年8月役立)があった。
(10) r日経流通新聞J(1994年1月27日号)掲載の忌部和也花王専務の発言。
(11)花王販売株式会社『第29期有価証券報告書J(自 1999年4月1日至2000年3月31日)12頁および35頁。
花王販社の全国統合の概要と統合された版社の特徴については佐々木聡「花王広域版社の全国統合と統
合直後の経営状況J(明治大学経営学研究所『経営論集J第60巻第2・3号，2013年3月31日)を参照されたい。
(12)このときの P&Gの新取引制度については， r日経流通新聞J(1999年6月19日号)，同紙 0999年6月
21日号)，同紙(1999年7月20日号)などを参照されたい。なお， P& Gの中核代理庖制度など日本で
の流通網形成過程については，佐々木聡 fP& Gの日本進出と日本企業の競争戦略J(明治大学経営学研
究所『経営論集j第M巻第3・4号， 2007年3月31日)129 -130頁を参照されたい。なお，大公一郎
氏に，このP&Gの取引制度の改訂がダイカにとってどれほどの危機となったかについて質問したところ.
「制度が変わってもダイカは P&G売上高全国ーであり，仕入先としてもライオンを抜いて第一位になっ
た」という(筆者による大公一郎氏への質問に対する回答)。
(13) トウデイックの社名は TomorrowDistribution Creationの頭文字をとって命名された。トウデイックの成
立と 1980年代の動向をみておくと， 1987年7月，野村兄弟堂(富山県高岡市)と石川共栄商事(金沢市)
との対等出資により， トゥデイツク石川が設立された。野村兄弟堂と石川共栄商事は，すでにこの2年前
の1985年に，岩倉商事(福井市)と宮越兄弟商会(福井市)とともに4社で共同仕入などを事業目的と
する共同出資の協業会社トゥデイツクを設立していた。 1987年7月設立のトゥデイツク石川はそのうち
の2社による出資会社であり，この時点で設立主体の lつである石川共栄商事は解散してその全営業権を
新会社に譲渡し.野村兄弟堂の金沢営業所の営業権を新会社に譲渡した。 1989年2月に， トゥデイツク
石川は.残る 2社のうち岩倉商事を合併して，社名をトゥデイツク北陸に変更した。同年7月には野村兄
弟堂ふ富山市の三輿商会とともにトゥデイック北陸に合流し， 1991年7月には宮越兄弟商会もこれに
合併した (r日本経済新聞J1985年4月11日号.地方経済面・北陸.同紙 1987年7月2日号，地方経済面・
北陸.同紙 1989年l月13日号，地方経済面・新潟，同紙 1989年2月23日号，地方経済面・北陸.同紙
1989年6月20日号.同紙 1991年l月29日号，地方経済面・北陸， r日経流通新聞J1991年l月31日号
などによる)。
(14)北陸新和は， 1982年10月にみどり屋(富山県高岡市)，石川ライオン販売(金沢市)，山岸商事(金沢市)
の合併によって設立された。 1986年には.佐賀村商会(金沢市)と合併 1990年には野地正大堂と合併し，
営業範囲を拡大していた a日経流通新ImJ1992年9月29日号)。なお.この時期の日用雑貨卸売企業の
動向を検討した先行研究としては，松原寿一「わが国の日用雑貨流通における卸売業の合併の方向性J(中
央学院大学商学部『中央学院大学商学論叢J21巻1' 2号， 2007年)があげられる。
(15) r日経流通新聞.11995年6月13日号。なお，北陸新和の誕生と同社の物流戦略については，矢作敏行・
浦上拓也・安士昌一郎編『山岸十郎 オーラル・ヒストリーJ(法政大学イノベーション・マネジメント
研究センター，ワーキングペーパーシリーズNo.l27，2012年7月26日)を参照されたい。
(16)鮒サンピック代表取締役会長・九州花王販売代表取締役副会長小野今朝雄による「附サンピックまで
のあゆみJ(作成年月日不明)の年表による。サンピック (SUNVIC)の社名は SuperNetwork Value 
IntelIigence Companyの頭文字をとって命名された(日本マーケテイング研究所『ベーシック・バリュー
の追究ー マー ケテイングの新原理・原l'l1]---92・営業力開発大会プログラム
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和洋紙卸業として創業し， 1950 (昭和25年) 1月に株式会社高橋商庖に組織変更し合併直前時点での
資本金は1.260万円， 1989年末時点での従業員数は58名で、あった。鍋六商庖は 1948(昭和 23)年7月に
設立され，合併直前時点での資本金は1.8∞万円，従業員数は55名となっている。太万川商庖は 1936年
9月に開業し， 1950年 l月に株式会社に改組し，合併直前の資本金は 2，∞0万円，従業員数は41名となっ
ている<r平成2年版新潟県会社要覧J新潟経済社会リサーチセンター， 1989年 12月，801頁および809頁，
『平成4年新潟県会社要覧』新潟経済社会リサーチセンター， 1991年 12月， 727頁， 840頁および844頁，
前掲『昭和 63年版長岡商工名鑑J613頁)04社合併直後の資本金は3，∞0万円，従業員数は 194名となっ
ている(長岡商工会議所 r1991，年長岡商工名鑑J1992年5月， 713頁)。なお， D991年長岡商工名鑑』
713頁では，エヌフォーの設立年月が 1992(平成4)年2月とされているが，ここでは f日経流通新聞』
1992年8月 11日号の記事に拠って， 1991年 10月とした。
(18) 8社とは，寺長(青森市)，熊長(盛岡市)，浅香商底(一関市)，大須賀(仙台市)，吉村広商(仙台市)，キャ
スター商事(仙台市)，芳賀(北会津郡)，アキヒコ(山形市)である(熊谷昭三・岩倉重夫・佐藤美枝子編，
牧野立雄執筆『熊長本庖社史 1876-1995桜雲緑風120年j熊谷昭三発行，2009年7月 10日， 119-120頁)。
(19) 4社とは，上記8社のうち，守;反，熊長，大須賀，芳賀である(問書 121 -122頁および問瞥 122頁に
も!I記載されている『週刊粧業』側週刊粧業， 1995年4月10日号)。
(20)三喜屋では， 1989年7月に組織改編を実施し，文具事務機器事業部を側三喜屋カルチャーとし日用品
雑貨事業部とミキヤライオン製品販売部を合併して側三喜屋ライフとした。そして，側三喜屋はグループ
本部機構として存続させた。三喜屋ライフと三喜屋カルチャーの売上比率は6対4で¥1989(平成元)年
度の三若手屋ライフの売上は前年比 108%で， 24億 5，000万円であった。青森県内のエリア別の販売比率を
みると，弘前5割，残りを青森と八戸で分け合っていたが，青森・八戸地区の伸長率が高く同社の売上に
大きく貢献していたという(f週刊粧業j附週刊粧業， 1990年9月3日号， 3頁)。
(21)側パルタック自社作成の年表による。
(22)この花王のEDIシステムについては，平坂敏夫編著『花王情報システム草命J(ダイヤモンド社， 1996年
4月18日)192-195頁を参照されたい。
(23)同書， 183 -192頁。なお， SAノートに関して補足しておくと，花王販社では， 1980年に EOS(電子発
注システム)を導入し， 1983年には携帯用端末(ハンデイ・ターミナル)を導入していた。しかし，毎朝，
SAの自宅にファックスで送られてくる回訪先庖舗の販売実績情報にもとづく，アドヴアイスや商談の資
料作成や，帰宅後の販社支庖へ連絡や報告書の送付もファックスで送信していた。 SAノートでは，必要
な情報は用意されていてシミュレーション機能も備えているのでー脂綿i当たり 10分程度での計画・立案
が可能となり， SAはこれによって生じた時間的余裕を本来の業務である商談に振り向けることができる
ようになったのである(問書， 183 -192頁)。
(24)ここでの花王および花王販社のリテール・サポートに1則する記述は，特に断りのない限り，斎藤正治監修・
山田泰造著『花王流通コラボレーション戦略一高収益をあげ続けるビジネスモデルーJ(ダイヤモンド社.
2001年8月9日)11-13頁および77-104頁，花王ミュージアム・資料室編『花王 120年 1890-2010年j
(花王株式会社， 2012年5月)518 -526頁による。
(25)この各地の流通情報サービス会社の活動は，提供する庖頭管理サービスの対価を受けるという業務が「礼
を失する」行為と誤解されたこともあって その後相次いで解散した(前掲『花王流通コラボレーショ
ン戦略一高収益をあげ続けるピジネスモデル-J83-88頁)。
(26)開制 77-82頁。
(27)佐今木聡「ダイカにみる 1970-80年代の地域卸企業の経営発展J(明治大学経営学研究所『経営論集』
第59巻3・4号， 2012年3月31日)51 -52頁。
(28)ダイカの成立の過程については，米山幸喜編『ダイカ創業物語j(北海道商報社， 1989年8月20日)と佐々
木聡「ダイカ成立の背景と過程一『問屋斜陽論jの経営史的検討の試み-J(同志社大学商学部『同志社商学』
第63巻第5号， 2012年3月 15日)を参照されたい。
(29) rダイカマンスリー』第21巻第225号(ダイカ株式会社， 1989年8月l日) 1頁による。
(30)ダイ
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マンスリー』第21巻第230号(ダイカ株式会社， 1990年l月1日) 1頁。
(34) r週刊粧業J(f鮒週刊粧業， 1990年l月l日号)67頁。
(35)前掲『第20J例報告瞥j2頁。
(36) rダイカマンスリーj第21巻第226号(ダイカ株式会社， 1999年9月1日) 1頁。なお，この第21期営
業本部長方針は，振古巳歳男『通信報ー私のマネジメント思考J(2∞3年8月1日)157 -158頁にも収
められている。
(37) r社内報だいか』第327号(ダイカ株式会社， 1998年1月25日) 2頁。
(38) rダイカマンスリーj第21巻第235号(ダイカ株式会社， 19叩年6月1日) 1頁および『社内報だいか』
第236号(ダイカ株式会社， 1990年6月20日) 1頁。ネタツの社名は 江戸時代に武士から町人に転じ
た工藤家の者が八戸の古城の根城に因んで根城屋という屋号を付け，そこから分家した工藤辰四郎が，根
城屋とみずからの名前を組み合わせて根辰としたことに由来するという。 191O(明治43)年1月の創業で，
ダイカとの合併はちょうど創業80年目の節目にあたる年のことであった(前掲『社内報だいかj第236号，
l頁)。創業年月について， W昭和 12年版八戸商工案内J(1937年9月25日，八戸商工会， 44頁)では「明
治43年10月」とされており，r昭和38年度版八戸商工名鑑J(1963年1月10日，八戸商工会議所，115頁)
では創立年が「明治38年」となっている。工藤辰四郎商応(後のネタツ輿商)の設立年月は， 1954年7
月 (21日)ということで複数の文献が一致している(前掲『東奥年鑑 1989j1988年9月1日，東奥日報
社， 908頁， r東奥年鑑1990J1989年9月1日，東奥日報社， 940頁， r東奥年鑑199U1990年9月1日，
東奥日報社， 933頁， H982年版南部会社年鑑.11981年1月27日，南部出版調査部， 63頁および U983
年版南部会社年鑑j1982年 1月27日目南部出版調査部， 79頁)。また取扱品目についてみると， 1937 
年頃の広告文では「日用雑貨，武道府兵.荒物和洋，菓子卸商」となっている(前掲『昭和 12年版八戸
商工案内J80頁)が， 1951年頃の広告文では「石鹸，マッチ，ローソク，和洋紙，襖紙，家庭用金物器具，
響，草履，和傘，硝子器具.ランプ地下足袋運動靴 ゴム長靴線香類」が営業品目となっており，
ライオン油脂はじめ 12社の代理庖となっているa八戸商工名鑑195U1951年2月25日，八戸商工会議所，
174頁)。それから 12年後の広告文では，ライオン油脂はじめ 27社の代理応となっており(H963八戸商
工名鑑j1963年1月10日，八戸商工会議所，頁記載なし)，取扱品目が拡大していたことがうかがわれ
る。注目したいことの lつは 1951年頃には京都電球株式会社， 1963年頃には東芝製品各種の代理庖となっ
ていることである。電球や電池およびソケット類などと推定されるが.こうした今日でいう家電小物の流
通が日雑卸庖によって担われていたことは注意しておきたい。
なお，青森県の有力卸企業としては 1868 (慶応4)年創業の寺長があった。ダイカでは寺長にも合併
の打診をしたが，寺長側の事情で合意に迷しなかったようである(大公一郎氏への開き取り調査による)。
(39)前掲『ダイカマンスリー』第21巻第235号l頁。
(40)合併前年の附ネタツ興商『第35期営業報告書j(自昭和63年6月l日至平成1年5月31日)による。な
お，同報告叫によれば，ネタツのこの附j切の総資産は約22低9，0027J円であり，売上高は約57低9，649 
万円，売上総利益が約7依5，317万P]，営業利主主が約4，748万円，経常利益が約2，043万円であった。ま
た合併直前の従業員数は， 100名であったとされている(前掲『京奥年鑑 1990.1940頁および『束奥年鑑
199U 933頁)。
(41) MSS研究会編 WMSS第2次海外視察研究報告(期間 1978年2月4日-2月17日)jによると， MSS 研
究会は 1974(昭和49)年10月に発案され，第 l回の研究会は迎 1975(昭和 50)年4月に開催された。
それ以来.メンバー企業の相互訪問!と幹部恕談.業界先躍経営者との恕談，他業界の卸売業の訪問と幹部
懇談.流通専門学者による講義など多彩な企闘を実施し.さまざまな視点からメンバー相互に意見交換を
重ねたという(間報告， l:rO。また，この報告の視察先であるサンフランシスコやロサンゼルスの悦察
に参加した 7 人のメンバーは，大公一郎(ダイカ株式会社専務取締役)と工膝欣一(株式会社工総辰ri!HlI~
商応代表取締役社長)や後にダイカとともに株式会社あらたに力"わる伊藤/三:'，UJ，、(伊藤伊株式会村取締役)
のほか， ìì'f水俊吉(株式会全1:麻友代表取締役社民)，新 Fllìì'f~託(符 IH!I'J.lP.i?株式会社代表取締役村長
76 一一経 営 論 集一一
(4)背森支庖の様子については. r社内報だいか』第251号(ダイカ株式会社. 1991年3月26日) 2 J1に写
哀が掲載されている。
(45)ダイカ株式会社『第56期事業報告書J(平成2年8月1日から平成3年7月31日まで) 1-2頁，および
同『第57期事業報告瞥J(平成3年8月1日から平成4年7月31日まで)2頁。なお，この典拠文献の f56
期Jは. 1969年8月のダイカ成立からの決算期でみると，前掲『第20期報告替』の次々期の f22J別」に
相当する。ダイカ成立期直後の『営業報告書』は『第34期営業報告書jとなっている。これは. 1936 (附
和ll)年の株式会社改組からの期数であるが.その後，ダイカ成立時を「第 l期Jとする期数のー衣i!日と株
式会社改組時を f1期」とする期数の表記とが混在する。その間. 10 -1期 (43期)と 10-2 (44 JVJ) 
などもあり，時系列的にみるときは注意を要する。本稿では，典拠とする『営業報告書jや r:{I佃iuiE券報
告瞥jのそれぞれに記載されている期数をそのまま用いる。
(46)ダイカ株式会社『第57期事業報告書j(平成3年8月1日から平成4年7月31日まで) 2頁。
(47) r社内報だいかJ第265号(ダイカ株式会社. 1992年 II月25日)14 -15真。
(48)ダイカ株式会社『有価証券届出書J(北海道財務局長宛，平成8年7月1日提出)27頁.同 rtl60 JV有
価証券報告啓j(自平成6年8月1日至平成7年7月31日)13頁. r社内報だいか』第289号(ダイカ株
式会社. 1994年 II月25日) 2頁および16頁. r日本経済新聞J(1994年3月18日号，地方税消ifl・北
海道)。なお.同紙同号では， ダイカが三協商事山形営業所から継承する売上は年額6億円私¥1立と羽Imlし
ている。
(49)前掲『有価証券届出欝j(北海道財務局長宛，平成8年7月1日提出)27頁，前掲『第60JV才l自liuiE券計:!{'j'
瞥.113頁. r社内報だいか』第294号(ダイカ株式会社. 1995年4月25日) 211。
(50)ダイカ株式会社『第62期有価証券報告替J(自平成8年8月1日至平成9年7月31日)1Hr. 1抑制『第
60期有価証券報告書j13頁.r社内報だいか』第313号(ダイカ株式会社.1996年 I月25EI) l4'n:. r社
内報だいか』第314号(ダイカ株式会社.1996年12月25日)15頁。
(51)前掲『第60期有価証券報告書j13頁，前掲『第62J羽有価証券報告書j13頁. r社内線だいかj筋315サ
(ダイカ株式会社.1997年1月25日) 3頁。
(52)前掲『第60期有価証券報告替j13頁.r社内報だいかJ第286号(ダイカ株式会社1994年8月2511)1 目。
(53)前掲『第60期有価証券報告書.113頁，前掲『第62期有価証券報告書J13頁. r日経流通新|時lJ(1994 :11' 
l月II日号)。導入の年月について，これらの出典では.1994年10月とされているが，株式会社あらた北
海道支社作成「ダイカ株式会社の沿革1990-Jでは.1994年 II月に「新コンピューターシステムrnARWINJ
スタート」とされており， ここではこの年月にしたがった。
(54)前掲 r60期有価証券報告書J13頁.前掲『第62期有価証券報告書j13頁，ダイカ株式会社 I社|人j半世だいかj
第292号 (1995年2月25日) 2頁. r日経流通新聞.1 (1995年5月4日号)。
(5)ダイカ株式会社『第63期有価証券報告瞥J(自平成9年8月l日歪平成 10年7月31日)16頁. rtJ:内械だ
いかJ第312号(ダイカ株式会社. 1996年10月25日) 2頁。
(56)前掲『第63期有価証券報告書j16頁.r社内報だいか』第319号(ダイカ株式会社.1997年5月25，，) 13 n。
(57)前掲『第63期有価証券報告嘗j16頁。
(58) r秋田魁新報j(秋田魁新報社)1982年 12月18日号および同紙1997年 II月5日号。戦後の:rI隙配給規
則下の配給統制については，佐々木聡『日本的流通の経営史J(有斐閣.2007年 I月20日)141 -206 
頁を参照されたい。また，同書250頁の表6-24には，富士商会のライオン歯磨きとの取引実績が制戦
されている。さらに同容254頁の表6-26に示しているように 1956年度のライオン油脂との取引実績
では. 1.068万6.000円で¥全国代理庖のランクで32位となっている。
(59) r日本経済新聞j(1995年5月20日号，地方経済面・東北A).r週刊粧業j(側週刊粧業.1998年5月18日り)
98頁および筆者による大公一郎氏への質問に対する回答による。
(60)売上高と従業員数は『社内報だ、いか』第327号(ダイカ株式会社.1998年l月25日) 2頁，純資産'firiは1狗
掲『第63期有価証券報告書J15頁による。
(61)問中紙庖および
一ーダイカにみる 1990年代-2000年代初頭の地域有力卸企業の広域展開一一 77 
(1998年5月18日号)99頁では，大公一郎は 11昨年 0996年ー引用者)10月頃に田中会長((ママ))
から合併についての申し入れがありました。合併を決めたのは，昨年 (1997年一引用者) 9月ですから，
l年近く考えさせていただいた」と述べており.問中作次からの合併申し入れの時期について，ここでの
引用と 2カ月ほどの違いがある。なお，鈴木節雄の氏名表記については.t在者が，かつて鈴木節雄氏，鈴
木茂夫氏および鈴木富士夫氏の3氏に秋田市でお話を伺った際の情報による。
(64)前掲『第63期有価証券報告書J14頁。
(65)同報告書13頁。
(6)前掲『社内報だいか』第327号2頁，前掲『週刊粧業J(1998年5月18日号)98頁。
(67)前掲『週刊粧業.10998年5月18日号)98頁。大公一郎氏によれば「ダイカの秋田支応はネタツ興商の
秋田営業所をネタツとの合併時点で引き継いだものである」という(鋒者による大公一郎氏への質問に対
する回答による)。
(68)前掲 f週刊粧業J(1998年5月18日号)98頁。
(69) r社内報だいか』第332号(ダイカ株式会社.1998年6月25日)2頁，ダイカ株式会社『第64期有価証
券報告書.1(自平成10年8月1日至平成1年7月31日)15頁。
(70) r社内報だいか』第36号(ダイカ株式会社.1998年10月25日)2頁，同誌第340号 (1999年2月25日号)
12頁，同誌第342号 (1999年4月25日)12頁 同誌第344号(1999年6月25日) 3頁，同誌第346号
(1999年8月25日) 1頁，前掲『第64期有価証券報告書115頁。なお. rダイカマンスリーj第31巻第
348号(ダイカ株式会社.1999年1月1日) 1頁では，アッテルの台数は10台，自動倉庫の収容パレッ
ト数は7刀2とされている。
(71) rダイカマンスリー』第30巻第340号(ダイカ株式会社.1999年3月l日) 1頁，前掲同誌第31巻第348
号. 1頁，前掲『社内報だいかj第346号l頁。
(72) r社内報だいか』第227号(ダイカ株式会社.1999年9月20日)14頁には，関係会社の株式会社アドニ
スの石狩卸センター内の写真入り建築作業記事が掲載されている。それによると. 1999年6月に着工
同年10月に完成の予定とされている。また，敷地坪数は2.587坪(約8.537ぱ).建築は747坪(約2.
465ni)とされており，表-5の「その他・賃貸」の自社の土地・建物より少し小さい。
(73)前掲『第64期有価証券報告瞥J13頁。
(74) rダイカマンスリーj第31巻第345号(ダイカ株式会社.1999年8月l日) 1頁.r社内報だいか』第346
号(ダイカ株式会社.1999年8月25日)1頁，同誌第347号 (1999年9月25日)2頁，ダイカ株式会社『第
65期有価証券報告書J(自平成 1年8月1日至平成12年7月31日)8頁。
(75)前掲作土内報だ、いか』第347号2頁。
(76)同誌同号. 2頁。
(7)前掲 f通信報一私のマネジメント思考J163頁。
(78)前掲『第64期有価証券報告書j15頁，前掲『第65)羽有価証券報告瞥.18頁。
(79)前掲『第64期有価証券報告書J15頁.r社内報だいか』第353号(ダイカ株式会社.20∞年3月25日)18 
頁.rダイカマンスリーJ第31巻第352号(ダイカ株式会社.2000年3月1日) 1頁。
(80)前掲『第64期有価証券報告書J15頁.r社内報だいかj第356号(ダイカ株式会社.2000年6月25日)2頁，
『ダイカマンスリーj第31巻第355号(ダイカ株式会社.2000年6月1日) 1頁。
(81)前掲『第64期有価証券報告書J15頁.r社内報だいかj第358号(ダイカ株式会社.2∞0年8月25日)2頁，
『夕、イカマンスリー j第31巻第357号(ダイカ株式会社.2000年8月l日) 1頁。
(82)前掲『第65期有価証券報告書J8頁.r社内報だいか』第352号(ダイカ株式会社.20∞年2月25日)2頁。
(83)前掲『第65期有価証券報告書J8頁，前掲『社内報だいかj第358号. 2頁，ダイカ株式会社『ダイカ
マンスリー』第31巻第348号(1999年1月1日) 1頁。
(84)前掲『社内報だいかj第358号l頁。
(85) r社内報だいか』第361号(ダイカ株式会社.2000年1月25日) 1頁。
(86) rダイカマンスリーj第31巻第353号(ダイカ株式会社.2000年4月l日) 1頁および前掲「ダイカ株
式会社の沿革 1990 -Jによる。
(87)ヘリオスについては前掲「ダイカにみる 1970-80年代の地域卸企業の経営発展J49 -51頁を参照されたい。
(8) r社内報だいか』第355号(ダイカ株式会社.2∞0年5月25日) 2頁.rダイカマンスリーj第32巻第
365号(ダイカ株式会社.2∞1年4月1日) 1頁。
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(89) r社内報だいか』第364号(ダイカ株式会社.2001年2月25日) 2頁，前掲『ダイカマンスリー』第32
巻第365号l頁。
(90)ダイカ株式会社『第66期有価証券報告書j(自平成12年8月1日至平成 13年7月31日)9頁および70頁，
同『ダイカマンスリー』第31巻第353号 (2000年4月l日) 1頁。
(91) r日本経済新聞j(2∞0年3月14日号u日経流通新聞J(2ωo年3月16日号u社内報だいか』第353号(ダ
イカ株式会社.2000年3月25日号)18頁。
(92)筆者による大公一郎氏への質問に対する回答による。
(93)前掲『社内報だいか』第358号l頁。
(94) r社内報だいか』第356号(ダイカ株式会社.2∞0年6月25日) 2頁。
(95)ここでの|拘束支社エリアへの DARWIN2000iの導入に関する叙述は.r社内報だいかj第361号(ダイカ
株式会社.2000年1月25日) 1頁，同誌第362号l頁，同誌第363号2頁などによる。
(96)ここでの関東支社エリアへの新潟支社へのDARWIN2000iの導入ほか，システム更新に関する叙述は.r社
内線だいか』第379号(ダイカ株式会社.2002年5月25日) 2頁による。
(97)前掲『第65期有価証券報告瞥j12頁。
(98)前掲『第66期有価証券報告書J1頁。
(9)ダイカ株式会社『第67期有価証券報告瞥j(自平成 13年8月1日至平成 14年7月31日)10頁。
(100)ダイカ株式会社『第68期有価証券報告書J(自平成14年8月l日至平成 15年7月31日)10頁。
(101)前掲『第65期有価証券報告書j12頁。
(102)前掲『第66期有価証券報告書J11頁。
(103)前掲『第67期有価証券報告書j10頁。
(104)前掲『第66期有価証券報告書j71頁。
(105)前掲『第68期有価証券報告書J5頁。なお.rあらた」の社名は，ダイカ，伊藤伊，サンピック 3社の
社員公募により決定された。応募総数2.236のなかで，ダイカ石狩支!苫の須藤知校氏と伊藤伊の三好正
昭氏の応募した社名が選出された。須藤知枝氏によると.r 3文字のひらがながはやるといえ工ドバイス
があり. rあ』から始まる言葉が良かったからです。その時，辞書を見ていて『あらた』と言う言葉が自
に止まり，意味も『過去にこだわらず，今までになかった状況が出現したという気持ちで事態をとらえ
る様子』とあったので，今のダイカにふさわしいと思い『あらた』にしましたJという (W社内線だいかj
第371号，ダイカ株式会社.2001年9月25日. 2頁)。
(106) WダイカマンスリーJ第33巻第369号(ダイカ株式会社.2001年8月1日) 1頁。
(107) r日本経済新聞.1(2001年10月1日号)所収の「交遊抄」。
(108)大公一郎氏への聞き取り調査による。
(109)大公一郎氏への聞き取り調査および『マーケテイング・ホライズンj第544号(日本マーケテイング協会，
2003年1月1日)28-29頁。
(110)株式会社パルタック『第77期有価証券報告掛:j(自平成16年10月l日至平成 17年9月30日)14頁。
(lll)前掲『第66期有価証券報告書j71頁。
(112)株式会社パルタック『第73期事業報告瞥j(平成 12年 10月l日から平成 13年9月30日まで) 4頁。
(113)株式会社あらた『第2期有価証券報告書.1(自平成 15年4月l日至平成 16年3月31日) 3頁，株式会
社あらた『第3期事業報告書.1(平成16年4月l日から平成17年3月31日まで) 2頁。なお，徳倉の
年商額は『ダイカマンスリー』第34巻第383号(ダイカ株式会社 2002年10月1日) 1頁の大公一郎
社長への取材記事による。
(114) il:tg r第67期有価証券報告書J7頁，前掲『ダイカマンスリー』第33巻第369号. 1頁. r社内報だ、い
か』第370号(ダイカ株式会社.2001年8月25日) 1頁。
(1l5)前掲『第68期有価証券報告書j7頁.rダイカマンスリー』第34巻第377号(ダイカ株式会社.2002 
年4月1日) 1頁，
(1l6)前掲『ダイカマンスリーj第34巻第383号l頁。
(117)櫛旅情平の経営理念については，大誠編 r/，ii十全堂」創立者驚藤惰平伝.1 (人間舎.2001年2月21日)
を参f!日されたい。なお，ここでの「燦藤Jの「翼手」は，通常の「粛藤」の「驚」すなわちナベブタ下の
左部分が「万・YJではなく，同啓書名にもなっている「粛」すなわち「カ・了」とする字を使用している。
7社合併の経緯と理念については，前掲『ダイカ創業物語jおよび前掲「ダイカ成立の背景と過程一『問
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屋斜陽論』の経営史的検討の試みー」を参照されたい。
(118)ダイカ株式会社『第69期(中)半期報告瞥J(自平成 15年4月l日歪平成 15年9月20日) 5頁， rダ
イカマンスリーj第35巻第389号(ダイカ株式会社， 2∞3年4月l日)1:頁
(119)ここでの土浦支庖，柏支庖，柏デポ.水戸支庖などに|掬する叙述は.前掲『第66期有価証券報告舎J7 
頁， 1頁， r社内報だいかj第362号(ダイカ株式会社， 2∞l年5月25日) 1-2頁による。
(120)株式会社アドニス『第l期報告書J(平成l年8月1日から平成2年7月31日まで) 1頁。
(121)アドニズの業務停止の年月は， r社内報だいかj第387号(ダイカ株式会社，2∞3年1月25日)12頁による。
(122)前掲『第68期有価証券報告瞥J5頁。なお.株式会社ファッション・ダイカと株式会社アドニスの設立
の経緯と業務については.前掲「ダイカにみる 1970-80年代の地域卸企業の経営発展jを参照されたい。
ダイカの従業員によるアドニスの業務経験上の思い出については， r社内報だいか』第388号(ダイカ株
式会社， 2003年2月25日) 2頁を参照されたい。
(123)前掲『第68期有価証券報告書J7頁， 10頁。
(124)沼津デポ新設の年月は，前掲『社内報だいか』第387号12頁による。
(125)前掲『第68期有価証券報告書J7頁， 10頁。
(126)間報告書7頁， 10頁および前掲『社内報だいか』第388号2頁。
(127)前掲『第68期有価証券報告瞥JlO頁， r社内報だ、いか』第397号(ダイカ株式会社，2003年11月25日)2頁，
前掲『ダイカマンスリーj第34巻第383号， 1頁， r日本経済新聞J(2003年1月1日号，地方経済面:
北海道).同紙同号(地方経済面:中部).同紙同号(地方経済面:九州 B)。
(128)前掲『社内報だいかj第397号3頁。
(129)ダイカ株式会社 f第20期営業報告書J(昭和 63年8月1日から平成元年7月31日まで) 2頁およびダ
イカ附(現鮒あらた)経理担当者の説明による。
(130)株式会社ネタツ輿商『第35期営業報告書J(自昭和63年6月1日至平成l年5月31日)，ダイカ株式会
社『第21期報告書J(平成元年8月l日から平成2年7月31日まで)およびダイカ糊(現鮒あらた)経
理担当者の説明によるo
(131)ダイカ鮒(現制あらた)経理担当者の説明による。
(132)前掲『第57期事業報告書J2頁， rダイカマンスリー』第24巻第261号(ダイカ株式会社， 1992年8月1日)
l頁， r社内報だいかj第262号(ダイカ株式会社， 1992年8月25日) 1頁。
(133)ダイカ鮒(現側あらた)経理担当者の説明による。念のために注記しておくが，加重平均での株価が1，
321円であるから. 1.321円に 65万株を来じた場合.応募総額85億5，909万円との聞に誤差が生じる。
(134)前掲『社内報だいかj第262号・ l頁。
(135)前掲『ダイカマンスリーj第24巻第261号. 1頁。
(136)ここでの無償株式分剣・社償転換増資と公募討す資に|則する説明は，おおむね筆者の質問に対するダイカ
附(現附あらた)経理担当者の回答による。
(137) 前掲 r63 期有価証券報告~J::J 44頁。
(138)同報告書， 52頁。
(139)同報告啓. 14頁。以下でのタナカおよび官士商会の合併にともなう物資の記述は f在者の質問に対する
ダイカ側(現側あらた)経理担当者の問答による。
(140) 株式会社エヌフォー『第 10 期決算報告~jIJ:j (自平成 12年4月l日奈平成 12年7月31日)。
(141)前掲『第66期有価証券報告書J9頁.70頁，およびf医者の質!日lに対するダイカ側(現側あらた)経理!l
担当者の回答による。
(142)前掲『第67期有価証券報告tlU7頁。
(143)前掲「ダイカにみる 1970-80年代の地域的l企業の経営発展J。
(144)前掲『第20期報告世H511。
(145)前掲『第56期事業報告tJtj2頁。
(146)前掲『第60J切手f価統券報{~f型U 28頁。
(1 47) 同『報告l~~J 28頁およびダイカ株式会事1:r有官lIiiiHJ:iliHl併j('1"成8年7)]11'1拠出)18頁。なお.ス
イス・フランの転換やj債の引き受け手についてダイカ総理Il担当者にもj，'Ulfi.(!'したがが.不明とのことであっ
た。ただし， rt~符レート，=1'数料などを総象すれば，転換官lIi絡1.5171'1であることから，グイカ株式が
将来1.5171LJ以上になると判断した投資家は購入していると考えられる」という lu答で也あった。転換社
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債購入動機としては，一般的なことであろう。
(148)ダイカの道内事業時代の取引銀行については.前掲「ダイカにみる 1970-80年代の地域卸企業の経営発展J
12 -14頁を参照されたい。
(149)ダイカ附(現附あらた)経理担当者の説明による。
(150)ダイカ株式会社『有価証券報告書』各期および前掲『第 69期有価証券報告書j14頁。
(151)前掲『第63期有価証券報告書J6頁。
(152) 株式会社パルタック『有価証券報告瞥』第 67 期(自平成6年 10 月 l 日至平成7年 9 月 30 日)-第 74 則 O~l
平成13年 10月1日至平成14年9月30日)の「株式等の状況」記載の各頁。
(153)雛者による質問に対するダイカ関係者からの回答による。
(154)ここでの経営者の経歴については，前掲『第 60期有価証券報告書J7-10頁による。
(155)前掲「ダイカにみる 1970-80年代の地域卸企業の経営発展J15 -20真。
(156)ここでの役員の経歴については，前掲『第 60期有価証券報告書J7-10頁による。
(157)前掲『第65期有価証券報告瞥J23頁には. r代表取締役会長田中作次と専務取締役阿部勇次とは兄弟で
あります」と記載されており，その兄弟関係について田中作次氏に確i.1:!，したところ「自分の弟」という
回答であった。
(158)ここでの役員の経歴については，前掲『第 63期有価証券報告勝J8-1頁による。
(159)ここでの役員の経歴については，前掲『第65期有価証券報告書J20-23nによる。なお.このj切からの「役
員の状況Jには，学歴についての記載がない。
(160)録者による質問に対するダイカ関係者からの回答による。
(161)前掲「ダイカにみる 1970-80年代の地域卸企業の経営発展J43-45列を参照されたい。
(162)前掲『通信報一私のマネジメント思考J18頁。
(163)ダイカ株式会社 WBusinessInformation水車の論理j(発行年月不明田記載l人~1各から 1996 年 8JJ 以降の
発行と推定される) 1頁。
(164)前掲『通信報ー私のマネジメント思考J18 -19頁。
(165)同書. 19頁。
(166)ダイカ株式会社『社内報だいかJ各号所収「研修」・「見学」記事。
(167)前掲『通信報ー私のマネジメント，思考j20頁および22真。
(168紛)前掲「ダイカにみる l凶97初0-8叩O年代の地域卸企業の経営発展J4必3-4必5lμ1を参!照!照RされたUい、。
(16的9)r社内幸報Rだい古か、j(ダイカ株式会社)各号所収「サ一クル紹介」記司弓l
(は17叩0)r社内報だいカか‘寸J(ダイカ株式会社)各号所収「業務自己言評平価表」および rPERFORMANCEDAT AJ I記l氾己
事。たとえば. r社内報だいか』第 314号(ダイカ株式会社. 1996年 12PJ 25日)では第28JVJ 1 n皮
rPERFORMANCE DAT AJ (今期累計月平均)の各事業所別・全社の評価|ぽi日として.r 1 品切れ率 %J. 
r2 品切金額千円J.r 3 誤配送率 %J. r 4 誤配送件数J. r 5目:ml物出荷桐数J.r6. fi~i {ì- I I\術
梱数J.r 7 パラ毎時一人梱J.r 8ー 梱当物流費J.r9. EOS禽字率 引.rlO セールス POT一台当J.
rn 物流課人員J. r12. 一人当時間外J. r13.売上返品額 千」の 13項目となっている。他方. 28矧
8月から 19拠点別の 1月の「業績自己評価表J(累計)の項目は.r 1.売上J.r 2.一人当り利議1J.
r 3.一人当り利益2J. r 4目営業費J.r 5.粗利益J.r 6.貸倒金J.r 7 在庫J.r 8. 回収率J. r 9. 
売上返品J. rlO.売上欠品J.rn.車輔事故Jの11項目となっている。
(171) r社内報だいか』第295号(ダイカ株式会社. 1995年5月25日) 2頁。
(172)前掲『通信報一私のマネジメント思考j20 -21頁。
(173)側あらた北海道支社長・得能健次氏への聞き取り調査による。
(174) A.D.Chandler.]r. The Visible Hand-The Managerial Revolution in American Business， Harvard 
University Press.l977 (A.D.チャンドラー.Jr著，鳥羽欽一郎・小林袈裟治訳『経営者の時代J(上)・(下).
東洋経済新報社. 1979年 10月・ 11月)。
(175)振古巳歳男氏への聞き取り調査による。なお. rダイカマンスリー』第27巻第299号(ダイカ株式会社，
1995年 10月l日) 1頁に振吉巳歳男による rrボート』思考」という記事があり，これには「ボートは
槽ぎ手全員が，全く同じ運動をするという，団体競技としては珍しく，この械な競技は『綱引きとボートj
だけではないでしょうか。それだけにチームワークと言うよりユニフォーミティーが要求されるスポー
ツなのです。」と述べている。
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(176) rダイカマンスリー』第 1巻第 123号(ダイカ株式会社. 1981年3月1日) 1頁，および同誌同号同頁
を転載した前掲『通信報一私のマネジメント思考J64-66頁。
(177)この仕入先無返品の公表時期について. rダイカマンスリー』第28巻第315号(ダイカ株式会社.1998 
年2月1日) 1頁および同誌同号同頁を転載した前掲『通信報一私のマネジメント思考J16頁では，
1991 (平成3)年1月としている。しかしながら. r社内報だいかj第255号(ダイカ株式会社.1992 
年l月25日) 3頁の「平成3年度ダイカ十大ニュースJの八番目に「来年四月より仕入先返品ゼロの営
業分部長方針が発表される(九月)Jという記事があること，さらにその『第231切営業本部長方針』が
公表されている『ダイカマンスリー』第23第251号(ダイカ株式会社.1991年10月1日)の刊行年月が，
1991 (平成3)年10月1日であることから，最初の公表時期は 1991年9月頃とみてよいであろう。
(178) rダイカマンスリー』第24巻第263号(ダイカ株式会社.1992年10月1日) 1頁，前掲『通信報ー私
のマネジメント思考JlO頁。
(179) rダイカマンスリー』第23巻第255号(ダイカ株式会社.1992年2月l日) 1頁.前掲『通信報ー私の
マネジメント思考j10 -17頁にも転載。
(180) rダイカマンスリーj第24巻第263号(ダイカ株式会社.1992年10月1日) 1頁，前掲『通信報ー私
のマネジメント思考J160頁にも転戦。
(181) rダイカマンスリー』第25巻第275号(ダイカ株式会社.1993年10月1日) 1頁，前掲『通信報一私
のマネジメント思考J160頁にも転戦。
(182) rダイカマンスリーJ第26巻第287号(ダイカ株式会社.1994年10月1日)1頁，同誌第27巻第299号(同
社.1995年10月1日).いずれも前掲『通信報ー私のマネジメント思考J160 -161頁にも転載。
(183) rダイカマンスリーj第28巻第315号(ダイカ株式会社.1997年2月1日). 1頁，前掲『通信報ー私
のマネジメント思考j16 -17頁に転載されているが.この転載が部分的であるため，返品率の数字が，
仕入先への返品率と誤読される可能性が高いであろう。
(184)筆者による質問に対するダイカ関係者からの回答による。
(185)前掲『ダイカマンスリーj第23巻第255号l頁，前掲『ダイカマンスリー』第24巻第263号1頁，前掲『ダ
イカマンスリーj第25巻第275号1頁.前掲『ダイカマンスリーj第26巻第287号l頁および前掲『通
信報一私のマネジメント思考J160 -161頁。
(186)前掲『ダイカマンスリー』第25巻第275号l頁，前掲『通信報一私のマネジメント思考J79-82頁にも転載。
(187)前掲『ダイカマンスリーj第28巻第315号l頁。
(188)前掲『通信報ー私のマネジメント思考J26頁。
(189)同書.27-30頁。
(190)前掲『第63期有価証券報告瞥j16頁. rダイカマンスリー』第29巻第321号(ダイカ株式会社. 1997 
年8月1日) 1頁。
(191) rダイカマンスリーj第29巻第322号(ダイカ株式会社. 1998年9月l日) 1頁，前掲『通信報一私の
マネジメント思考J162頁にも転戦。
(192)同書.30頁。
(193)前掲『ダイカマンスリーj第29巻第322号l頁。
(194)前掲『通信報ー私のマネジメント思考J27頁。
(195)前掲『第56期事業報告瞥j1頁。
(196)前掲『第57期事業報告書J1頁。
(197)ダイカ株式会社『第58期事業報告書J(平成4年8月l日から平成5年7月31日まで) 1頁。
(198)ダイカ株式会社『第59期事業報告瞥J(平成5年8月1日から平成6年7月31日まで) 2頁。
(199)前掲『第60期有価証券報告書J13頁，前掲『第61l羽有価証券報告昏J13頁，前掲『第62J羽有価証券報告轡j
13頁。
(200)前掲『第62期有価証券報告書J13頁。
(201)前掲『第63期有価証券報告書J16頁。
(202)前掲『第64期有価証券報告書J15真。
(203)前掲『第65期有価証券報告書J8頁，前掲『第66JtJJ有価証券報告瞥J7頁。
(204)前掲『第68期有価証券報告書J7頁。
(205)前掲『第56期事業報告啓J1頁。
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(206)前掲『第61期有価証券報告書j24頁。
(207)前掲『第20期報告瞥J7頁。
(208)鋒者による質問に対するダイカ関係者からの回答による。
(2ω)伊藤伊は，伊藤昌弘氏が伊藤伊株式会社の社長に就任した 1985年当時でも「売上高の80%が仲間卸で，
残り 20%程度が小売庖の販売で」あり. f90年代に入っても仲間卸は 70%を占めて」いた。その後，小
売庖との直接取引を拡げて2002年の初め頃には「直接取引が75%.仲間卸が25%Jへと転じた(伊藤
伊株式会社『ばぶりん』第42号. 2002年春号. 8頁)。仲間卸から小売庖への販売価格と伊藤伊から小
売j苫への販売価格は同ーとされたため(伊藤伊株式会社『ばぶりん』第20号. 1996年春号. 2頁およ
び伊藤伊関係者への聞き取り調査による).伊藤伊は仕入価格と同額で仲間卸へ販売することとなり.伊
藤伊にとって仲間卸への売上総利益は名目上ゼロ(実質的には帳合料が仕入原価から控除されるのでそ
の分が売上総利益となる)となる。こうしたこともあって，伊藤伊の売上総利益率は，ダイカのように
小売庖への直接販売が大きい場合と比べて，小さくなる。ちなみに.仲間卸の比重が高かった 1985年
11月期決算の第20期(1984年 11月29日-1985年 11月28日)の伊藤伊の売上総利益率を計算してみ
ると 5.1%であるが，仲間取引に対してメーカーから付与される帳合料などの受取割戻金(仕入割戻)を
売上原価から控除して再計算すると 7.74%となる(伊藤伊株式会社『第20期決鈎:脅:J)。また直接取引へ
の移行が進んだ2004年3月決算の第 38期 (2003年4月1日-2004年3月31日)を計算してみると，
仕入割戻を原価控除しない場合で9.067%.原価控除した場合で8.985%となる。直接取引への移行によっ
て売上総利益率が向上したことになるが，それでも 1990年代のダイカに比べて低いことがわかる。
(210)このほかに外部との取引関係での会計上の近年の変更の主なものについてふれておくと，大手小売業者
への納品の際に，その物流倉庫のいわば「使用料」として支払うセンター・フイーは.ダイカでは従来
から株式会社あらたの時代になっても販売管理費の「納品代行料J(f運送料」などとは別の独立した科目)
の費目で計上してきたが.これも 2013(平成25)年3月期になって売上高の控除項目の「売上割戻Jに
変更された。この場合，売上総利益がその分だけ減額されることになる。これは，得意先へのフィーで
あり.株式会社あらたで管理できる費用ではなく，支払リベートであるとの考え方からであるという(筆
者による質問に対する鮒あらた関係者からの回答による)。
(211)前掲『第65期有価証券報告書J8頁。
(212)前掲『第66期有価証券報告書J7頁および59頁。
(213)前掲『第60期有価証券報告書.J6頁，前掲『第61期有価証券報告書J6頁，前掲 rm;621切有価証券報告書』
6頁，前掲『第63期有価証券報告書J7頁，前掲『第64期有価証券報告書J6頁. lìíIl羽『第 651~J有価証券
報告瞥j19頁.前掲『第66期有価証券報告舎J15頁.前掲『第671羽有価証券報告帯J15頁，前掲『第68
j切有価証券報告書.J14頁。
(214)前掲『第60期有価証券報告書J6頁。
(215)前掲『第61期有価証券報告書.1 6頁。
(216)前掲『第62期有価証券報告書j6頁。
(217) iI掲『第63期有価証券報告書J7頁。
(218)前掲『第60期有価証券報告書.16頁，前掲『第61期有価証券報告書j6頁，前掲『第62期有価証券報告書』
6頁，前掲『第631羽有価証券報告書J7頁，前掲『第64期有価証券報告瞥J6頁，前掲『第65期有価証
券報告書j19頁，前掲『第661tJl有価証券報告瞥J15頁，前掲『第 67期有価証券報告瞥j15頁.前掲 I第
681切有価証券報告瞥J14頁。
(219)前掲「ダイカにみる 1970-80年代の地域卸企業の経営発展J57-印頁。
(220) r日経流通新聞J1991年7月27日号。
(221) iItr掲『第20期報告書j6頁，前掲『第 21l例報告型fj 1-2頁。
(222) r日経流通新聞J1992年7月30日号。
(223)前掲『第56期事業報告書J1頁。なお.阿倍同真には「代金回収の自動振替制移行は.実施して8カ月
IlJで 2000庖に遼し」と記されているが この報告書の対象とする期間 (1990年8月1日-1991年7月
31日)のどの時点、で自働振替制に移行したかは明らかではない。
(224) r日経MJ.I2002年8月l日号。
(225)株式会社あらた『第2WJ有価証券報告性J(自 2003年4月1日至2004年3月31日)33頁。
(226)阿報告羽. 73頁.95頁および 121頁。
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[付記1] 
本稿作成にあたり，大公一郎氏，振古巳歳男氏，得能健次氏.北飯義則氏はじめ多くの旧ダイカ株式会社(現.
株式会社あらた北海道支社)の関係者に多大なる御協力をいただいた。また.側あらた北海道支社.側パルタッ
ク，旧伊藤伊糊，秋田県立図轡館，八戸市立図瞥館，長岡市立図轡館の所蔵資料を活用させていただいた。記
して関係者および関係各機関に感謝のZまを表したい。
さらに.本稿の概要は.2013 (平成25)年7月6日(土)に北海道大学大学院経済学研究科で開催された社
会経済史学会北海道部会・経営史学会北海道ワークショップで報告し北海学聞大学経営学部の佐藤芳彩教授
はじめ多くの方々からコメントや御質問をいただいた。当日の開催準備に当たられた方々や御教示いただいた
皆様に御礼を申し上げたい。
本稿は平成25年度科学研究費助成事業(学術研究助成基金助成金) (基盤研究 (C))[課題番号・ 253804481
による研究成果の一部である。
[付記2]
余談となるが，上記の北海道ワークショップでの報告直後，石坂昭雄北海道大学名誉教授から「君の研究報
告史料によって，学生時代のゼミの先識で，家業を継ぐといって郷里に戻った方の消息がわかった」と言われ
たので句同教授に確認したところ，本稿で取り上げたネタツ興商の工藤欣一氏のことであった。さらに，この
ことを 2013年7月20日(土)に立教大学で開催された経営史学会関東部会に出席されていた山崎広明経営史
学会元会長に話すと.r工藤欣一氏はゼミで同期であった」とのこと。本研究の発表の過程を通じて，あらため
てさまざまな縁の広がりを感じることとなった。
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The Development of Daika Kabushiki Kaisha in 
Hokkaido，Tohoku and Kanto in the 1990s and 
the early years of the 2000s 
Satoshi SASAKI 
This paper examines both the change of socio-economic conditions and the driving factors 
behind the extensive development of the leading wholesale company Daika from Hokkaido 
to Tohuko and Kanto in the 1990s and the early years of the 2000s. The main features that 
promoted the growth of Daika during this time period are as follows: 
First. in the 1990s. after the collapse of the bubble economy. large-scale retail companies 
settled stores in a wide area and the wholesale companies also enlarged their business area 
through mergers and acquisitions. Relaxation of regulations on opening large-scale retail 
stores and withdrawing the prohibition against pure holding companies also promoted these 
changes. At the time. competition became keen between manufacturers. wholesalers and 
retailers. 
Second. Daika consolidated Netatsu Kosho (in Hachinohe). Fuji Shokai (in Akita) and Tanaka (in 
Yashio) and completed its advance into the Tohoku and Kanto regions in the 1990s. In 2000. 
Daika merged N-Four (in Nagaoka) and enlarged its sphere of business activity in the whole 
area of Eastern ]apan. With the increase in its business area. Daika rebuilt branch 0節目S
and made a large investment in information and logistic systems. Furthermore. Daika set up 
a pure holding company in cooperation with Itou-I in Nagoya and Sunvic in Kyushu. In this 
manner. Daika put its national wholesaling on a firm basis. 
Third. Daika went public on the OTC market. After that. Daika increased its capital several 
times and raised its capital adequacy ration gradually. To raise funds for investment in 
facilities and systems. Daika issued corporate debentures and took on long-term debts. 
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Forth. in regard to the employee shareholding circle. the Daika managers and the managers 
of consolidated companies kept their position as stable stockholders. The managerial 
hierarchy was composed of managers of both Daika and its consolidated companies. together 
with newly trained employees at these companies. In this way. the number of salaried 
managers increased in the managerial hierarchy. 
Fifth. the total number of Daika employees increased through mergers and the development 
of business in wide areas. Many male employees were al10cated to sales departments and 
almost al female part-time workers allocated to the 'picking' workplace at distribution 
centers. The places of employment of new local high school and university graduates 
were now hired and employed from Hokkaido to the Kanto regions. Though the ratio of 
high school graduates was stil high. the university graduates that were hired came from 
a wide area. The capital equipment ratio was also increased.and as a result both Daika's 
mechanization and modernization were improved. 
Sixth. newly employed workers received Daika's original training system which was named 
the DOD(Daika Organization Development) System. Furtheremore. Daika introduced the 
no-return-of-goods system. single article management. profit management and a three-
month management policy. and endeavored to increase business efficiency in al areas of 
manage口lent.
Seventh. Daika's sales increased fourfold in twelve years. In particular. increases in sales 
of paper goods and sanitary goods are notable. Daika's profits increased correspondingly. 
with the exception of a few accounting periods when the fiscal year end was changed or 
accounting systems were changed. As sales and profit increased. the dividend payout ratio 
was also raised and this passing on of profits was considered significant. Daika's direct-to-
retailer marketing system was more profitable than Ito-I's system. which relied heavily on 
intermediary wholesalers'. who became integrated into Ito-I's system. 
Eighth. though the single sales of Daika was ranked second place in the daily necessities 
industry. it was expected that the consolidated sales of three companies(including Daika. 
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Itou司iand Sunvic) would be ranked at the top within the industry. But Daika's sales volume 
per employee， ordinary income ratio and ordinary profit were not ranked in a top tier 
position. For this reason， the effects of management improvement were considered to be sti1 
limited. 
